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令和元年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

総括研究報告書 

 

HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究 

研究代表者：喜多恒和（奈良県総合医療センター周産期母子医療センター長兼産婦人科統括部長） 

 

研究分担者：喜多恒和  奈良県総合医療センター周産期母子医療センター兼産婦人科  

センター長兼統括部長 

   吉野直人  岩手医科大学微生物学講座感染症学・免疫学分野 准教授 

   杉浦 敦  奈良県総合医療センター産婦人科 医長 

   田中瑞恵  国立国際医療研究センター小児科 医員 

   山田里佳  JA 愛知厚生連海南病院産婦人科 外来部長 

   定月みゆき 国立国際医療研究センター産婦人科 産科医長 

   桃原祥人  東京都立大塚病院産婦人科 部長 

   大津 洋  国立国際医療研究センター臨床疫学研究室 室長 

 

研究要旨： 

 HIV 感染妊娠の早期診断治療と母子感染の回避を目的として、HIV 感染妊婦とその出生児に関す

る全国調査（産婦人科 1,141 病院、小児科 2,296 病院）を行い、産婦人科から 2019 年転帰の 26 例、

2018 年以前の未報告 5 例、妊娠中 4 例の計 31 例が報告され、小児科では 2019 年転帰の 26 例と 2018

年以前の未報告 4 例の計 30 例が報告された。2018 年末までに転帰が判明した 1,070 例の HIV 感染

妊娠の詳細な臨床情報を含むデータベースを更新し、解析した。分担研究 8 件において着実な進捗

が得られた。すなわち研究計画の適切な軌道修正、ホームページ運営による最新情報の提供、HIV

感染に関する妊婦の知識レベルの低さの広域的・経時的検証、妊娠初期における HIV スクリーニン

グ検査率 100%の達成、HIV 以外の性感染症のスクリーニング検査の必要性、HIV 感染妊娠報告数

の減少傾向の兆し、妊娠中や授乳中の母体の HIV 感染による母子感染予防対策の必要性、HIV 感染

妊婦と出生児の長期フォローアップのためのコホートシステムの推進、「HIV 感染妊娠に関する診

療ガイドライン」や「HIV 母子感染予防対策マニュアル」の全国拡散と改訂作業、HIV 感染妊娠の

診療体制に関する現状調査とわが国に適切な診療体制の提案準備、HIV や梅毒をはじめとする性感

染症に関して若者を対象とした学校教育以外での教育啓発活動としてのリーフレット発行と小冊

子の刊行準備、全国調査やコホート研究を支援するシステム開発などを確認あるいは実施できた。 

 

A.研究目的 

 HIV 感染の妊娠・出産・予後に関して全国調

査によりわが国における動向を解析する。さら

に HIV 感染女性とその児のコホート研究によ

り、抗 HIV 治療の長期的影響を検討する。HIV

等の性感染症と妊娠に関する情報を収載した

国民向けリーフレットや小冊子を作成し、その

有効な拡散方法を開発する。既刊の「HIV 母子

感染予防対策マニュアル」や「HIV 感染妊娠に

関する診療ガイドライン」の改訂により、わが

国独自の HIV 感染妊娠の診療体制を整備し均

てん化する。さらに全国調査回答をウェブ化し、

データベース管理やコホート研究における IT

支援を行う。 

 

B.研究方法 

１）HIV 感染妊娠に関する研究の統括と成績の

評価および妊婦の HIV 感染に関する認識度の
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実態調査（喜多分担班）： 

①研究分担者相互による研究計画評価会議や、

研究協力者も加えた研究班全体会議を適時行

い、各研究分担の進捗状況と成績を相互評価し、

年度ごとあるいは年度にまたがる研究計画の

修正を行った。 

②ホームページの継続的運営により研究成果

を公開することで、HIV 感染妊娠に関わる国民

の認識と知識の向上に寄与した。 

③地域や医療レベルの異なる 6 か所の定点施設

の妊婦に対し、HIV 感染に関するアンケート調

査を毎年継続的に実施し、偽陽性に関する理解

度など妊婦の知識レベルの変化を把握し、教育

啓発活動に資することとした。 

２）HIV 感染妊婦とその出生児の発生動向およ

び妊婦 HIV スクリーニング検査等に関する全

国調査（吉野分担班）： 

①HIV感染妊婦とその出生児の発生動向調査を

全国の産婦人科 1,141 病院、小児科 2,296 病院

を対象に実施した。妊婦における HIV を含む 7

種の感染症のスクリーニング検査実施率を調

査した。 

②産科班（杉浦分担班）や小児科班（田中分担

班）との共同により、毎年 HIV 母子感染全国調

査報告書を作成し、全国の産科小児科診療施設

や地方自治体などの関連機関に配布すること

により、診療体制や医療行政の改善に寄与した。 

３）HIV 感染妊娠に関する臨床情報の集積と解

析およびデータベースの更新（杉浦分担班）： 

①毎年度の吉野分担班による全国 1 次調査結果

の報告を受け、HIV 感染妊婦の診療施設に対し

産科 2 次調査票を郵送し、臨床情報の集積を行

った。 

②一次調査班（吉野分担班）や小児科班（田中

分担班）との共同により、集積された HIV 感染

妊婦および出生児の臨床情報を照合し、産婦人

科小児科統合データベースの更新と解析を行

い、HIV 感染妊娠の発生動向を毎年度把握し、

今後を推測した。 

４）HIV 感染女性と出生児の臨床情報の集積と

解析およびウェブ登録によるコホートシステ

ムの全国展開（田中分担班）： 

①毎年度の吉野分担班による全国 1 次調査結果

の報告を受け、出生児の診療施設に対し小児科

2 次調査票を郵送し、臨床情報の集積・解析を

行った。 

②HIV陽性女性と出生した児の予後に関するコ

ホート調査のためのウェブ登録システム

（REDCap、国立国際医療研究センター内

JCRAC データセンターとの協働）は国立国際医

療研究センターで稼働済みである。このシステ

ムを報告症例数が多く年間報告数の約半数を

占める全国 4 か所の医療施設へ展開することと

した。 

５）HIV 感染妊娠に関する診療ガイドラインの

改訂と HIV 母子感染予防対策マニュアルの改

訂（山田分担班）： 

①平成 31 年 3 月発刊の「HIV 母子感染予防対

策マニュアル」第 8 版を、全国のエイズ治療拠

点病院、周産期母子医療センター、保健所や自

治体に郵送し、さらに日本産科婦人科学会や日

本周産期・新生児医学会の学術集会などで配布

することにより、マニュアル改定版の周知拡散

を図った。 

②わが国の医療経済事情や医療機関の対応能

力を考慮した、欧米とは異なるわが国独自の

「HIV 感染妊娠に関する診療ガイドライン」初

版（平成 30 年 3 月発刊）の検証と改訂を行う。

令和元年度は日本産婦人科感染症学会の協力

のもと情報を収集し、令和 2 年度に改訂版発刊

を目指す。 

６）HIV 感染妊婦の分娩様式を中心とした診療

体制の整備と均てん化（定月分担班）： 

①平成 30 年度の一次アンケート調査において

HIV 感染妊婦の分娩を受け入れ可能と回答した

113 施設のうち施設名を特定できた 109 施設に

対して、医師と看護職にそれぞれ経腟分娩の受

け入れの可否ならびに自施設の受け入れ状況

を本研究班のホームページへ公開することの

可否について二次アンケート調査を行い、集
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計・解析した。 

②山田分担班とともに、わが国における HIV 感

染妊婦の経腟分娩の可能性について、わが国の

医療体制面から検討し、令和 2 年度のガイドラ

イン改訂の資料とすることとした。 

７）HIV をはじめとする性感染症と妊娠に関す

る情報の普及啓発法の開発（桃原分担班）： 

①全国各地で開催されているエイズ文化フォ

ーラムや学園祭への参加、および市民公開講座

等を企画して、HIV 感染に関する情報と研究成

果を周知することにより、国民の HIV 感染妊娠

に関する認識と知識の向上を図った。 

②妊婦の HIVスクリーニング検査や妊婦健診の

重要性および各種性感染症に関する情報の普

及啓発を目的に、A3折込型リーフレット「クイ

ズでわかる性と感染症の新ジョーシキ―あな

たはどこまで理解しているか！？」を発行した。

さらに、小冊子「HIV や梅毒をはじめとする性

感染症に関する小冊子（仮題）」の令和 2 年度

刊行に向けて準備する。 

③平成 30 年 7 月に取得した Twitter アカウン

ト（https://twitter.com/HIVboshi）のコンテ

ンツを適時増加し、フォロワーを増やすことで

HIV をはじめとする性感染症の情報提供を行う。 

８）HIV 感染妊娠に関する全国調査とデータベ

ース管理の IT 化とコホートシステムの支援（大

津分担班、令和元年度から新規設定）： 

①HIV 感染妊娠の発生に関する全国 1 次調査

（吉野分担班）、産科・小児科 2 次調査（杉浦

分担班、田中分担班）のウェブ化およびデータ

ベース管理の IT 化を目指してシステムを構築

するために、全国調査での効率的な情報収集を

可能とする情報基盤の創出をおこなう。既存の

2 次調査における調査・取得項目の重複度を調

査し、システムを構築する。令和元年度内に、

システムの運用開始を目指す。 

②平成 29 年度に開始した HIV 感染女性と出生

児のコホート調査（田中分担班）のシステム支

援を行う。 

（倫理面への配慮） 

調査研究においては、平成 29 年 2 月改正告示

の文部科学省・厚生労働省「人を対象とする医

学系研究に関する倫理指針」を遵守しプライバ

シーの保護に努めた。 

 

C.研究結果 

１）HIV 感染妊娠に関する研究の統括と成績の

評価および妊婦の HIV 感染に関する認識度の

実態調査（喜多分担班）： 

①研究代表者、研究分担者およびアドバイザー

による研究計画評価会議を年 2 回、研究班全体

会議も年 2 回開催し、各研究分担の研究計画を

修正した。 

②ホームページの運営では、「HIV 感染妊娠に

関する診療ガイドライン」初版、「HIV 母子感

染予防対策マニュアル」第 8 版、研究報告書お

よび各種学会発表スライドや社会的最新情報

などを掲載した。さらにホームページの閲覧状

況を毎月経時的に把握し、掲載内容の更新と閲

覧数の変動を解析することにより、ホームペー

ジの啓発効果を検討した。Q&A、ガイドライ

ン・マニュアル・リーフレット、HOME のコー

ナーの順に閲覧数が多く、資料ダウンロードや

研究報告書のコーナーの閲覧数は少なかった。 

③妊娠初期の妊婦を対象とした HIV スクリー

ニング検査に関するアンケート調査の令和元

年度の結果は、スクリーニング検査が陽性であ

っても 95%以上は偽陽性であることを知って

いたのはたった 6.6%であることなど、平成 29

年度から平成 30 年度に定点 6 施設で行った過

去 2 年間の調査結果と比較してもほぼ同様であ

り、経時的な差や調査施設の地域差はほとんど

みられなかった。妊婦の HIV 感染妊娠に関する

知識レベルは著しく低いままであることが確

認された。 

２）HIV 感染妊婦とその出生児の発生動向およ

び妊婦 HIV スクリーニング検査等に関する全

国調査（吉野分担班）： 

①病院での妊婦 HIV スクリーニング検査実施

率は 100％（99.996％）であり、2018 年調査

https://twitter.com/HIVboshi）の
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（99.7％）より 0.3％、病院調査を開始した 1999

年（73.2％）と比較すると 26.8％の上昇が認め

られた。地域別では、全例で検査が実施されて

いたのは 42 都道府県であった。HIV 感染妊婦

の動向は、産婦人科病院で 2018 年 10 月以降に

診療した HIV 感染妊婦報告数はのべ 42 例、小

児科病院で 2018 年 9 月から 2019 年 8 月に HIV

感染女性より出生した児報告数はのべ 26 例で

あった。HIV 母子感染は、散発的であるが 2012

年から 2017 年までの 6 年間に 4 例報告されて

いる。これらの症例の中には、妊娠初期に HIV

スクリーニング検査の陰性結果を確認した女

性から母子感染したと思われる感染児が見ら

れたが、HIV 母子感染予防のための妊娠中期・

後期の再検査を実施していた施設は 26 病院

（2.9％）のみであった。他の感染症検査実施率

は、クラミジア 99.5％、C 型肝炎ウイルス（HCV）

99.8％、ヒト T 細胞白血病ウイルス 1 型

（HTLV-1）99.4％、B 群溶血性連鎖球菌（GBS）

99.7％に対して、トキソプラズマ 46.6％、サイ

トメガロウイルス（CMV）12.2％と低率であっ

た。 

②平成 30 年度 HIV 母子感染全国調査報告書を

作成し、全国調査に封入して全国の産科小児科

診療施設に郵送するとともに、保健所や地方自

治体などの関連機関に配布した。 

３）HIV 感染妊娠に関する臨床情報の集積と解

析およびデータベースの更新（杉浦分担班）： 

①全国産婦人科 2 次調査を行い、43 例の HIV

感染妊娠の報告を受けた。2019 年妊娠転帰例は

26 例で、妊娠中は 4 例、残りの 13 例は 2018 年

以前の転帰例であった。それらの 8 割は感染が

分かった上での妊娠であり、近年の傾向と同様

であった。 

②産婦人科データと小児科データの照合の結

果、平成 30 年（2018 年）末までに妊娠転帰と

なった HIV 感染妊娠数は、平成 29 年（2017 年）

末までの 1,027 例から 43 例増加し 1,070 例とな

った。双胎が 9 例、品胎が 1 例含まれ、出生児

数は 747 児となった。1997 年以降年間 30 例以

上の報告が継続している。それらの詳細な臨床

情報をデータベース化した。東京が 282 例、次

いで神奈川 105 例、愛知 103 例、千葉 87 例、

大阪 68 例と大都市圏が多数を占める。これま

で HIV 感染妊娠の報告が無いのは和歌山・徳

島・佐賀の 3 県のみとなった。日本国籍の HIV

感染妊婦は増加傾向で、2003 年以前では全体の

3 割程度であったが 2014~2018 年には 58.2%を

占めていた。母子感染は予定帝切分娩の 7 例、

緊急帝切分娩の 8 例、経腟分娩の 37 例、分娩

様式不明の 7 例、計 59 例が確認されている。

cART が普及した 2000 年以降も 1~2 例であるが

ほぼ毎年報告されており、近年は妊娠初期スク

リ―ニング検査陰性例からの母子感染例が散

発している。しかし、2000 年以降に感染予防策

として「妊娠初期 HIV スクリーニング検査」「抗

ウイルス薬 3 剤以上」「予定帝切」「児の投薬あ

り」「断乳」の全てを施行した 259 例での母子

感染例は 1 例もなかった。2000 年以降に生じた

HIV 母子感染 17 例は、全て妊娠後期や分娩後

に初めて母体の HIV 感染が判明した例から生

じている。そのうち分娩後に母体の感染が初め

て判明した 15 例のうち 6 例では、妊娠初期の

HIV スクリーニング検査は陰性であったため、

母子感染予防対策は全く講じられていなかっ

た。全国のエイズ治療拠点病院 394 施設のうち、

産科標榜施設は 304 施設（77.2%）であった。

そのうち HIV 感染妊娠の最終転帰場所となっ

た施設数は 136 施設（44.7%）であった。直近 5

年間の 189 例の転帰場所は拠点病院が 95.8%を

占めていた。2000 年以降の分娩例 538 例のうち

初産は 227 例(45.0%)で、このうち母体血中ウイ

ルス量が検出限界未満であったのは 140 例

(26.0%)であった。このことから、年間約 30 例

の HIV 感染妊娠が発生すると仮定すると、年間

約 7 例の経腟分娩許容例が存在する可能性があ

る。 

４）HIV 感染女性と出生児の臨床情報の集積と

解析およびウェブ登録によるコホートシステ

ムの全国展開（田中分担班）： 
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①小児科病院 2 次調査により、19 施設から新規

26 例、過去未報告 4 例（妊娠初期スクリーニン

グ陰性の母子感染 1 例含む）の計 30 例の臨床

情報を得て、データベースの更新に供した。HIV

感染判明例でウイルス量が 1 万コピー/ml 以上

にもかかわらず無治療のハイリスク例が 2 例報

告された。うち 1 例は経腟分娩が行われていた

が、2 例とも母子感染はなかった。 

②コホート研究 The Japan Woman and Child HIV 

Cohort Study(JWCICS)では、平成 29 年 8 月から

国立国際医療研究センターでの登録が進行し

ており、令和 2 年 2 月現在 28 例が登録済みで、

医療者側と患者側の双方から、健康状態のウェ

ブ入力が行われている。このシステムを報告症

例数が多く年間報告数の約半数を占める全国 4

か所（国立国際医療研究センター、大阪市立総

合医療センター小児医療センター、国立病院機

構の名古屋医療センターと大阪医療センター）

の医療施設へ展開することとし、国立国際医療

研究センターの倫理審査結果待ちである。 

５）HIV 感染妊娠に関する診療ガイドラインの

改訂と HIV 母子感染予防対策マニュアルの改

訂（山田分担班）： 

①マニュアル第 8 版の関連施設への郵送や学術

集会での配布および PDF 版のホームページへ

の掲載による拡散は順調である。またマニュア

ル改訂第 8 版の改定内容について、日本産科婦

人科学会学術集会にて発表した。 

②令和元年度は、6 月および 11 月に分担班会議

を開催し、ガイドライン改訂に向けて要約の改

訂と推奨度の検討を行った。 

６）HIV 感染妊婦の分娩様式を中心とした診療

体制の整備と均てん化（定月分担班）： 

①二次アンケートを送付した 109 施設のうち、

医師は 79 施設(72.5%)、看護職は 38 施設(34.9%)

から回答を得た。医師と看護職双方から返信が

あったのは 27 施設(24.8%)であった。経腟分娩

に関しての回答は、自然分娩が可能・計画分娩

が可能・陣痛発来や破水などのやむを得ない場

合のみ・経腟分娩不可のそれぞれで、医師の回

答は 79 施設中 6 施設・11 施設・10 施設・43 施

設で、看護職の回答は 38 施設中 3 施設・2 施設・

4 施設・25 施設であった。医師と看護師がとも

に自然分娩あるいは計画分娩が可能としたの

は 1 施設のみであった。経腟分娩を行える条件

は、個室分娩室の確保、平日・日勤帯で分娩が

完遂する計画分娩であった。自然分娩が不可な

理由は、夜間休日のマンパワー不足と緊急帝王

切開対応が困難ということであった。陣痛発来

や破水などのやむを得ない場合以外は経腟分

娩は不可と回答した医師 58 施設、看護職 29 施

設の理由は、帝王切開の方が母子感染リスクは

低いと考える、関連科との連携が困難、産科医

の不足、対応マニュアルの理解不足、方針変更

計画なしが大半を占めた。 

②ガイドラインの改訂において適応基準を満

たす症例における経腟分娩を許容するために

は、母子感染リスクの正確な理解とマニュアル

の周知を行い、産科医を含む医療スタッフの不

足を解消する必要がある。経腟分娩を行える各

施設のホームページへの掲載許可は 90 施設で

得られたが、受け入れ条件を詳細に併記するこ

とを求めていた。 

７）HIV をはじめとする性感染症と妊娠に関す

る情報の普及啓発法の開発（桃原分担班）： 

①エイズ文化フォーラムは横浜市と京都市の 2

か所に参加・出展した。参加者は 30 名と 5 名

のみであった。大学祭は日本大学医学部と東京

理科大学葛飾キャンパスの 2 か所に参加した。

地域保健所との共同で啓発カードの配布やミ

ニ講演会を開催したが参加者は少なかった。市

民公開講座は「感染症から母子を守るために～

HIV をはじめとする性感染症を中心に～」と題

して、2020 年 2 月に那覇市で開催した。那覇市

内と近隣の高校・大学・産婦人科医療施設およ

び報道各社に参加案内状とポスターを郵送し

たが、新型コロナウイルス感染拡大の影響で、

参加者は医療関係・教育関係の 18 名にとどま

った。 

②A3 折込型リーフレット「クイズでわかる性
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と感染症の新ジョーシキ―君はどこまで理解

しているか！？」を令和 2 年 3 月に刊行した。

これを令和 2 年度に喜多分担班による妊婦アン

ケート調査の定点施設および奈良県総合医療

センター近隣の奈良市内分娩取扱施設で配布

し、妊婦の教育啓発を図ることで知識レベルの

向上を目指す。「HIV や梅毒をはじめとする性

感染症に関する小冊子」は令和 2 年度の発刊を

目指して準備中である。 

3．Twitter アカウントは定期的に更新され、HIV

に関する新情報を発信している。令和 2 年 3 月

現在、投稿コンテンツは 34 件で、フォロワー

数も順調に増加し、2020 年 3 月現在 246 名であ

る。 

８）HIV 感染妊娠に関する全国調査とデータベ

ース管理の IT 化とコホートシステムの支援（大

津分担班）： 

①全国一次調査を IT 化するためには、情報を

より広範囲に集める必要があり、悉皆性が高い

情報源でもあることから、実施は困難と判断し

た。産科と小児科の二つの二次調査の調査項目

を統合し、産婦人科から小児科への情報の精度

を高めることで IT 化は実施可能であると判断

された。二つの二次調査項目を統合し、試験的

なデータ入力を確認した。 

②コホート研究の登録患者への過去 4 回の調査

実施において、回答割合は減少傾向にはあるが

送付した 21 名においては 7 割以上の返答があ

り、継続的に回答が得られていることから、情

報の精度は向上しつつあることが推察された。

REDCap を用いて、複数の診療科から感染母子

の情報を取得するフローをモデル化し、システ

ム化を実施したが、診療科によってデータの入

力に濃淡があり、コーディネート業務が煩雑に

なる場合があり、カルテからの情報収集が必要

であった。 

 

D.考察 

１）本研究班では、HIV 感染妊娠に関する疫学

調査を骨幹とし、HIV 感染女性を対象としたコ

ホート調査やアンケート調査も行い、医療者向

け診療ガイドラインや母子感染予防対策マニ

ュアルの策定・改訂、さらには HIV をはじめと

する性感染症の情報を提供するリーフレット

や小冊子の刊行などの国民への教育啓発法の

開発も行っている。研究分担班内での研究推進

のみならず、研究計画評価会議による研究分担

者間での軌道修正は、各分担研究課題の完遂と

成果をより高めることに有効であったと考え

る。本研究班のホームページの更新を頻回に行

い、閲覧者の最も多い入り口である Q&A コー

ナーの改訂と内容追加、他の関連学会や団体の

ホームページとのリンクなどが必要である。妊

婦へのアンケート調査から、妊婦の HIV 感染に

関する知識レベルは経時的にも地域的にも非

常に低いまま経過している。定点調査施設やそ

の周囲の分娩取扱施設において、初診時の妊娠

初期にリーフレットを配布することで、妊婦の

知識レベルの向上に寄与できるかどうかを、令

和 2 年度の本アンケート調査により検証する予

定である。 

２）HIV による母子感染が cART や帝王切開で

の分娩により十分に予防可能であることが周

知されるようになったことで、妊婦における

HIVスクリーニング検査が妊娠初期の重要な検

査のひとつとして認知され、多くの自治体で公

費負担もなされ、日本における HIV 感染妊婦の

諸問題に関しての啓発活動が実を結びつつあ

る。その一方で、未受診妊婦の存在や妊娠中期

から後期での再検査といった HIV 母子感染予

防のための啓発など、改善の余地がある分野も

残っている。本研究班は、HIV スクリーニング

検査実施率上昇のための啓発活動を推進する

とともに、これら HIV 感染妊婦や HIV 感染児

に対する諸問題に関しても十分に取り組む必

要がある。 

３）HIV 感染妊娠は一定数存在し、2000 年以前

と比較し母子感染例は減少傾向にあり、母子感

染予防対策は確立されたと思われたが、近年母

子感染例が報告され続けている。特に、妊娠初
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期 HIV スクリーニング検査陰性例といった母

子感染予防対策が非常に困難な例での母子感

染例が多数を占めてきている。反対に妊娠初

期・中期までに HIV 感染が判明している例から

の母子感染例はなく、現在われわれが推奨して

いる母子感染予防対策を全て施行すれば、母子

感染は予防可能であることが証明されてきて

いる。今後母子感染ゼロを目指すために妊娠初

期・中期でのスクリーニング検査を 100％施行

することを徹底し、また妊娠・授乳中に HIV 感

染の可能性がゼロではないと考えられる例に

対しては、積極的に複数回の HIV スクリーニン

グ検査を施行すべきである。また分娩様式は経

腟分娩を許容していく可能性がある。HIV 感染

妊娠や経腟分娩の安全性・現実的な対応方法な

どを社会的に啓蒙した上で、受け入れ施設の選

定や経腟分娩時における予防策の確立など、全

国的に医療体制の整備を進めていく必要があ

る。 

４）コホート調査の研究計画から端を発し、産

科・小児科二次調査をウェブ化し、さらにコホ

ート調査とも連動させ、全データを一括してデ

ータベース化することにつながり、研究班全体

の横断的研究の見直しを図る機会となった。わ

が国の HIV 感染女性および出生児に関する情

報の蓄積は、唯一本調査によるところであり、

貴重であることから、今後も正確な情報の蓄積

と管理が必要である。 

５）HIV 診療の実際は、産科内科医師だけでは

なく、助産師、看護師、薬剤師、コメディカル

がチームで対応できる必要がある。そのためガ

イドラインとマニュアルは適時併用して HIV

感染妊娠の診療に対応してほしい。わが国の

HIV感染妊娠への診療体制に関する全国調査結

果を考慮し、HIV 感染妊娠の経腟分娩に関する

記載には慎重な検討が必要である。医療従事者

への教育啓発とともに、医療体制の現状に配慮

しその混乱を招くことのないガイドラインの

改訂を行う必要がある。 

６）わが国における HIV 感染妊婦への経腟分娩

の適応には、国内のエイズ診療拠点病院や周産

期医療センターの現状調査結果から多くの課

題が残る。今後、安全に HIV 感染妊婦の経腟分

娩を導入するためには、ガイドラインやマニュ

アルによる医療従事者への教育啓発とともに、

産科医の確保を中心とする周産期医療体制全

体の充実が重要と考える。 

 

７）エイズ文化フォーラムや学園祭などの既存

の機会を利用した教育啓発活動では、効果に課

題が残り、一般国民の知識レベルの向上に寄与

できるとは言い難い。HIV や梅毒をはじめとす

る性感染症に関して、高校生や大学生を対象と

した公開講座やリーフレット・小冊子による地

域的・定点的介入を発端として、国民全体の知

識レベルの向上をめざしたい。妊婦健診時にお

けるアンケート調査は知識レベルの向上を検

証できる手法である。この検証結果を公表する

ことにより全国の自治体やマスコミのさらな

る協力が得られ、広域的な介入成果が得られる

ものと期待する。 

８）疾患の特性上、言語の問題があり、登録し

た患者が理解できるような工夫（言語、表現）

が必要である。単施設の場合でも、診療科ごと

に取得できる情報の精度があり、また同時に情

報を使う側においても粒度が異なることが、コ

ホート研究および産科小児科の各 2 次調査を比

較することで判明した。 

 

E.結論 

 HIV 感染妊娠の減少が期待される。妊娠中や

授乳中の HIV 感染による母子感染予防対策の

必要性が明確になった。医療レベルや医療経済

事情および国民性などのわが国の特徴に沿っ

た HIV 感染妊娠への診療体制の構築が可能で

ある。同時に HIV 感染をはじめとする性感染症

に関する医療従事者や一般国民の知識の向上

が不可欠であり、この向上により HIV 感染妊婦

の受け入れや経腟分娩などへの対応が可能と

なり、妊婦の利益と医療従事者の安全性が担保
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された診療体制が整備できると考える。 

 

F.健康危険情報 

特記事項なし 

 

G.研究業績 

著書 

1. 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

出口雅士、中西 豊、定月みゆき、大里和

広、白野倫徳、田中瑞恵、鳥谷部邦明、千

田時弘、杉野祐子、渡邉英恵、羽柴知恵子、

吉野直人、杉浦 敦、廣瀬紀子、前田尚子、

桃原祥人、喜多恒和．HIV 母子感染予防対

策マニュアル 第 8版．平成 30年度厚生労

働省科学研究費補助金エイズ対策政策研究

事業「HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関

する疫学的・コホート的調査研究と情報の

普及啓発法の開発ならびに診療体制の整備

と均てん化に関する研究」班編 2019 

2. 田中瑞恵．後天性免疫不全症.小児科診療ガ

イドライン第 4 版（五十嵐隆編） 総合医

学社 東京 pp580－589，2019 

3. 田中瑞恵．小児の HIV 感染症.今日の小児治

療指針第 17版（水口雅編） 医学書院 東

京 in press 

論文 

1． 杉浦 敦、喜多恒和：特集周産期と医療安

全 感染予防．周産期医学 49：702-705，

2019 

2． 杉浦 敦：近年のＨＩＶ感染妊娠、特に母

子感染例におけるその臨床的・疫学的検討．

産科と婦人科「若手の最新研究紹介コーナ

ー」 86：371-373，2019 

3． 喜多恒和、吉野直人、杉浦 敦、田中瑞恵、

山田里佳、定月みゆき、桃原祥人：HIV 感

染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・

コホート的調査研究と情報の普及啓発法の

開発ならびに診療体制の整備と均てん化に

関する研究．平成 30年度厚生労働行政推進

調査事業費補助金エイズ対策政策研究事業

エイズ対策研究事業の企画と評価に関する

研究  総括研究報告書  福武勝幸編 

76-79，2019 

4． 山田里佳、白野倫徳、谷口晴記、喜多恒和：

特集母子感染症の必修知識―エキスパート

に学び予防につなげる HIV 母体管理―

分娩管理を含めて.小児内科、52：96-100，

2020 

5． 田中瑞恵：HIV 母体児への対応とフォロー

アップ．小児内科、52：101-104，2020 

発表 

＜シンポジウム＞ 

1. 杉浦 敦、市田宏司、山中彰一郎、竹田善

紀、中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高

野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、石橋理子、藤田 綾、高橋尚子、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、大津 洋、外川正生、喜多恒和：（日本

エイズ学会との Joint Symposium）HIV感染

予防の最近の話題－PrEP、U=U などの話題

とともに－最近の HIV母子感染の動向．日

本性感染症学会第 32回学術大会．京都、

2019.11 

2. 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

白野倫徳、出口雅士、中西 豊、鳥谷部邦

明、大里和広、千田時弘、杉野祐子、羽柴

知恵子、渡邉英恵、定月みゆき、田中瑞恵、

喜多恒和：（日本エイズ学会との Joint 

Symposium）HIV感染予防の最近の話題－

PrEP、U=U などの話題とともに－HIV 母子感

染予防マニュアルについて－挙児希望 HIV

感染者の感染予防の紹介－．日本性感染症

学会第 32回学術大会．京都、2019.11 

3. 喜多恒和：(市民公開講座）HIV母子感染の

現状．市民公開講座「感染症から母子を守

るために」．沖縄、2020.2 

＜一般演題＞ 

1. 田中瑞恵：HIV 母子感染の現状と今後の課

題.国際母子カンファレンス．東京、2019.1 

2. Sugiura A, Ichida H, Nakanishi M, Minoura 
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S, Matsuda H, Takano M, Momohara Y, 

Sakumoto K, Ohta H, Ishibashi S, Takeda 

Y, Kita T: Mother to child transmission 

of HIV in Japan during the antiretroviral 

therapy (ART) era. 第 71回日本産科婦人

科学会学術講演会．名古屋、2019.4 

3. 山田里佳、喜多恒和、谷口晴記、塚原優己、

井上孝実、千田時弘、大里和広、中西 豊、

定月みゆき、鳥谷部邦明、杉浦 敦、桃原

祥人、出口雅士：日本における HIV感染妊

娠に関する診療ガイドライン初版と HIV母

子感染予防対策マニュアル第 7版の改訂に

ついて．第 71回日本産科婦人科学会学術講

演会．名古屋、2019.4 

4. 大里和広、杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦

HIV スクリーニングと未受診妊婦の問題点

―妊婦 HIV スクリーニング検査率に関する

全国調査．第 71回日本産科婦人科学会学術

講演会．名古屋、2019.4 

5. 桃原祥人、吉野直人、伊藤由子、大里和広、

小山理恵、塚原優己、渡邉英恵、羽柴知恵

子、廣瀬紀子、佐野貴子、鈴木ひとみ、長

與由紀子、谷村憲司、森實真由美、木内 英、

喜多恒和：妊婦健診における HIV検査の公

費負担及び母子感染予防啓発に関する全国

自治体アンケート調査．第 36回日本産婦人

科感染症学会学術集会．宮崎、2019.5 

6. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、小山理恵、

高橋尚子、杉浦 敦、田中瑞恵、山田里佳、

谷口晴記、桃原祥人、定月みゆき、塚原優

己、喜多恒和：妊婦 HIVスクリーニング検

査率に関する全国調査における未受診妊婦

の HIVスクリーニングの状況．第 36回日本

産婦人科感染症学会学術集会．宮崎、2019.

5 

7. 杉浦 敦、山中彰一郎、竹田善紀、市田宏

司、中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高

野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、石橋理子、藤田綾、高橋尚子、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、外川正生、喜多恒和：HIV 母子感染の

国内分娩例に関する検討．第 36回日本産婦

人科感染症学会学術集会．宮崎、2019.5 

8. 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

白野倫徳、出口雅士、中西 豊、鳥谷部 邦

明、大里和広、千田時弘、杉野祐子、羽柴

知恵子、渡邉英恵、杉浦 敦、吉野直人、

定月みゆき、田中瑞恵、桃原祥人、喜多恒

和：「HIV 母子感染マニュアル第 8版」改訂

内容について．第 36回日本産婦人科感染症

学会学術集会．宮崎、2019.5 

9. 杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、高野政志、桃原祥人、佐久

本 薫、石橋理子、松田秀雄、吉野直人、

喜多恒和：HIV感染妊娠と早産に関する検

討．第 55 回日本周産期・新生児学会学術集

会．松本、2019.7 

10. 桃原祥人、吉野直人、大里和広、小山理恵、

塚原優己、谷村憲司、森實真由美、木内 英、

喜多恒和：HIV母子感染予防啓発に関する

全国自治体アンケート調査．第 55回日本周

産期・新生児学会学術集会．松本、2019.7 

11. 鳥谷部邦明、谷口晴記、吉野直人、杉浦 敦、

定月みゆき、桃原祥人、出口雅士、大里和

広、喜多恒和：日本における HIV感染妊娠

に関する診療ガイドライン初版と HIV母子

感染予防対策マニュアル第 7版の改訂．第

55回日本周産期・新生児学会学術集会．松

本、2019.7 

12. 大里和広、吉野直人、小山理恵、杉浦 敦、

喜多恒和：妊婦 HIV スクリーニング検査率

に関する全国調査における未受診妊婦の問

題．第 55 回日本周産期・新生児学会学術集

会．松本、2019.7 

13. 定月みゆき、中西美紗緒、蓮尾泰之、林 公

一、喜多恒和：HIV 感染妊娠の経腟分娩導

入に関してわが国が抱える診療体制の課題．

第 55 回日本周産期・新生児学会学術集会．
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松本、2019.7 

14. 喜多恒和、吉野直人、杉浦 敦、田中瑞恵、

山田里佳、定月みゆき、桃原祥人、大津 

洋：HIV感染者の妊娠・出産・予後に関す

る疫学的・コホート的調査研究と情報の普

及啓発法の開発ならびに診療体制の整備と

均てん化に関する研究．令和元年度エイズ

対策研究事業の企画と評価に関する研究 

厚生労働省エイズ対策政策研究事業 日本

医療研究開発機構エイズ対策実用化研究事

業合同研究成果発表会．東京、2019.8 

15. 伊藤由子、吉野直人、大里和広、小山理恵、

高橋尚子、喜多恒和：梅毒感染妊婦に関す

る全国調査．第 50回日本看護学会．長野、 

2019.9  

16. 桃原祥人、吉野直人、伊藤由子、大里和広、

小山理恵、高橋尚子、塚原優己、渡邉英恵、

羽柴知恵子、廣瀬紀子、佐野貴子、鈴木ひ

とみ、長與由紀子、津國瑞紀、浅野 真、

谷村憲司、森實真由美、木内 英、喜多恒

和：HIV母子感染予防啓発に関する全国自

治体アンケート調査と今後の啓発活動の考

察． 第 33 回日本エイズ学会学術集会．熊

本、2019.11 

17. 杉浦 敦、山中彰一郎、竹田善紀、市田宏

司、中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高

野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、藤田 綾、高橋尚子、大津 洋、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、外川正生、喜多恒和：本邦における HI

V感染妊娠の将来予測．第 33回日本エイズ

学会学術集会．熊本、2019.11 

18. 竹田善紀、杉浦 敦、山中彰一郎、市田宏

司、中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高

野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、石橋理子、藤田 綾、高橋尚子、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、外川正生、喜多恒和：HIV感染の判明

時期が妊娠後期・分娩後であった症例に関

する検討．第 33回日本エイズ学会学術集会．

熊本、2019.11 

19. 白野倫徳、山田里佳、谷口晴記、塚原優己、

井上孝実、出口雅士、中西 豊、鳥谷部邦

明、大里和広、千田時弘、杉野裕子、羽柴

知恵子、渡邉英恵、杉浦 敦、吉野直人、

定月みゆき、田中瑞恵、桃原祥人、喜多恒

和：HIV母子感染予防のｃART～「HIV母子

感染予防対策マニュアル（第 8版）」および

「HIV感染妊娠に関する診療ガイドライン

（初版）」より～．第 34回日本エイズ学会

学術集会．熊本、2019.11 

20. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、小山理恵、

高橋尚子、杉野 敦、田中瑞恵、山田里佳、

谷口晴記、桃原祥人、定月みゆき、塚原優

己、喜多恒和：未受信妊婦の HIVスクリー

ニングの現状--妊婦 HIVスクリーニング検

査率に関する全国調査より．第 33回日本エ

イズ学会学術集会．熊本、2019.11 

21. 吉野直人、伊藤由子、大里和広、小山理恵、

高橋尚子、杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、

山田里佳、桃原祥人、定月みゆき、外川正

生、喜多恒和：妊婦 HIVスクリーニング検

査陽性症例の診療対応 －産婦人科全国調

査－．第 33 回日本エイズ学会学術集会 熊

本、2019.11 

22. 吉野直人、田中瑞恵、伊藤由子、大里和広、

小山理恵、高橋尚子、杉浦 敦、谷口晴記、

山田里佳、桃原祥人、定月みゆき、外川正

生、喜多恒和：HIV 感染児の診療対応－小

児科全国調査－．第 33回日本エイズ学会学

術集会．熊本、2019.11 

23. 伊藤由子、吉野直人、杉浦 敦、大里和広、

小山理恵、高橋尚子、田中瑞恵、谷口晴記、

山田里佳、桃原祥人、定月みゆき、喜多恒

和：HIVおよび梅毒感染妊婦に関する全国

調査．第 33回日本エイズ学会学術集会．熊

本、2019.11 

24. 大津 洋、田中瑞恵、佐々木泰治、北島浩

二、杉浦 敦、吉野直人、喜多恒和：本邦

の HIV 感染妊娠の母子調査における患者報
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告データを併用したリアルワールド情報収

集に向けた取り組み．第 33回日本エイズ学

会学術集会．熊本、2019.11 

 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得  なし 

2.実用新案登録  なし 

3.その他  なし 
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令和元年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV 感染妊娠に関する研究の統括と成績の評価および妊婦の HIV 感染に関する 

認識度の実態調査」 

 

研究分担者：喜多恒和  奈良県総合医療センター 

周産期母子医療センター兼産婦人科、センター長兼統括部長 

研究協力者：宮木康成  医療法人緑風会三宅おおふくクリニック 院長 

            Medical Data Labo 代表 

      佐道俊幸  奈良県総合医療センター 産婦人科 部長 

多田和美  独協医科大学医学部・大学院 産婦人科学講座 講師 

      石橋理子  奈良県総合医療センター産婦人科 医長 

      吉野直人  岩手医科大学微生物学講座感染症学・免疫学分野 准教授 

      杉浦 敦  奈良県総合医療センター産婦人科 医長 

      田中瑞恵  国立国際医療研究センター小児科 医員 

      山田里佳  JA 愛知厚生連 海南病院産婦人科 外来部長 

      定月みゆき 国立国際医療研究センター産婦人科 産科医長 

      桃原祥人  東京都立大塚病院産婦人科 部長 

大津 洋  国立国際医療研究センター臨床研究センター 臨床疫学研究室長 

      外川正生  大阪市立総合医療センター小児総合診療科・小児救急科 部長 

戸谷良造  和合病院 副院長 

      塚原優己  国立成育医療研究センター周産期・母性診療センター産科 診療部長 

      和田裕一  宮城県産婦人科医会 理事 

研究補助員：榎本美喜子 奈良県総合医療センター産婦人科 

 

研究要旨： 

各分担研究の進捗状況を分担研究者間で相互評価し、各研究分担の研究計画を適時修正した。ホ

ームページの継続的運営によりマニュアル・ガイドラインや学会発表スライドの公開および社会的

情報の拡散を行い、医療従事者および国民の HIV 感染妊娠に関わる認識と知識の向上を図った。さ

らにホームページの更新内容が閲覧数の変動におよぼす影響について経時的に観察している。HIV

スクリーニング検査の偽陽性にかかわる妊婦の混乱を回避するために、医療機関に受診する妊娠初

期の妊婦を対象に、HIV スクリーニング検査に関する基礎知識とスクリーニング検査が陽性であっ

た場合の反応についてアンケート調査を行った。過去 3 年間のアンケート調査結果から、妊婦の知

識レベルは非常に低いことは判明しており、小冊子の配布などによる情報提供等、何らかの介入が

必要であろうことが推察されている。令和元年度では大学病院 1 か所、公的病院 2 か所、市中病院

1 か所、有床診療所 2 か所の妊婦 439 人を対象とし、アンケート調査を行った。しかし 81.1％の妊

婦が母子感染をする可能性があると知っているにもかかわらず、スクリーニング検査の意義や偽陽
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性について知識があるものは 6.6％にとどまった。さらにスクリーニング検査で偽陽性と告げられ

た際に、49.1％が非常に動揺すると回答し、本アンケートを行うことでHIV母子感染について 93.8％

があらたな知識を得たと回答したことから、HIV スクリーニング検査に関する妊婦の知識レベルは、

非常に低いと考えられた。これらの結果は平成 28 年度から 30 年度のアンケート調査結果とほぼ同

様で、介入の無い現状では経時的にも地域的にも差はなく、妊婦の知識レベルの向上は期待できな

い。本アンケート調査を継続的に実施することは、妊婦における HIV 感染妊娠に関する知識レベル

の指標となり得ると考えられ、またアンケート依頼文は副次的に妊娠女性への教育啓発としての意

義もあると考えられる。そして HIV 感染に関するリーフレットや小冊子などの配布という情報の普

及啓発法の開発により医療従事者や一般国民へ介入することが、国民全体の知識レベルの向上につ

ながることをアンケート調査の継続により検証できると考えられた。 

 

 

A.研究目的 

1．各分担研究の進捗状況を分担研究者間で相

互評価する。 

2．ホームページの継続的運営により研究成果

を公開する。 

3．HIV スクリーニング検査の偽陽性にかかわ

る妊婦の混乱を回避する適切な対策を提案す

る。 

 

B.研究方法 

1．研究分担者相互による研究計画評価会議や、

研究協力者も加えた研究班全体会議を適時行

い、各研究分担の進捗状況と成績を相互評価し、

年度ごとあるいは年度にまたがる研究計画の

修正を行った。 

2．ホームページの継続的運営により研究成果

や最新情報を公開することで、HIV 感染妊娠に

関わる国民の認識と知識の向上に寄与した。 

3．地域や医療レベルの異なる 6 か所の定点施

設の妊婦に対し、HIV 感染に関するアンケート

調査を毎年継続的に実施し、偽陽性に関する理

解度など妊婦の知識レベルの変化を把握し、教

育啓発活動に資することとした。妊婦アンケー

ト調査の対象施設は、①大学病院；獨協医科大

学病院（栃木県）、②公的病院；奈良県総合医

療センター（奈良県）・都立大塚病院（東京都）、

③市中病院；成増産院（東京都）、④有床診療

所；松田母子クリニック（埼玉県）・伊東レデ

ィースクリニック（大分県）の 6 施設とした。

すべて研究分担者あるいは研究協力者が所属

する施設とした。資料 1 にアンケート調査説明

文を、資料 2 にアンケート調査回答用紙を示す。 

（倫理面への配慮） 

当班の研究では HIV 感染に関わる産科医療

と小児医療および社会医学の中で行われるこ

とから、基本的に「倫理面への配慮」は欠くべ

からざるものである。細心の注意をもって対処

した。調査研究においては、平成 29 年 2 月改

正告示の文部科学省・厚生労働省「人を対象と

する医学系研究に関する倫理指針」を遵守しプ

ライバシーの保護に努めた。 

 

C.研究結果 

1．研究代表者、研究分担者およびアドバイザ

ーによる研究計画評価会議を年 2 回開催した。

令和元年度は、6 月 8 日（土、東京）と 11 月

10 日（日、京都）にて開催。研究班全体会議も

年 2 回開催した。令和元年度は 6 月 9 日（日、

東京）と 2020 年 1 月 26 日（日、東京）に開催

した。各研究分担の研究計画を修正した。マニ

ュアルは第 8 版として改訂し、2019 年 3 月に刊

行した。これを全国のエイズ治療拠点病院、保

健所、周産期母子医療センターなどに郵送し、

また日本産科婦人科学会や日本周産期・新生児

医学会などの全国学会学術集会にて配布した。

産科・小児科班による HIV 感染妊娠の発生に関
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する全国調査や報告症例のデータベースの管

理を IT 化し、データの共有化と解析の迅速化

を目指した。 

2．ホームページの運営では、「HIV 感染妊娠

に関する診療ガイドライン」初版、「HIV 母子

感染予防対策マニュアル」第 8 版、研究報告書

および各種学会発表スライドや社会的最新情

報なども掲載した。さらにホームページの閲覧

状況を毎月経時的に把握し、掲載内容の更新と

閲覧数の変動を解析することにより、ホームペ

ージの啓発効果を検討した（資料 3）。Q&A、

ガイドライン・マニュアル・リーフレット、

HOME のコーナーの順に閲覧数が多く、資料ダ

ウンロードや研究報告書のコーナーの閲覧数

は少なかった。 

3．妊娠初期の妊婦を対象とした HIV スクリー

ニング検査に関するアンケート調査の令和元

年度の結果は表 1 に、定点 6 か所のそれぞれの

3 年間の解析結果も表 2～表 7 に示した。獨協

医科大学、都立大塚病院、伊東レディースクリ

ニックでアンケート集積数が少なかった。原因

は、前 2 施設では産科外来における対象者への

アンケート実施漏れが、残り 1 施設では対象者

総数の不足であろうと推測された。439 例の調

査結果は、HIV が母子感染することを知ってい

たのは 81.1%であったものの、スクリーニング

検査を妊婦健診で行うことを知っていたのは

48.7%のみで、さらにスクリーニング検査が陽

性であっても、95%以上は偽陽性であることを

知っていたのは、たった 6.6%であることが判明

した。スクリーニング検査が陽性であった場合、

確認検査結果が出るまでの 1 週間は非常に動揺

すると回答したのが 49.1%におよび、今回のア

ンケート調査の説明文により知識が増えたと

回答したのが 93.8%もあった。また平成 28 年度

に奈良県総合医療センターで行ったパイロッ

ト調査（136 例）や、平成 29 年度から平成 30

年度に定点 6 施設で行った過去 2 年間の調査結

果と比較してもほぼ同様であり、経時的な差や

調査施設の地域差はほとんどみられなかった

（表 2~7）。大学病院や公的病院では 35 歳以上

の高齢出産の比率は高い傾向にあったが出産

回数に施設間の差はなかった。さらに、過去に

も同様のアンケート調査を受けた妊婦は 0.9%

のみで、ほとんどが初回回答であったことも確

認した。 

 

D.考察 

1．本研究班では、全国の産科・小児科を標榜

する多数の医療施設を対象とした疫学調査と

その解析を骨幹としている。さらに HIV 感染

女性を対象としたコホート調査やアンケート

調査も行い、医療者向け診療ガイドラインや母

子感染予防対策マニュアルの策定・改訂、さら

には HIV をはじめとする性感染症の情報を提

供するリーフレットや小冊子の刊行などの国

民への教育啓発法の開発も行っている。研究分

担班内での研究推進のみならず、研究計画評価

会議による研究分担者間での軌道修正は、各分

担研究課題の完遂と成果をより高めることに

有効であったと考える。 

2．本研究班の活動内容を適時公開することは、

国民への教育啓発に直結することから、各種の

情報掲載による HP の更新を頻回に行い、閲覧

者の最も多い入り口である Q&A コーナーの改

訂と内容追加、他の関連学会や団体の HP との

リンクなどが必要である。 

3．妊婦へのアンケート調査から、妊婦の HIV

感染に関する知識レベルは経時的にも地域的

にも非常に低いまま経過している。しかしこの

アンケート調査は、依頼文によりスクリーニン

グ検査及び偽陽性率の高さについて説明し、妊

婦各自が読んだうえでの設問・回答であること

から、副次的に妊娠女性への教育啓発としての

意義もあると考えられる。したがって定点調査

施設やその周囲の分娩取扱施設において、初診

時の妊娠初期にリーフレットを配布すること

で、妊婦の知識レベルの向上に寄与できるかど

うかを、令和 2 年度の本アンケート調査により

検証する予定である。 
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E.結論 

研究代表者、研究分担者およびアドバイザー

による複数回の研究計画評価会議により、研究

計画の修正と確実な研究遂行が可能となった。

しかしながら、妊婦においては HIV 感染妊娠に

関する知識レベルは低く、ホームページの充実

や若者向けのリーフレットや小冊子の発行な

らびに SNS やマスコミの活用など、より適切で

有効な教育啓発法の開発とそれらの効果の検

証が必要であると考えられた。 

 

G.研究業績 

著書 

1. 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

出口雅士、中西 豊、定月みゆき、大里和

広、白野倫徳、田中瑞恵、鳥谷部邦明、千

田時弘、杉野祐子、渡邉英恵、羽柴知恵子、

吉野直人、杉浦 敦、廣瀬紀子、前田尚子、

桃原祥人、喜多恒和：HIV 母子感染予防対

策マニュアル 第 8版．平成 30年度厚生労

働省科学研究費補助金エイズ対策政策研究

事業「HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関

する疫学的・コホート的調査研究と情報の

普及啓発法の開発ならびに診療体制の整備

と均てん化に関する研究」班編 2019 

2. 田中瑞恵：後天性免疫不全症.小児科診療ガ

イドライン第 4 版（五十嵐隆編） 総合医

学社 東京 pp580－589，2019 

3. 田中瑞恵：小児の HIV 感染症.今日の小児治

療指針第 17版（水口雅編） 医学書院 東

京 in press 

4. 外川正生： 小児、青少年期における抗 HIV

療法．抗 HIV 治療ガイドライン（鯉渕智彦、

白阪琢磨編）（2019 年 3月発行 7 月 27日

改訂），平成 30年度厚生労働行政推進調査

事業費補助金エイズ対策政策研究事業 抗

HIV 治療ガイドライン HIV 感染症及びその

合併症の課題を克服する研究班，

128-141,2019 

論文 

1． 杉浦 敦、喜多恒和：特集周産期と医療安

全 感染予防．周産期医学 49：702-705，

2019 

2． 杉浦 敦：近年のＨＩＶ感染妊娠、特に母

子感染例におけるその臨床的・疫学的検討．

産科と婦人科「若手の最新研究紹介コーナ

ー」 86：371-373，2019 

3． 喜多恒和、吉野直人、杉浦 敦、田中瑞恵、

山田里佳、定月みゆき、桃原祥人：HIV 感

染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・

コホート的調査研究と情報の普及啓発法の

開発ならびに診療体制の整備と均てん化に

関する研究．平成 30年度厚生労働行政推進

調査事業費補助金エイズ対策政策研究事業

エイズ対策研究事業の企画と評価に関する

研究  総括研究報告書  福武勝幸編 

76-79，2019 

4． 山田里佳、白野倫徳、谷口晴記、喜多恒和：

特集母子感染症の必修知識―エキスパート

に学び予防につなげる HIV 母体管理―

分娩管理を含めて.小児内科、52：96-100，

2020 

5． 田中瑞恵：HIV 母体児への対応とフォロー

アップ．小児内科、52：101-104，2020 

 

学会発表 

＜シンポジウム＞ 

1. 杉浦 敦、市田宏司、山中彰一郎、竹田善

紀、中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高

野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、石橋理子、藤田 綾、高橋尚子、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、大津 洋、外川正生、喜多恒和：（日本

エイズ学会との Joint Symposium）HIV感染

予防の最近の話題－PrEP、U=U などの話題

とともに－最近の HIV母子感染の動向．日

本性感染症学会第 32回学術大会．京都、

2019.11 

2. 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、
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白野倫徳、出口雅士、中西 豊、鳥谷部邦

明、大里和広、千田時弘、杉野祐子、羽柴

知恵子、渡邉英恵、定月みゆき、田中瑞恵、

喜多恒和：（日本エイズ学会との Joint 

Symposium）HIV感染予防の最近の話題－

PrEP、U=U などの話題とともに－HIV 母子感

染予防マニュアルについて－挙児希望 HIV

感染者の感染予防の紹介－．日本性感染症

学会第 32回学術大会．京都、2019.11 

3. 喜多恒和：(市民公開講座）HIV母子感染の

現状．市民公開講座「感染症から母子を守

るために」． 沖縄、2020.2 

4. 佐道俊幸：(市民公開講座）クラミジア・ヘ

ルペス・サイトメガロ・トキソプラズマ・

HTLV等の母子感染について．市民公開講座

「感染症から母子を守るために」． 沖

縄、2020.2 

＜一般演題＞ 

1. 田中瑞恵：HIV 母子感染の現状と今後の課

題.国際母子カンファレンス．東京、2019.1 

2. Sugiura A, Ichida H, Nakanishi M, Minoura 

S, Matsuda H, Takano M, Momohara Y, 

Sakumoto K, Ohta H, Ishibashi S, Takeda 

Y, Kita T: Mother to child transmission 

of HIV in Japan during the antiretroviral 

therapy (ART) era. 第 71回日本産科婦人

科学会学術講演会．名古屋、2019.4 

3. 山田里佳、喜多恒和、谷口晴記、塚原優己、

井上孝実、千田時弘、大里和広、中西 豊、

定月みゆき、鳥谷部邦明、杉浦 敦、桃原

祥人、出口雅士：日本における HIV感染妊

娠に関する診療ガイドライン初版と HIV母

子感染予防対策マニュアル第 7版の改訂に

ついて．第 71回日本産科婦人科学会学術講

演会．名古屋、2019.4 

4. 大里和広、杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦

HIV スクリーニングと未受診妊婦の問題点

―妊婦 HIV スクリーニング検査率に関する

全国調査．第 71回日本産科婦人科学会学術

講演会．名古屋、2019.4 

5. 桃原祥人、吉野直人、伊藤由子、大里和広、

小山理恵、塚原優己、渡邉英恵、羽柴知恵

子、廣瀬紀子、佐野貴子、鈴木ひとみ、長

與由紀子、谷村憲司、森實真由美、木内 英、

喜多恒和：妊婦健診における HIV検査の公

費負担及び母子感染予防啓発に関する全国

自治体アンケート調査．第 36回日本産婦人

科感染症学会学術集会．宮崎、2019.5 

6. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、小山理恵、

高橋尚子、杉浦 敦、田中瑞恵、山田里佳、

谷口晴記、桃原祥人、定月みゆき、塚原優

己、喜多恒和：妊婦 HIVスクリーニング検

査率に関する全国調査における未受診妊婦

の HIV スクリーニングの状況．第 36回日本

産婦人科感染症学会学術集会．宮崎、2019.

5 

7. 杉浦 敦、山中彰一郎、竹田善紀、市田宏

司、中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高

野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、石橋理子、藤田綾、高橋尚子、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、外川正生、喜多恒和：HIV 母子感染の

国内分娩例に関する検討．第 36回日本産婦

人科感染症学会学術集会．宮崎、2019.5 

8. 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

白野倫徳、出口雅士、中西 豊、鳥谷部 邦

明、大里和広、千田時弘、杉野祐子、羽柴

知恵子、渡邉英恵、杉浦 敦、吉野直人、

定月みゆき、田中瑞恵、桃原祥人、喜多恒

和：「HIV 母子感染マニュアル第 8版」改訂

内容について．第 36回日本産婦人科感染症

学会学術集会．宮崎、2019.5 

9. 杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、高野政志、桃原祥人、佐久

本 薫、石橋理子、松田秀雄、吉野直人、

喜多恒和：HIV感染妊娠と早産に関する検

討．第 55 回日本周産期・新生児学会学術集

会．松本、2019.7 
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10. 桃原祥人、吉野直人、大里和広、小山理恵、

塚原優己、谷村憲司、森實真由美、木内 英、

喜多恒和：HIV母子感染予防啓発に関する

全国自治体アンケート調査．第 55回日本周

産期・新生児学会学術集会．松本、2019.7 

11. 鳥谷部邦明、谷口晴記、吉野直人、杉浦 敦、

定月みゆき、桃原祥人、出口雅士、大里和

広、喜多恒和：日本における HIV感染妊娠

に関する診療ガイドライン初版と HIV母子

感染予防対策マニュアル第 7版の改訂．第

55回日本周産期・新生児学会学術集会．松

本、2019.7 

12. 大里和広、吉野直人、小山理恵、杉浦 敦、

喜多恒和：妊婦 HIVスクリーニング検査率

に関する全国調査における未受診妊婦の問

題．第 55回日本周産期・新生児学会学術集

会．松本、2019.7 

13. 定月みゆき、中西美紗緒、蓮尾泰之、林 公

一、喜多恒和：HIV 感染妊娠の経腟分娩導

入に関してわが国が抱える診療体制の課題．

第 55回日本周産期・新生児学会学術集会．

松本、2019.7 

14. 喜多恒和、吉野直人、杉浦 敦、田中瑞恵、

山田里佳、定月みゆき、桃原祥人、大津 

洋：HIV感染者の妊娠・出産・予後に関す

る疫学的・コホート的調査研究と情報の普

及啓発法の開発ならびに診療体制の整備と

均てん化に関する研究．令和元年度エイズ

対策研究事業の企画と評価に関する研究 

厚生労働省エイズ対策政策研究事業 日本

医療研究開発機構エイズ対策実用化研究事

業合同研究成果発表会．東京、2019.8 

15. 伊藤由子、吉野直人、大里和広、小山理恵、

高橋尚子、喜多恒和：梅毒感染妊婦に関す

る全国調査．第 50回日本看護学会．長野、

2019.9  

16. 桃原祥人、吉野直人、伊藤由子、大里和広、

小山理恵、高橋尚子、塚原優己、渡邉英恵、

羽柴知恵子、廣瀬紀子、佐野貴子、鈴木ひ

とみ、長與由紀子、津國瑞紀、浅野 真、

谷村憲司、森實真由美、木内 英、喜多恒

和：HIV母子感染予防啓発に関する全国自

治体アンケート調査と今後の啓発活動の考

察． 第 33回日本エイズ学会学術集会．熊

本、2019.11 

17. 杉浦 敦、山中彰一郎、竹田善紀、市田宏

司、中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高

野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、藤田 綾、高橋尚子、大津 洋、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、外川正生、喜多恒和：本邦における HI

V感染妊娠の将来予測．第 33回日本エイズ

学会学術集会．熊本、2019.11 

18. 竹田善紀、杉浦 敦、山中彰一郎、市田宏

司、中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高

野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、石橋理子、藤田 綾、高橋尚子、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、外川正生、喜多恒和：HIV 感染の判明

時期が妊娠後期・分娩後であった症例に関

する検討．第 33回日本エイズ学会学術集会．

熊本、2019.11 

19. 白野倫徳、山田里佳、谷口晴記、塚原優己、

井上孝実、出口雅士、中西 豊、鳥谷部邦

明、大里和広、千田時弘、杉野裕子、羽柴

知恵子、渡邉英恵、杉浦 敦、吉野直人、

定月みゆき、田中瑞恵、桃原祥人、喜多恒

和：HIV母子感染予防のｃART～「HIV母子

感染予防対策マニュアル（第 8版）」および

「HIV感染妊娠に関する診療ガイドライン

（初版）」より～．第 34回日本エイズ学会

学術集会．熊本、2019.11 

20. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、小山理恵、

高橋尚子、杉野 敦、田中瑞恵、山田里佳、

谷口晴記、桃原祥人、定月みゆき、塚原優

己、喜多恒和：未受信妊婦の HIVスクリー

ニングの現状--妊婦 HIVスクリーニング検

査率に関する全国調査より．第 33回日本エ

イズ学会学術集会．熊本、2019.11 

21. 吉野直人、伊藤由子、大里和広、小山理恵、
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高橋尚子、杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、

山田里佳、桃原祥人、定月みゆき、外川正

生、喜多恒和：妊婦 HIVスクリーニング検

査陽性症例の診療対応 －産婦人科全国調

査－．第 33 回日本エイズ学会学術集会 熊

本、2019.11 

22. 吉野直人、田中瑞恵、伊藤由子、大里和広、

小山理恵、高橋尚子、杉浦 敦、谷口晴記、

山田里佳、桃原祥人、定月みゆき、外川正

生、喜多恒和：HIV 感染児の診療対応－小

児科全国調査－．第 33回日本エイズ学会学

術集会．熊本、2019.11 

23. 伊藤由子、吉野直人、杉浦 敦、大里和広、

小山理恵、高橋尚子、田中瑞恵、谷口晴記、

山田里佳、桃原祥人、定月みゆき、喜多恒

和：HIVおよび梅毒感染妊婦に関する全国

調査．第 33回日本エイズ学会学術集会．熊

本、2019.11 

24. 大津 洋、田中瑞恵、佐々木泰治、北島浩

二、杉浦 敦、吉野直人、喜多恒和：本邦

の HIV 感染妊娠の母子調査における患者報

告データを併用したリアルワールド情報収

集に向けた取り組み．第 33 回日本エイズ学

会学術集会．熊本、2019.11 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得    なし 

2.実用新案登録  なし 

3.その他     なし 
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HIV（ヒト免疫不全ウイルス）スクリーニング検査に関するアンケート調査のお願い  

平成 30 年 12 月 5 日  第 1 版  

令和  1 年  8 月 16 日  第 2 版  

 

今回、令和元年度厚生労働科学研究費補助金エイズ対策研究事業（エイズ対策政策研究事業）「HIV 感染妊娠

に関する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立」班が行っている研究の一部とし

て、HIV 母子感染についての知識の確認および HIV スクリーニング検査の方法の妥当性について検討するこ

とを目的として、妊婦さんを対象としたアンケート調査を行うこととになりました。  

この説明文は臨床研究への参加をお願いするためのものです。この説明文をよくお読みいただくとともに、

担当医師の説明をよく聞かれ、この臨床研究に参加されるか否かをお決めください。参加されなくてもあな

たが不利益を被ることはありません。  

尚、この調査は当センターの倫理委員会で、その科学性・倫理性が審議され承認されたものであり、当セン

ター総長の許可を得ています。  

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝  

HIV とは、エイズ（後天性免疫不全症候群）の原因ウイルスです。我が国の HIV 感染者は増加傾向にあり、

日本での妊婦の HIV 罹患率は約 0.01％（1 万人に 1 人）といわれています。HIV の感染経路は、約 80％が

性行為であり、また女性の感染は若い人に多い傾向があります。  

母体が HIV 感染者であった場合、予防を行わなければ約 25~30％の赤ちゃんに HIV が感染しますが、妊娠

初期から適切な予防を行っていればほぼ 100％母子感染を防ぐことができます。そのため、日本のほぼすべ

ての病院では、妊娠初期検査の一環として HIV 感染を検出するためのスクリーニング検査を施行しています。

スクリーニング検査では、ウイルスに感染した時に、体が作り出す抗体があるかないかを調べています。ス

クリーニング検査が陰性であれば、感染はないとかんがえられます。スクリーニング検査が陽性であった場

合は、感染している可能性がありますが、偽陽性（本当は感染していないのにもかかわらず、陽性と出てし

まう）のことも多いため、本当に感染しているかどうかは追加の確認検査で詳しく調べる必要があります。

これまでの調査で、スクリーニング検査では 1 万人が検査した場合 31 人がスクリーニング陽性となること

が分かっています。しかし、そのうち本当に感染している“真の陽性者（確認検査で陽性）”は 1 人のみで、

30 人は実際には HIV に感染していないと報告されています。しかし、いったんスクリーニング検査で陽性と

（資料１） 
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説明された妊婦さんは、確認検査の結果が判明するまでの期間、精神的な不安・苦痛を受けることが想像さ

れます。このような混乱を回避する対策を提案することが課題となっており、HIV スクリーニング検査の意

義と、その結果の解釈について、妊婦さん自身の立場からのご意見をお聞かせいただきたいと考えておりま

す。この調査研究への参加に同意いただける場合、次ページのアンケートにお答えください。  

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝  

１  研究の方法  

(１) 対象者：妊娠初期妊婦（妊娠初期検査を行う方）  

(２) 検査の実際：アンケート方式  

(３) 各情報は連結不可能匿名化とされ、個人情報が漏洩することはなく、またデータから個人を特定するこ

とも不可能と考えます。  

(４) 調査を行い、情報を集中管理する施設：奈良県総合医療センター産婦人科   

〒630-8581 奈良県奈良市七条西町  二丁目 897-5    

Tel: 0742-46-6001 Fax: 0742-46-6011   

管理責任医師：奈良県総合医療センター産婦人科  医師  石橋理子  

(５) 調査施行にあたり、必要と考える倫理的配慮  

今回の調査は匿名のアンケート調査であり、調査施行については人を対象とする医学系研究に関する倫理指

針に則り被験者に同意書による同意を得る必要はないと考えています。ご不明な点があれば、研究代表者ま

でご連絡下さい。  

２  研究観察期間：4 か月  ＊解析期間を含めて 6 か月  

３  研究に参加することにより予想される利益と起こるかもしれない不利益  

(1)予想される利益  

アンケート調査をおこなうことでウイルス学的スクリーニング検査の標準が我が国の社会的現状に即して

いるかの判定を行い、また妊婦だけでなく医療従事者及び国民の知識向上につながれば、HIV 感染に対する

認識と知識が高まり、HIV 感染妊娠の減少や HIV 母子感染の防止に多大な効果をもたらすことが期待できま

す。調査で明らかになった問題点についても対策を講じることが可能になると期待されます。  

(2)起こるかもしれない不利益  

本研究に参加することで、身体的な不利益はありません。  

４  研究に関する情報は、随時ご連絡します  

５  以下の事項に該当する場合は研究を中止させていただく場合があります。  

研究全体が中止された場合やその他の理由により、医師が研究を中止することが適当と判断した場合には研

究を中止させていただきます。  

６  研究結果が公表される場合でも、患者さんが特定されることはありません。  

患者さんに関わる情報は連結不可能匿名化としますので、研究結果の公表の段階も個人情報が公表されるこ

とはありません。  
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７試料等の保存、利用、廃棄の方法について  

各研究協力施設内でアンケート用紙を集積し、研究者で回収します。研究者はデータ回収後 1 か月以内にデ

ータクリーニングを行い、データ固定致します。研究等の実施に係わる必須文書（申請書類の控え、総長な

どからの通知文書、各種報告書の控、その他必要な書類または記録など）は、保管責任者である石橋理子（奈

良県総合医療センター産婦人科）が奈良県総合医療センター産婦人科に保存し、調査期間終了後にシュレッ

ダー処理にて廃棄します。  

８  患者さんの費用負担について  

本研究は、エイズ対策研究事業「HIV 感染妊娠に対する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに診

療体制の確立」によって行われます。また、アンケート調査であるため、研究に参加することでの診療に伴

う費用負担が増えることはありません。  

９  担当医師の連絡先  

この研究について疑問や質問がありましたら、遠慮なくお問い合わせ下さい。  

奈良県総合医療センター  

担当医師  ：  産婦人科   名前  石橋  理子   

連絡先  ：  〒630-8581 奈良県奈良市七条西町二丁目 897-5 

           TEL：0742-46-6001（代）  
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HIV スクリーニング検査にかかわるアンケート 

以下の質問にお答えいただき、該当するものに○をお書きください。 

 

① HIV が母子感染（妊娠中に母体から赤ちゃんに感染）するということを知っていました

か。 

 

１．はい  

２．いいえ 

 

 

② HIV のスクリーニング検査を妊婦健診で行うことを知っていましたか。 

 

１．はい  

２．いいえ 

 

 

③ HIV スクリーニング検査で陽性の結果でも、95％以上は偽陽性（詳しく調べると実際は

感染していない：1 万人のうち 31 人がスクリーニング検査で陽性となりますが、そのうち

30 人は確認検査の結果は陰性） であることを知っていましたか。 

 

１．はい  

２．いいえ 

 

 

④ HIV スクリーニング検査で陽性と出た場合、確認検査の結果が出るまでに 1 週間ほどか

かります。その期間についてどのように想像しますか。 

 

１．非常に動揺する 

２．動揺はするが、偽陽性率が高いことを知っていれば検査の結果が出るまで 

落ち着いて待てる 

３．あまり気にならない 

 

 

（資料２） 
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2018 年 12 月 5 日版 

 

 

 

⑤ このアンケートにお答えいただいた方の年齢をおしえてください。 

 

１． ２０歳未満 

２．２０歳～２４歳 

３．２５歳～２９歳 

４．３０歳～３４歳 

５．３５歳～３９歳 

６．４０歳以上 

 

 

⑥ このアンケートにお答えいただいた方の出産回数をおしえてください。 

 

１．０回 

２．1 回 

３．２回以上 

 

 

⑦ このアンケートで、HIV 感染についての知識は増えましたか。 

 

１． 増えた  

２． 増えなかった  

３．以前にもこのアンケートを受けたことがある 

 

 

 ご協力ありがとうございました 
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令和元年度厚生労働科学研究費補助金	 エイズ対策政策研究事業 
「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 
分担研究報告書 

 
研究分担課題名：HIV感染妊婦とその出生児の発生動向および妊婦 HIVスクリーニング検査等に 
	 	 	 	 	 	 	 	 関する全国調査 
 
研究分担者：吉野	 直人	 	 	 岩手医科大学医学部微生物学講座 感染症学免疫学分野・准教授 
研究協力者：岩動	 ちず子	 	 岩手医科大学医学部産婦人科学講座・助教 
	 	 	 	 	 	 伊藤	 由子	 	 	 国立病院機構三重中央医療センター 医療安全管理室・係長 
	 	 	 	 	 	 大里	 和広	 	 	 市立四日市病院産婦人科・周産期母子センター長 
	 	 	 	 	 	 小山	 理恵	 	 	 岩手医科大学医学部産婦人科学講座・准教授 
 
研究要旨： 
本分担研究班では全国の産婦人科 1,141 病院、小児科 2,296 病院に対し、妊婦における HIV ス

クリーニング検査実施率の現状、HIV感染妊婦とその出生児の動向を把握するため調査を行った。 
現在、日本での HIV母子感染は、適切な予防対策でその感染率を 1％未満に低下させることが可

能になっている。しかし、感染予防対策は妊婦が HIV に感染していることが確認されて初めて施
行される。そこで、妊婦における HIV スクリーニング検査実施率の現状を調査した。病院での妊
婦 HIVスクリーニング検査実施率は 100％（99.996％）であり、2018年調査（99.7％）より 0.3％、
病院調査を開始した 1999年（73.2％）と比較すると 26.8％の上昇が認められた。地域別では、全
例で検査が実施されていたのは 42都道府県であった。 

HIV感染妊婦の動向は、産婦人科病院で 2018年 10月以降に診療した HIV感染妊婦報告数はの
．

べ
．

42例（2018年：のべ
．．

44例）、小児科病院で 2018年 9月から 2019年 8月に HIV感染女性より
出生した児報告数はのべ

．．
26例（2018年：のべ

．．
21例）であった。 

HIV母子感染の現状は、散発的であるが 2012年から 2017年までの 6年間に HIV母子感染が 4
例報告されている。これらの症例の中には、妊娠初期に HIV スクリーニング検査の陰性結果を確
認した女性から母子感染したと思われる感染児が見られたことから、HIV母子感染予防のための妊
娠中期・後期の再検査についての調査を行った。再検査を実施していた施設は 26 病院（2.9％）、
回答のあったほとんどの施設で再検査は行われていなかった。 

HIV 検査実施率に加えて妊婦に対する他の感染症検査実施率を調査したところ、クラミジア
99.5％、C 型肝炎ウイルス（HCV）99.8％、ヒト T 細胞白血病ウイルス 1 型（HTLV-1）99.4％、
B群溶血性連鎖球菌（GBS）99.7％、トキソプラズマ 46.6％、サイトメガロウイルス（CMV）12.2％
であった。 
検査によって HIV 感染が明らかになった場合、適切な予防対策でほとんど母子感染が予防でき

ることが明らかになっており、「母子感染ゼロ」に向け今後とも調査・啓発活動を継続していく必

要がある。 
 
A.研究目的 これまでの研究により、HIV感染妊婦への抗
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ウイルス薬の投与、選択的帝王切開分娩、児へ

の人工栄養を行うことで、母子感染率を 1％未
満に低下させることが可能であることを明ら

かにしてきた。しかしながら、大前提として妊

婦が HIV に感染しているか否かが明らかにな
らなければこれらの医療介入を行うことはで

きない。そのため、HIV感染妊婦およびその出
生児の動向と全国の産科施設における妊婦

HIVスクリーニング検査実施率を調査し、検査
実施率上昇のための啓発活動を行うことは母

子感染予防の第一歩となる。また、近年の HIV
母子感染の現状は 2012 年から 2017 年まで 6
年間に HIV 母子感染が 4 例報告されており、
これらの症例の中には妊娠初期での検査は陰

性であったが、妊娠初期検査後に母体が HIV
感染し児への母子感染に至った例もあった。

HIV 母子感染を取り巻く状況は変化してきて
おり、母子感染防止のための対策、啓発も新た

な方法を開発する必要があると考える。 
HIV 感染妊婦数の実態把握は日本国内で唯

一の疫学研究であり、本研究は HIV 感染妊婦
とその出生児の全国規模での発生動向の調査

および妊婦 HIV 検査実施率の把握を目的とし
た。 
 
B.研究方法 
B-1．全国産婦人科病院調査 
全国の産科または産婦人科を標榜するすべ

ての病院 1,141施設に対し一次調査用紙を送付
し、返信はがきにより回答を得た。質問項目は

以下のとおりである。 
質問１． 2018 年 10 月以降に貴施設を受診さ

れた HIV感染妊婦数 
質問２．前述の質問 1以前に受診し本調査に未

報告または報告したか不明の HIV 感
染妊婦数 

質問３．貴施設での妊婦健診（母子手帳を持参

の診察）の実施の有無 
質問４．貴施設での 2018年 1月から 12月まで

の分娩件数 

質問５．貴施設での妊婦に対する HIV スクリ
ーニング検査の実施率 

質問６．妊娠初期に HIV 検査を行い、陰性の
結果を確認した妊婦について 

質問６−１．妊娠中期〜後期健診における HIV
再検査の年間件数（帝王切開等の術前

検査を除く母子感染予防のため二回目

の HIV検査） 
質問６−２．前述の質問 6−1 でありの場合、再

検査を行った対象妊婦 
質問 7．貴施設での妊婦に対する感染症検査の

実施率 
（1）クラミジア 	 	 	 	 	  
（2）HCV（C型肝炎ウイルス）  
（3）HTLV-1（ヒト T細胞白血病ウイルス 1
型） 
（4）GBS（B群溶血性連鎖球菌） 
（5）トキソプラズマ 
（6）CMV（サイトメガロウイルス） 
以上の質問に対して有効回答の解析を行った。 
 
B-2．全国小児科病院調査 
全国の小児科を標榜するすべての病院 2,296

施設に対し一次調査用紙を送付し、返信はがき

により回答を得た。質問項目は以下のとおりで

ある。 
質問 1．2018 年 9 月 1 日から 2019 年 8 月 31

日までに HIV 感染女性から出生した
症例 

質問 2．2018年 8月 31日以前に HIV感染女性
から出生した症例で、過去の調査に報

告していない、もしくは報告したかど

うか不明の症例 
以上の質問に対して有効回答の解析を行った。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は岩手医科大学医学部倫理委員会に

おいて承認された研究である（番号：

MH2018-061、承認年月日：平成 30 年 7 月 5
日）。 
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C.研究結果 
C-1．産婦人科病院一次調査 
産婦人科病院調査は 2019年 10月 1日に岩手

医科大学から全国に発送した。2020年 2月 20
日現在で送付施設数は 1,141件であり回収数は
949 件、産婦人科廃止等による無効回答は 23
件であり有効送付数 1,118件、回答数は 926件、
有効回答率は 82.8％（2018年 74.5％）であっ
た。都道府県別有効回答率は 100％（徳島県、
熊本県）〜50.0％（秋田県）であった（表 1）。 

2019年病院一次調査での HIV感染妊婦報告
数は、2018 年 10 月 1 日から 2019 年 9 月 30
日の間に受診したHIV感染妊婦が全国 25病院
のべ
．．

40例（2018年調査 23病院のべ
．．

44例、比：
4例減）であった。2018年 9月以前の本調査に
未報告であった HIV感染妊婦はのべ

．．
18例（13

病院）が 2019 年調査に報告された。これら症
例に対し杉浦班で産婦人科二次調査が行われ

た。 
 
C-2．小児科一次調査 
小児科病院調査は 2019年 9月 2日に岩手医

科大学から全国に発送した。2020年 2月 20日
現在で送付施設数は 2,296 件であり回収数は
1,548 件、小児科廃止等による無効回答は 20
件であり有効送付数 2,276 件であった。また、
回答数は 1,528件、有効回答率は 67.1％（2018
年 54.6％）であった。都道府県別回答率は 100％
（鳥取県）〜48.4％（岩手県）であった（表 2）。 

2019年小児科一次調査での 2018年 9月 1日
から 2019年 8月 31日までに HIV感染女性よ
り出生した小児は、全国の 17病院でのべ

．．
26例

（2018年調査 10施設のべ
．．

21例、比：5例増）
であった。2018 年 9 月以前の本調査に未報告
であった HIV 感染女性より出生した小児がの

．

べ
．

8例（6病院）が 2019年調査に報告された。
これらの症例に対し田中班で小児科二次調査

が行われた。 
 

C-3．妊婦 HIVスクリーニング検査の実施率調
査 
妊婦 HIVスクリーニング検査実施率は、「各

施設での分娩件数」×「各施設での HIV スク
リーニング検査実施率」＝「各施設での検査件

数」、「総検査件数」÷「総分娩件数」×100＝
「検査実施率(％)」とした。 
産婦人科病院調査における検査実施率は全

国で 100％（99.996％）（2018年調査 99.70％）
であった。全例（100％）に検査を行っていた
地域は北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田

県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、埼玉県、

千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、

長野県、富山県、石川県、福井県、岐阜県、静

岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、兵庫

県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山

県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、

高知県、福岡県、佐賀県、宮崎県、鹿児島県、

沖縄県の 42 都道府県となった。最も検査実施
率の低かった地域は、大分県の 99.84％であっ
た（表 3）。1999 年調査から 2019 年調査まで
の病院での都道府県別 HIV スクリーニング検
査実施率の推移を図 1に示す。 
妊婦健診は行うが分娩は取り扱わない病院

があることから、本調査では妊婦健診を行って

いるかどうかを質問し、妊婦健診は行っている

が分娩を取り扱わない病院を特定した。2019
年調査では、妊婦健診は行っているが分娩を取

り扱わない病院での HIV スクリーニング検査
は全例に実施されていた（2018年調査 100％）。
一方、分娩を取り扱う病院での HIV スクリー
ニング検査を全例には実施していない病院は

0.6％（2018年 0.8％、比：0.2％減）、全例に実
施している病院の割合は 99.4％（2018 年
99.2％、比：0.2％増）であった（表 4）。HIV
スクリーニング検査を全例には実施していな

い病院で分娩を取り扱っているのは 5 病院
（2018 年 6 病院）あり、検査実施率はいずれ
も 99％以上であった。 
エイズ拠点病院・拠点以外の病院区分による
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HIVスクリーニング検査実施率は、エイズ拠点
病院で 100％（99.998％）（2018 年 100％
（99.998％））、エイズ拠点以外の病院でも
100％（99.994％）（2018年 99.56％）であり、
エイズ拠点病院・拠点以外の病院間の大きな差

はなかった（表 5）。回答のあったエイズ拠点病
院で、分娩を取り扱っている 257 病院のうち
HIV スクリーニング検査を全例には実施して
いないのは 1 病院（0.4％）であった。エイズ
拠点以外の病院では、分娩を取り扱っている

593 病院のうち HIV スクリーニング検査を全
例には実施していないのは 4 病院（0.7％）で
あった（表 6）。 
近年の調査で、妊娠初期に HIV スクリーニ

ング検査を受け、陰性結果を確認した妊婦（も

しくは母親）からの母子感染と思われる HIV
感染児が数例見られたことから、母子感染予防

のために妊娠中期から後期に再度 HIV 検査を
行うことついて調査を実施した。907病院から
回答があり、そのうち再検査を行っていたのは

26病院（2.9％）（2014年調査 0.3％）であった。
再検査を行なっている病院のある地域は 15 都
府県あり、東京都（5病院）、埼玉県（3病院）、
群馬県、千葉県、山梨県、京都府、広島県（各

2 病院）などであった。一方、北海道・東北ブ
ロックでは再検査を行なっている病院は全く

なかった（図 2）。また、各都府県で再検査を行
なっている病院の割合は山梨県（40.0％）、群
馬県（14.3％）、宮崎県（11.1％）、徳島県（10.0％）、
埼玉県（9.4％）、愛媛県（9.1％）であった（図
3）。再検査を行った対象妊婦は、「妊娠初期 HIV
検査以降に他の性感染症検査で陽性」3 病院、
「その他」21 病院であった（表 7）。「その他」
と回答した施設のうち、全分娩例に再度検査を

行っていると回答したのは 12 病院であった。
ほかに検査対象として、「スクリーニング検査

が陽性・偽陽性であったため」4病院、「帰省分
娩は当院で再検査を行う」3病院などであった。 

2019 年調査では、HIV 以外で母子感染をす
る感染症として、クラミジア、HCV、HTLV-1、

GBS、トキソプラズマ、CMV の検査実施率を
あわせて調査した。それぞれの検査実施率は、

HIV：100％、クラミジア：99.5％（2013 年
97.0％）。HCV：99.8％（2013 年 98.3％）、
HTLV-1：99.4％（2013年 98.5％）、GBS：99.7％、
トキソプラズマ：46.6％、CMV：12.2％であり、
妊婦に対する感染症検査で調査を行った中で

は HIV が最も検査率が高かった（表 8）。これ
らの検査実施率の年次推移では 2000 年代に
HIV とクラミジアの検査実施率が急激に上昇
していた（図 4）。 
各感染症の検査実施率を都道府県別に解析

すると、クラミジアは 32 府県で全例に検査が
行われており、最も検査率が低かったのは秋田

県で 94.8％であった。HCVは 39都道府県で全
例に検査が行われており、最も検査率が低かっ

たのは石川県で 94.1％であった。HTLV-1 は
37府県で全例に検査が行われており、最も検査
率が低かったのは群馬県で 93.7％であった。
GBS は 25 道県で全例に検査が行われており、
最も検査率が低かったのは岐阜県で 95.8％で
あった。トキソプラズマは鹿児島県でのみ全例

に検査が行われており、最も検査率が低かった

のは秋田県で 0.8％であった。CMVは全例に検
査が行われている地域はなく、最も検査率が高

かったのは三重県で 61.4％、低かったのは青森
県で 0.2％であった（図 5）。 
これまでの妊婦 HIV スクリーニング検査実

施率の全国調査では、検査率と自治体による公

費負担に関連がみられた。そこで、GBS、トキ
ソプラズマ、CMV の検査実施率と自治体の公
費負担との関連を解析した。公費負担に関して

は、2018 年度に本分担研究班が行なった全国
自治体調査で得られたデータを用いた（表 9）。
なお、妊婦健診の公費負担が補助券方式となっ

ている神奈川県と奈良県を除いた 45 都道府県
での解析とした。検査実施率の高かった GBS
では、各都道府県での公費負担を行なっている

自治体の割合と検査実施率との間に相関関係

は見られなかった（r = -0.07761、p = 0.6123）
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（図 6）。検査実施率が約半数のトキソプラズマ
で、公費負担を行なっている自治体が全くない

25都府県を除いて解析したところ、各道府県で
の公費負担を行なっている自治体の割合と検

査実施率との間に有意な相関関係は見られな

かった（r = 0.4367、p = 0.0542）。しかし、公
費負担を行なっている自治体の割合が「90％以
上」「90％未満（0％を除く）」「0％（公費負担
を行なっている自治体なし）」の 3 群間で比較
すると、「90％以上」行なっている道県でのト
キソプラズマの検査実施率は他の 2群と比較し
て有意に高かった。一方、「90％未満（0％を除
く）」と「0％（公費負担を行なっている自治体
なし）」との間に有意差はなかった（one-way 
ANOVA p < 0.005）（図 7）。検査実施率が低か
った CMVで、公費負担を行なっている自治体
が全くない 37都府県を除いて解析したところ、
各道県での公費負担を行なっている自治体の

割合と検査実施率との間に有意な相関関係は

見られなかった（r = -0.3775、p = 0.3566）。都
道府県別での公費負担を行なっている自治体

の有無（2 群間）と検査実施率の解析でも有意
な差は認められなかった（Student’s t-test p = 
0.6429）（図 8）。 
 
D.考察 

2019年の産婦人科病院一次調査、小児科病院
一次調査の回答率はそれぞれ 82.8％、67.1％で
あり、産婦人科病院調査では 8年連続で 70％を
超え、小児科病院調査でも 8年連続で 50％を上
回った。しかし、データの精度を上げるために

今後も回答率を上昇させる工夫が必要である。 
1999 年〜2019 年の日本地図を比較しても分
かるように、全国的に HIV スクリーニング検
査実施率の上昇が認められ、2009 年調査以降
は地域差が見られず地域間での差は無くなっ

たと言える。過去の研究班では 2001 年より
2010 年までエイズ予防財団主催による研究成
果等普及啓発事業研究成果発表会を毎年全国 3
都市で行ってきたが、開催地のある都道府県の

翌年の検査実施率上昇や、研修会の際のアンケ

ート調査により啓発活動に有効性があると判

断されている。2018 年調査では全国での HIV
スクリーニング検査実施率が 2017 年に比べて
0.28％減少した。この減少の原因となるのが福
岡県と長崎県における HIV スクリーニング検
査実施率の急激な低下にある。福岡県では

10.2％（99.9％→89.7％）、長崎県では 6.5％
（100％→93.5％）の減少であった（2017年→
2018 年）。この両県の 2019 年調査では、福岡
県 100％、長崎県 99.9％に回復していた。2018
年調査での一時的な検査実施率の低下の原因

は本調査では不明である。 
全国調査では、妊婦健診を行なっている施設

での分娩取り扱いの有無による HIV スクリー
ニング検査実施率の解析を行なっている。統計

を開始した 2007 年では、分娩を取り扱わない
病院で HIV スクリーニング検査を全例には実
施していない病院が 23.4％、分娩を取り扱う病
院でも 17.5％存在した。一方で、HIVスクリー
ニング検査を全例に実施している病院は、分娩

を取り扱わない病院で 76.7％、分娩を取り扱う
病院で 82.5％であった。全例に HIV スクリー
ニング検査を実施している病院は年々増加し、

2009 年には分娩を取り扱う病院で 90％を超え、
2010 年には分娩を取り扱わない病院でも 90％
を超えた。以前は、分娩を取り扱わない病院で

まったく HIV スクリーニング検査を実施して
いない病院の割合は、分娩を取り扱う病院に比

べて高かったが、2016年と 2017年には分娩の
取り扱いに関係なく、HIVスクリーニング検査
を全例には実施していない病院は報告されな

かった。2018 年では分娩を行なっている 2 病
院で HIV スクリーニング検査を全例には実施
していなかった。2019 年では分娩を行なって
いる 2 病院で HIV スクリーニング検査を全例
には実施しておらず、そのうち 1病院はエイズ
拠点病院だった。妊娠初期での HIV スクリー
ニング検査の未実施は、HIV感染が判明した妊
婦の母子感染防止のための投薬や血中ウイル
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ス量、CD4数のモニタリングの機会を遅らせる
ことにもなりかねない。感染妊婦へ適切な医療

行為を行えるために、分娩の取扱いに関係なく

全例に HIV スクリーニング検査を行うことが
望まれる。 
妊婦が訪れる病院は、当然のことながらエイ

ズ拠点病院のみではない。すなわち、エイズ拠

点病院であろうとエイズ拠点病院以外の施設

であろうと、妊婦に対する HIV検査の必要性、
重要性は変わらない。1999年から 2004年まで
の調査では、エイズ拠点病院とエイズ拠点以外

の病院でのスクリーニング検査実施率の差は 6
〜9％程度あったが、2009年調査以降これらの
病院間での実施率の差は解消された。エイズ拠

点病院以外の施設でも広く HIV スクリーニン
グ検査が行われるようになったことが明らか

になった。 
妊婦HIVスクリーニング検査は公費負担との
関連もあり実施率は年々上昇し近年では 99％
以上を維持しているが、過去の調査では公費負

担の廃止とともに検査率が減少した経緯あっ

た。急激に HIV スクリーニング検査実施率が
低下した青森県は、1999 年調査では検査実施
率が 87.8％であったが、妊婦 HIV スクリーニ
ング検査の公費負担が廃止され検査実施率が

減少傾向にあった。2002 年調査では 41.1％ま
で検査実施率が低下したが、全国的な妊婦 HIV
スクリーニング検査実施率の向上気運に伴い

検査実施率は次第に回復していき、本研究班が

啓発活動を行った翌年である 2008 年調査では
1999 年の水準に並ぶ 85.4％まで回復した。青
森県内の市町村では 2009年〜2011年に公費負
担を開始した自治体が多くあった。2009 年は
産婦人科病院調査における検査実施率が 100％
となり、その後も 2018 年調査まで病院での全
例検査が維持されていた。 
近年の HIV 母子感染の現状は 2012 年から

2017年まで 5年間に HIV母子感染が 4例報告
されており、これらの症例の中には妊娠初期で

の検査は陰性であったが、その後に HIV 感染

し児への母子感染に至った例もあった。HIV母
子感染の完全な防止のためには妊娠初期の

HIV スクリーニング検査を全例に行なったと
しても、このような症例には対応できない。そ

のため、母子感染予防のために妊娠中期から後

期に再度 HIV 検査を行うことついても検討す
る必要がある。そこで、妊娠中期から後期にお

ける再検査の現状を調査した。2014 年に行な
った全国調査では、妊娠後期に再度 HIV スク
リーニング検査を行っている施設は全国で

0.3％程度であった。2019 年調査では妊娠中期
から後期に再検査を行なっている病院の割合

は上昇したが、それでも 2.9％（907病院中 26
病院）であった。これまでの全国調査では、妊

娠初期の HIV 検査で陰性となり妊娠後期の再
検査で陽性が確認された症例は報告されてい

ない。また、全妊婦に妊娠中期から後期での再

検査を実施することは費用対効果の観点から

現実的ではない。そのため、再検査の対象を限

定する必要がある。米国ガイドライン

（Recommendations for Use of Antiretroviral 
Drugs in Pregnant HIV-1-Infected Women 
for Maternal Health and Interventions to 
Reduce Perinatal HIV Transmission in the 
United States）では、 
• 15-45 歳女性の HIV または AIDS の発生率
が上昇している地域の妊婦 

• 妊婦 HIV スクリーニング検査で 1,000 人当
たり少なくとも 1人の HIV 感染妊婦が判明
した施設で妊娠管理が行われている妊婦 

• HIV 感染リスクが高い妊婦（例：麻薬静注
を行っている妊婦またはパートナー、金品も

しくは麻薬と引き換えに性行為を行う女性、

HIV 感染したパートナーのいる妊婦、複数
または妊娠後に新たなパートナーと性行為

を行った妊婦） 
• HIV 感染の急性期の徴候または症状を呈し
た妊婦 

となっている。 
日本国内の現状として、HIV 感染女性および
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妊婦の陽性例の極めて高い地域及び施設は存

在しないことから、これらの条件は除外できる。

未受診妊婦（いわゆる飛び込み分娩）は HIV
母子感染のハイリスクであると推定されるこ

とから、本分担研究班ではこれまでに全国調査

を行い HIV 母子感染症例と未受診妊婦に関連
があるか検討した。年次により未受診妊婦数の

変動があるため、2016 年より続けて調査を行
った。調査の結果、2015 年分娩例では全国の
病院で妊婦の 0.26％、2016 年と 2017 年では
0.24％が未受診妊婦であることが明らかにな
った。さらに、未受診妊婦に対して全例に検査

を行っている施設は 95％にのぼることが示さ
れた。病院での未受診妊婦の頻度の高い福岡県

（0.57％）、宮城県（0.51％）、栃木県（0.50％）
の地域で HIV 母子感染症例が多発しているわ
けではないことから、近年散発している HIV
母子感染例では妊婦健診の未受診が要因のす

べてになりうるとは考えられない。しかし、過

去の HIV 感染妊婦症例を詳細に検討すると、
経腟分娩症例 68 例中飛び込み分娩は 18 例
（26.5％）存在していた。さらに、この飛び込
み分娩症例のうち 6例（33.3％）で母子感染が
報告された。今後の母子感染予防対策において

「未受診」を感染リスクから排除すべきではな

いと考えられた。米国ガイドライン、これまで

の全国調査結果および HIVの性質を鑑み、 
• 妊娠中に性風俗産業に従事・利用、複数のパ

ートナーとの性行為 
• 薬物使用（麻薬等の静注）、妊娠中に入れ墨

の施術 
• 妊娠初期 HIV 検査以降に他の性感染症検査
で陽性 

• 妊娠中に HIV 感染初期症状（発熱、頭痛、
倦怠感などのインフルエンザ様症状） 

• 未受診妊婦（いわゆる飛び込み分娩） 
以上の条件が、妊娠中期から後期に再度 HIV
検査の対象と考えられる。 

HIV スクリーニング検査実施率を他の妊婦感
染症検査と比較するために、クラミジア、HCV、

HTLV-1、GBS、トキソプラズマ、CMV の各
検査率を調査した。他の妊婦感染症検査に関す

る調査は、過去に 2003 年、2008 年、2013 年
に行っている。2003年と 2008年の調査はクラ
ミジアと HCV、2013 年の調査はクラミジア、
HCV、HTLV-1、2019年の調査はクラミジア、
HCV、HTLV-1、GBS、トキソプラズマ、CMV
を対象とした。前回調査（2013 年）でのそれ
ぞれの検査実施率は HIV：99.7％、クラミジ
ア：97.0％、HCV：98.3％、HTLV-1：98.5％
であり、妊婦に対する感染症検査で調査を行っ

た 4 項目の中では HIV が最も検査率が高かっ
た。2003 年と 2008 年の調査と比較すると、5
年間の検査率の変化は HIV で 10.0％、クラミ
ジアで 22.1％、HCVで 1.2％上昇していた。同
様に 2013 年と 2019 年の調査結果を比較する
と、HIV で 0.3％、クラミジアで 2.5％、HCV
で 1.5％、HTLV-1で 0.9％上昇していた。今回
初めて調査を行なった GBS、トキソプラズマ、
CMV の妊婦検査実施率はそれぞれ 99.7％、
46.6％、12.2％であった。トキソプラズマと
CMV の妊婦検査実施率は低くまた地域差も見
られた。 
トキソプラズマと CMV は、一般に感染のリ
スクが高い妊婦が対象で必要に応じて行うべ

き検査とされており、そのため検査実施率が低

いと考えられた。一方で、妊婦 HIV スクリー
ニング検査実施率の全国調査では、検査率と自

治体による公費負担に関連がみられた。そこで、

GBS、トキソプラズマ、CMV の検査実施率と
自治体の公費負担との関連を解析した。検査実

施率の高い GBS では、すでに自治体の公費負
担が検査実施率に影響を及ぼす段階にないと

考えられた。検査実施率の低い CMVでは、公
費負担は返信のあった 975 自治体中 12 自治体
に過ぎずかつ、37都府県では公費負担が行われ
ていないため検査実施率との間に関連はない

のはそのためだと考えられた。検査実施率が

46.4％のトキソプラズマでは、公費負担を行な
っている市町村が 90％以上の県では有意に検
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査率が高かった。参考までに、公費負担を行な

っている自治体の割合が「70％以上」「70％未
満（0％を除く）」「0％（公費負担を行なってい
る自治体なし）」の 3群間で比較すると、「70％
以上」行なっている道県でのトキソプラズマの

検査実施率は「0％（公費負担を行なっている
自治体なし）」と比較して有意に高かった。一

方、「70％未満（0％を除く）」と「0％（公費負
担を行なっている自治体なし）」との 2 群間お
よび「70％以上」と「70％未満（0％を除く）」
の 2 群間に有意差はなかった（ one-way 
ANOVA p < 0.05, data not shown）。これらの
結果から、少なくとも各都道府県において 70％
以上の市町村で公費負担が行われると検査実

施率が高くなると考えられた。トキソプラズマ

やCMV感染とHIV母子感染予防との間に直接
的な関連はないが、自治体による妊婦健診への

公費負担による関与は今後も注視すべきこと

と考えられる。 
参考として、これまでに本研究班が行って来

た自治体調査の概略を記しておく。妊婦 HIV
スクリーニング検査の公費負担に関する自治

体（都道府県、政令指定都市、東京特別区）へ

の調査は過去 2003 年に行われた。都道府県に
対する調査では 43 都道府県から回答がありそ
のうち公費負担を行なっているのは秋田県、茨

城県、群馬県、埼玉県、沖縄県の 5県であった。
このうち、茨城県、群馬県、埼玉県、沖縄県の

4 県では県または県と市による一部負担で、秋
田県でのみ全額公費負担がなされていた。回答

のあった 13 政令指定都市では、さいたま市の
みで一部公費負担が行われていた。また、東京

特別区では杉並区で希望する妊婦に対して一

部負担していた。 
2018年現在、受診券方式を採用している自治
体の 99.1％で妊婦 HIV 検査の公費負担を行な
っており、この 15 年間で公費負担を行う自治
体は大きく拡大した。妊婦 HIV 検査の公費負
担の開始時期は 2008〜2010年に集中しており、
この 3 年間で全体の 67.1％になる。2008 年に

は日本産科婦人科学会から「産婦人科診療ガイ

ドライン―産科編 2008」が刊行され妊婦の
HIVスクリーニングは推奨レベルB（現在はA）
とされた。また、平成 20 年度第 2 次補正予算
において妊婦健康診査臨時特例交付金が創設

され、2009年 2月 27日に「妊婦健康診査の実
施について」(雇児母発第 0227001号)が厚生労
働省から通知された。この通知には、市町村に

おける公費負担の対象となる検査項目の設定

にあたり HIV 検査が明記された。このような
背景から妊婦 HIV 検査の公費負担がこの時期
に全国的に開始されたと考えられる。 
青森県では全国に先駆け、1993 年 10 月から
妊婦本人の希望および医師が必要と認めた場

合に HIV検査の公費負担を開始した。しかし、
HIV感染妊婦の発生例が県内になく、また保健
所で無料検査が行われていることから公費負

担は 1999 年 4 月に公費負担が中止された。こ
れにより、妊婦 HIV スクリーニング検査実施
率は 1999年の 87.8％から 2002年には 41.1％
に半減した。HIV 検査の公費負担は妊婦 HIV
スクリーニング検査実施率に大きな影響を持

っていると考えられる。本調査では 98.9％の自
治体で今後の公費負担の継続を予定している

ことから、高い水準で妊婦 HIV スクリーニン
グ検査実施率が維持されると推察される。 
他の感染症の公費負担と比較すると、妊婦

HIV検査の公費負担は 99.1％の自治体（受診券
方式）で行われており、HBV、HCV、梅毒、
風しん、HTLV-1、クラミジアと同等の比率で
あることが明らかになった。一方で、トキソプ

ラズマ、CMV、ヒトパルボウイルス B19 の公
費負担を行なっている自治体の割合は低かっ

た。これらの感染症に関し、自治体等で検査に

関する費用対効果について検討され、母子感染

対策としてこれらの公費負担も望まれる。 
HIV 母子感染を取り巻く状況は変化してきて
おり、これまでの妊娠初期の HIV スクリーニ
ング検査率上昇を主目的とした啓発では対応

できていない。HIV 再検査を行う理由として
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「妊娠初期 HIV 検査以降に他の性感染症検査
で陽性」が挙げられており、他の妊婦感染症検

査に関しても注視する必要がある。しかし、妊

娠初期の検査によって HIV 感染が明らかにな
った場合、適切な予防対策でほとんど母子感染

が予防できることは事実であり、妊娠初期 HIV
検査は依然として極めて重要である。「母子感

染ゼロ」に向け今後とも調査・啓発活動を継続

していく必要がある。 
 

E.結論 
HIVによる母子感染が cARTや帝王切開での
分娩により十分に予防可能であることが周知

されるようになったことで、妊婦における HIV
スクリーニング検査が妊娠初期の重要な検査

のひとつとして認知され、多くの自治体で公費

負担もなされ、日本における HIV 感染妊婦の
諸問題に関しての啓発活動が実を結びつつあ

る。その一方で、未受診妊婦の存在や妊娠中期

から後期での再検査といった HIV 母子感染予
防のための啓発など、改善の余地がある分野も

残っている。本研究班は、HIVスクリーニング
検査実施率上昇のための啓発活動を推進する

とともに、これら HIV感染妊婦や HIV感染児
に対する諸問題に関しても十分に取り組む必

要がある。 
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娩例に関する検討．第 36回日本産婦人科感
染症学会（2019.5	 宮崎） 

4. 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、
白野倫徳、出口雅士、中西豊、鳥谷部邦明、
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大里和広、千田時弘、杉野祐子、羽柴知恵

子、渡邊英恵、杉浦敦、吉野直人、定月み

ゆき、田中瑞恵、桃原祥人、喜多恒和：「HIV
母子感染マニュアル第 8 版」改訂内容につ
いて．第 36 回日本産婦人科感染症学会
（2019.5	 宮崎） 

5. 杉浦敦、竹田善紀、市田宏司、中西美紗緒、
箕浦茂樹、高野政志、桃原祥人、佐久本薫、

石橋理子、松田秀雄、吉野直人、喜多恒和：

HIV 感染妊娠と早産に関する検討．第 55
回日本周産期・新生児医学会（2019.7	 松
本） 

6. 桃原祥人、吉野直人、大里和広、小山理恵、
塚原優己、谷村憲司、森實真由美、木内英、

喜多恒和：HIV 母子感染予防啓発に関する
全国自治体アンケート調査．第 55回日本周
産期・新生児医学会（2019.7	 松本） 

7. 鳥谷部邦明、谷口晴記、吉野直人、杉浦敦、
定月みゆき、桃原祥人、出口雅士、大里和

広、喜多恒和：日本における HIV感染妊娠
に関する診療ガイドライン初版とHIV母子
感染予防対策マニュアル第 7 版の改訂．第
55回日本周産期・新生児医学会（2019.7	 松
本） 

8. 大里和広、吉野直人、小山理恵、杉浦敦、
喜多恒和：妊婦 HIVスクリーニング検査率
に関する全国調査における未受診妊婦の問

題．第 55 回日本周産期・新生児医学会
（2019.7	 松本） 

9. 吉野直人、佐々木裕、小田切崇、村木靖：
天然物由来糖型界面活性剤の粘膜アジュバ

ント作用．東北乳酸菌研究会（2019.7	 仙
台） 

10. 吉野直人、佐々木裕、小田切崇、杉山育美、
松本有機、菅野祐幸、佐塚泰之、村木靖：

アジュバント作用を有する天然物由来糖型

界面活性剤の探索．第 73回日本細菌学会東
北支部会（2019.8	 盛岡） 

11. 佐々木裕、吉野直人、小田切崇、村木靖：
肝臓に局在する宿主因子と交差反応する抗

体は薬剤誘導性の肝障害を緩和する．第 73
回日本細菌学会東北支部会（2019.8	 盛岡） 

12. 小田切崇、吉野直人、佐々木裕、村木靖：
不活化インフルエンザウイルスに対するポ

リミキシン B の粘膜アジュバント効果．第
73回日本細菌学会東北支部会（2019.8	 盛
岡） 

13. 伊藤由子、吉野直人、大里和広、小山理恵、
高橋尚子、喜多恒和：梅毒感染妊婦に関す

る全国調査．第 50回日本看護学会（2019.9	
長野） 

14. 小田切崇、吉野直人、佐々木裕、村木靖：
経鼻不活化インフルエンザワクチンにおけ

るポリミキシン B の粘膜アジュバント効果．
第 67回日本ウイルス学会（2019.10	 東京） 

15. 吉野直人：界面活性剤の物性とワクチンア
ジュバント作用．第 8 回物理・分析系若手
研究者セミナー（2019.11	 矢巾） 

16. 吉野直人、伊藤由子、大里和広、小山理恵、
高橋尚子、杉浦敦、田中瑞恵、谷口晴記、

山田里佳、桃原祥人、定月みゆき、外川正

生、喜多恒和：妊婦 HIVスクリーニング検
査陽性症例の診療対応	 —産婦人科全国調

査—．第 33回日本エイズ学会（2019.11	 熊
本） 

17. 吉野直人、田中瑞恵、伊藤由子、大里和広、
小山理恵、高橋尚子、杉浦敦、谷口晴記、

山田里佳、桃原祥人、定月みゆき、外川正

生、喜多恒和：HIV 感染児の診療対応	 —
小児科全国調査—．第 33 回日本エイズ学会
（2019.11	 熊本） 

18. 桃原祥人、吉野直人、伊藤由子、大里和広、
小山理恵、高橋尚子、塚原優己、渡邉英恵、

羽柴知恵子、廣瀬紀子、佐野貴子、鈴木ひ

とみ、長與由紀子、津國瑞紀、浅野真、谷

村憲司、森實真由美、木内英、喜多恒和：

HIV 母子感染予防啓発に関する全国自治体
アンケート調査と今後の啓発活動の考察．

第 33回日本エイズ学会（2019.11	 熊本） 
19. 杉浦敦、山中彰一郎、竹田善紀、市田宏司、



42 
 

中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政

志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田

寛、石橋理子、藤田綾、高橋尚子、吉野直

人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞恵、大

津洋、外川正生、喜多恒和：本邦における

HIV感染妊娠の将来予測．第 33回日本エイ
ズ学会（2019.11	 熊本） 

20. 竹田善紀、杉浦敦、山中彰一郎、市田宏司、
中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政

志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田

寛、石橋理子、藤田綾、高橋尚子、吉野直

人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞恵、大

津洋、外川正生、喜多恒和：HIV 感染の判
明時期が妊娠後期・分娩後であった症例に

関する検討．第 33 回日本エイズ学会
（2019.11	 熊本） 

21. 白野倫徳、山田里佳、谷口晴記、塚原優己、
井上孝実、出口雅士、中西豊、鳥谷部邦明、

大里和広、千田時弘、杉野祐子、羽柴知惠

子、渡邊英恵、杉浦敦、吉野直人、定月み

ゆき、田中瑞恵、桃原祥人、喜多恒和：HIV
母子感染予防の cART〜「HIV 母子感染予
防対策マニュアル（第８版）」および「HIV
感染妊娠に関する診療ガイドライン（初版）」

より〜．第 33 回日本エイズ学会（2019.11	
熊本） 

22. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、小山理恵、
高橋尚子、杉浦敦、田中瑞恵、山田里佳、

谷口晴記、桃原祥人、定月みゆき、塚原優

己、喜多恒和：未受診妊婦の HIVスクリー
ニングの現状--妊婦 HIV スクリーニング検
査率に関する全国調査より．第 33回日本エ
イズ学会（2019.11	 熊本） 

23. 伊藤由子、吉野直人、杉浦敦、大里和広、
小山理恵、高橋尚子、田中瑞恵、谷口晴記、

山田里佳、桃原祥人、定月みゆき、喜多恒

和：HIV および梅毒感染妊婦に関する全国
調査．第 33回日本エイズ学会（2019.11	 熊
本） 

24. 大津洋、田中瑞恵、佐々木泰治、北島浩二、

杉浦敦、吉野直人、喜多恒和：本邦の HIV
感染妊娠の母子調査に関する患者報告デー

タを併用したリアルワールド収集に向けた

取り組み．第 33回日本エイズ学会（2019.11	
熊本） 

25. 杉浦敦、市田宏司、山中彰一郎、竹田善紀、
中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政

志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田

寛、石橋理子、藤田綾、高橋尚子、吉野直

人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞恵、大

津洋、外川正生、喜多恒和：最近の HIV母
子感染の動向．第 32回日本性感染症学会シ
ンポジウム（2019.11	 京都） 

26. Yoshino N, Odagiri T, Muraki Y. ： 
Assessment of relationship between 
structure and adjuvanticity of 
sugar-based surfactant．第 48回日本免疫
学会（2019.12	 浜松） 

27. 吉野直人、佐々木裕、小田切崇、杉山育美、
松本有機、菅野祐幸、佐塚泰之、村木靖：

全粒子不活化インフルエンザウイルスに対

する安全な新規粘膜アジュバントとしての

クロシン．第 13回次世代アジュバント研究
会（2020.1	 大阪） 

28. 小山理恵、寺田幸、川村	 花恵、佐々木由
梨、岩動ちず子、千葉淳美、馬場長：20歳
代にて早発卵巣不全を発症した 1例．第 34
回日本女性医学会（2019.11	 福岡） 

29. 小山理恵、寺田幸、川村花恵、佐々木由梨、
岩動ちず子、永沢崇幸、千葉淳美、馬場長：

ヨーロッパ圏から帰国者した更年期女性に

対し漢方の特徴と有効性を説明することが

困難であった症例．第 39回産婦人科漢方研
究会．（2019.9	 大阪） 

30. 小山理恵、佐々木由梨、岩動ちず子、寺田
幸、川村花恵、畑山伸弥、羽場厳、千葉淳

美、馬場長：胎盤低血流領域の画像解析と

病理診断．第 27 回日本胎盤学会学術集会．
（2019.11	 倉敷） 
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H.知的財産権の出願・登録状況 
1.特許取得	 なし 
2.実用新案登録	 なし 
3.その他	 なし 
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令和元年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV 感染妊娠に関する臨床情報の集積と解析およびデータベースの更新 

 

研究分担者：杉浦 敦  奈良県総合医療センター産婦人科、医長 

研究協力者：石橋理子  奈良県総合医療センター産婦人科、医長 

      市田宏司  伊東レディースクリニック、院長 

      太田 寛  北里大学医学部公衆衛生学、助教 

      岸本倫太郎 成増産院、医員 

      小林裕幸  筑波大学大学院人間総合科学研究科、教授 

      佐久本薫  沖縄県立南部医療センター・こども医療センター、嘱託医師 

      高野政志  防衛医科大学校病院産科婦人科、教授 

      竹田善紀  奈良県立医科大学産婦人科、医員 

      中西美紗緒 独立行政法人国立国際医療研究センター病院産婦人科、医員 

      松田秀雄  松田母子クリニック、院長 

      箕浦茂樹  新宿区医師会区民健康センター、所長 

      桃原祥人  都立大塚病院産婦人科、部長 

      山中彰一郎 奈良県立医科大学産婦人科、医員 

研究補助員：藤田 綾  奈良県総合医療センター産婦人科 

 

研究要旨： 

HIV 感染妊娠の報告数は毎年 40 例前後で推移していたが、2017 年は 37 例、2018 年は 33 例と

やや減少傾向にある。近年の傾向から、感染妊娠数はやや減少していく可能性はある。都道府県で

は大都市圏が中心であることに変化はないが、妊婦の国籍は年々日本人の占める割合が増加してお

り近年では過半数を占めるようになっている。分娩様式では帝王切開分娩がほとんどを占め、経腟

分娩は飛び込み分娩や自宅分娩等を除きほぼゼロとなっている。これは HIV 母子感染予防のため

に、経腟分娩を回避することが徹底されている結果であると思われる。現在諸外国では血中 HIV

ウイルス量のコントロールが良好であれば、経腟分娩が許容されつつある。本邦でも一定条件を満

たせば経腟分娩が許容される可能性があるが、まず受け入れ施設など医療体制の整備を進めていく

必要がある。母子感染例は母子感染予防対策が確立されつつあるものの、近年もほぼ毎年発生し続

けている。近年の母子感染は妊娠後期・分娩後判明例から生じており、妊娠初期スクリーニング検

査陰性例からの母子感染例も認め、このような経路による母子感染予防対策は非常に困難である。

妊婦における HIV スクリーニング検査の標準化により妊娠中のスクリーニング検査施行率は

99.9%となっており、本研究班が推奨する母子感染予防対策を全て施行し得た例において、日本国

内で平成 12 年以降に母子感染症例が発生していないことは、本研究班が作成し周知してきた母子

感染予防対策マニュアルなどによる教育・啓発活動の一定の成果であろうと考える。今後の問題点

として大きく 2 つが考えられ、ひとつはウイルス量がコントロール良好な群に対し経腟分娩が許容
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されていくとなった時、どのような背景をもった HIV 感染妊娠が対象となり、年間どの程度の症

例数が存在していくか解析を進めることと、もう一つは少数ではあるが毎年報告され続ける、今ま

でとは異なる背景を持った HIV 母子感染をどのような方策で予防し得るか検討し、新たな母子感

染予防対策を構築することが必要と考える。そのため、HIV 母子感染予防に関する研究のさらなる

継続が必要である。 

 

A.研究目的 

国内における HIV 感染妊婦とその出生児に

関するデータベースを更新する。さらに現行の

HIV母子感染予防対策の妥当性と問題点を検証

し、予防対策の改訂および母子感染率のさらな

る低下を図る。 

 

B.研究方法 

1．産婦人科小児科統合データベースの更新（吉

野分担班および田中分担班との共同研究） 

 産婦人科、小児科それぞれの 2018 年（平成

30 年度）の全国調査で報告された症例を新たに

追加し、令和元年度統合データベースを作成す

る。 

 

2．全国産婦人科二次調査  

 全国一次調査で HIV 感染妊婦の診療経験あ

りと回答した産婦人科診療施設に対し二次調

査を行い、HIV 感染妊婦の疫学的・臨床的情報

を集積・解析する。これにより HIV 感染妊婦の

年次別・地域別発生状況を把握し、妊婦やパー

トナーの国籍の変化、婚姻関係の有無、医療保

険加入などの経済状況、抗 HIV 療法の効果、妊

娠転帰の変化や分娩法選択の動向などを検討

する。 

 

（倫理面への配慮） 

臨床研究においては、文部科学省・厚生労働

省「疫学研究の倫理指針」を遵守しプライバシ

ーの保護に努めた。症例の識別は本研究におけ

る通し番号を用い、各情報は登録番号のみで処

理されるため個人情報が漏洩することはなく、

またデータから個人を特定することも不可能

である。 

 

C.研究結果 

1．産婦人科小児科統合データベースの更新お

よび解析 

小児科研究分担班（研究分担者：田中瑞恵）と

当産婦人科研究分担班のデータとを照合し、令

和元年度産婦人科小児科統合データベースと

して更新した。その結果を図 1 に示す。2018

年（平成 30 年）12 月までに妊娠転帰が明らか

となった症例の集積である。2018 年末までの

HIV 感染妊娠の報告総数は 1,070 例となり、そ

のうち産婦人科小児科の重複例は 461 例で、産

婦人科508例と小児科101例は各科独自の症例

であった。双胎が 9 例、品胎が 1 例含まれ、出

生児数は 747 児となった。（ただし産婦人科と

小児科のデータの照合作業による統合データ

ベースの更新はそれぞれの全国調査を行った

年度の次年度に行うため、解析は 1 年遅れとな

っている。） 

 

1) HIV 感染妊娠の報告数 

HIV 感染妊娠の報告数を図 2 に示す。1997 年

の 39 例以降年間 30 例以降で推移しており、

2004 年～2015 年にかけて 2009 年を除き年間

40 例以上で推移していたが、2016 年以降は

2016 年 30 例、2017 年 37 例、2018 年 33 例

とやや減少傾向にある。 

2）HIV 感染妊娠の報告都道府県別分布 

都道府県別・年次別分布を表 1 に示す。地方ブ

ロック別では東京・愛知・大阪といった大都市

圏を含む地域が中心となっている。2018 年ま

でに感染妊娠の報告がない都道府県は、和歌

山・徳島・佐賀の 3 県のみとなっている。HIV

感染妊娠の報告都道府県別分布を図 3 に示す。



55 

 

東京が 282 例、次いで神奈川 105 例、愛知 103

例、千葉 87 例、大阪 68 例と大都市圏が多数を

占める。東京は毎年複数例の報告があり、また

神奈川・愛知からも毎年報告があるが 2018 年

は大阪からの報告はなかった。 

 

3）HIV 感染妊婦およびパートナーの国籍と

HIV 感染状況 

HIV 感染妊婦の国籍別・年次別変動を表 2 に示

した。日本 461 例（43.1%）、タイ 231 例（21.6%）

でこの 2 カ国で約 6 割以上を占めている。次い

でブラジル 75 例（7.0%）、フィリピン 39 例

（3.6%）、インドネシア 35 例（3.3%）、ケニア

25 例（2.3%）であった。地域別にみると、日

本が 461 例(43.1%)、日本を除くアジアが 382

例（35.7%）、アフリカが 102 例（9.5%）、中南

米が 92 例(8.6%)であった。 

HIV 感染妊婦国籍の変動を図 4 に示す。日本国

籍は増加の一途をたどり、2003 年以前では全

体の 3 割程度であったが 2014~2018 年には全

体の 58.2%を占めるようになった。一方、2003

年以前は 3割程度であったタイ国籍の報告は近

年減少しており、2014~2018 年は 12 例（6.3%）

のみであった。2003 年以前はケニア、エチオ

ピア、タンザニアなどのアフリカ地域の妊婦が

多かったが、近年は報告が少なく、代わってブ

ラジルやインドネシアの報告が増加している。 

パートナーの国籍別症例数および HIV の感染

割合を表 3 に示した。国籍は日本が 550 例

（51.4%）で最も多く、次いでブラジル 60 例

（5.6%）、タイ 30 例（2.8%）であった。HIV

の感染割合は、10 例未満の報告が少ない国を除

くと、ペルーが 88.9％と最も高く、次いでナイ

ジェリアが 68.8%、ケニアが 69.2％、タイが

57.9%、インドネシアが 53.3％、ブラジルが

51.2%、ガーナが45.5％、アメリカが37.5％で、

日本は 29.6%と最も低率であった。地域別にみ

ても、症例数が 10 例以下の欧州、中東を除く

と、アフリカが 66.2%と最も高く、次いで中南

米が 60.4%、アジアが 54.1%、北米が 33.3%で

あった。 

パートナーの感染率は不明例を除くと、2003

年以前は44.6%であったが徐々に減少傾向にあ

り、2014～2018 年では 32.4%まで減少してい

る。（図 5） 

HIV 感染妊婦とパートナーの国籍の組み合わ

せ別 5 年群別変動を図 6 に示した。感染妊婦、

パートナーともに日本国籍が増加しているこ

とから、「妊婦－パートナー」の国籍が「日本

―日本」である組み合わせが 2003 年以前は

22.2%であったが、2014～2018 年では 43.4%

へ増加している。それに伴い特に「外国―日本」

の組み合わせは 43.0%から 16.0%まで減少して

いる。 

 

4）妊娠転帰と母子感染 

HIV 感染妊娠の妊娠転帰別・年次別変動を図 7

に示した。1995 年以降毎年 30 例前後から 40

例前後の報告が継続している。 

分娩に至った症例のみの分娩様式 5年群別変動

を図 8 に示した。2003 年以前、2004～2008 年

の緊急帝切は、10％程度であったが、2009～

2013 年は 31 例（22.1%）、2014~2018 年は 27

例（18.0％）とやや増加している。経腟分娩は

明らかに減少傾向にある。そこで緊急帝切とな

った全 100 例における HIV 感染判明時期と緊

急帝切の適応を表 4 に示した。90 例（90.0%）

では分娩 1 週間前の時点で既に HIV 感染が判

明していた。帝切予定であったが切迫早産等の

産科的適応により緊急帝切となった症例は 78

例で、緊急帝切症例の 78.0%を占めていた。さ

らに 2014～2018 年の緊急帝切 27 例の詳細を

表 5 に示した。全例が分娩 1 週間前の時点で

HIV 感染が判明しており、23 例（85.2％）で

は帝切予定であったが何らかの理由で緊急帝

切となったことがわかっている。 

在胎週数と出生児体重の平均を表 6 に示した。

予定帝切分娩の平均在胎週数は 36w5d、平均出

生児体重は 2,642g、緊急帝切分娩の平均在胎週

数は 35w0d、平均出生児体重は 2,327g、経腟
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分娩の平均在胎週数は 38w2d、平均出生児体重

は 2,866g であった。2014～2018 年では予定帝

切 118 例ではそれぞれ 37w1d、2,759g、緊急帝

切 27 例ではそれぞれ 34w4d、2,219g、経腟分

娩 5例ではそれぞれ 36w3d、2,370gであった。 

 

分娩様式・妊娠転帰別の母子感染数を表 7 に示

した。1,070例中、予定帝切分娩545例（50.9%）、

緊急帝切分娩 100 例（9.3%）、経腟分娩 83 例

（7.8%）、分娩様式不明 8 例（0.7%）、自然流

産 41 例（3.8%）、異所性妊娠 6 例（0.6%）、人

工妊娠中絶 199例（18.6%）、妊娠中 3例（0.3%）、

妊娠転帰不明 85 例（7.9%）となっている。母

子感染は予定帝切分娩の 7 例、緊急帝切分娩の

8 例、経腟分娩の 37 例、分娩様式不明の 7 例、

計 59 例が確認されている。 

HIV 感染妊娠の年次別妊娠転帰と母子感染を

表 8 に示した。1984 年に外国で妊娠分娩し、

来日後母子感染が判明した 1例が後年に報告さ

れ、1987 年以降 HIV 感染妊娠はほぼ毎年継続

して報告されている。中絶や転帰不明などを除

く分娩例は、1995 年以降毎年 30 例前後が継続

している。分娩様式は 2000 年以降帝切分娩が

分娩例の 9割以上を占めることに変わりはない。

母子感染は cART が普及していなかった 1991

～2000 年までは毎年数例発生しているが、そ

の後も 2002 年、2005 年、2006 年、2008 年、

2009 年、2010 年、2012 年、2013 年、2015

年、2017 年とほぼ毎年報告されており、特に

近年は妊娠初期スクリ―ニング検査陰性例か

らの母子感染例が増加傾向にある。 

 

5）HIV 感染妊婦への抗ウイルス薬投与ついて 

HIV感染妊婦の血中ウイルス量を表9に示した。

ウイルス量の最高値が 10 万コピー/ml 以上は

37 例（6.0%）、1 万コピー/ml 以上 10 万コピー

/ml 未満は 143 例（23.1%）、1,000 コピー/ml

以上 1 万コピー/ml 未満は 131 例（21.2%）、検

出限界以上 1,000 コピー /ml 未満は 69 例

（11.2%）、検出限界未満は 238 例（38.5%）で

あった。 

HIV 感染妊婦へ投与された抗ウイルス薬の薬

剤数別の年次推移を図 9 に示した。1 剤のみの

投与は 1998 年をピークに減少している。3 剤

以上の cART は 1995 年に初めて報告されたの

ち、2000年以降は報告症例の半数以上を占め、

2009 年以降はほぼ全例 cART である。 

抗ウイルス薬の投与による血中ウイルス量の

変化を表 10 に示した。ウイルス量の最高値が

1,000 コピー以上で、妊娠中に抗ウイルス薬が

投与され、血中のウイルス量が 2 回以上測定さ

れている 210 例を解析した。そのうちウイルス

量が 1/100 以下へ減少した例は 127 例（60.5%）

で、全てで 3 剤以上の cART が行われていた。 

 

6）母子感染率について 

小児科調査からの報告例には母子感染例が多

く含まれ、母子感染率を推定するにはバイアス

がかかるため、産婦人科調査からの報告例のみ

を解析し、算出した分娩様式別母子感染率を表

11 に示した。児の異常による受診を契機に母親

の HIV 感染と母子感染が判明した症例を除き、

母子感染の有無が判明している 545 例のうち、

母子感染した症例は 12 例（2.20%）であった。

内訳は予定帝切分娩が 433 例中 1 例（0.23%）、

緊急帝切分娩が 80 例中 4 例（5.00%）、経腟分

娩が 32 例中 7 例（21.88%）である。 

より多くの症例で母子感染率を検討するため

に、産婦人科小児科統合データベースを用いて

解析を試みた。HIV 感染判明時期・妊娠転帰別

母子感染率を表 12 に示した。HIV 感染判明時

期を、 

・「妊娠前」 

・「今回妊娠時」 

・「不明（妊娠中管理あり）」（HIV 感染判明時

期は不明だが、投薬記録や妊娠中の血液データ

がある等、妊娠中に管理されていたと思われる

症例） 

・「分娩直前」（分娩前 1 週間以内と定義） 

・「分娩直後」（分娩後 2 日以内と定義） 
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・「児から判明」（児の発症を契機に母の HIV

感染が判明した症例） 

・「分娩後その他機会」 

・「不明」 

に分類し解析した。「妊娠前」は 480 例で最も

多く、母子感染が 3例みられ母子感染率は 1.0%

であった。妊娠転帰は予定帝切分娩が 267 例

（55.6%）と多く、次いで人工妊娠中絶が 98

例（20.4%）、緊急帝切分娩 53 例（11.0％）、経

腟分娩 13 例（2.7％）であった。母子感染率は

予定帝切分娩で 0.4％、経腟分娩で 22.2％であ

った。「今回妊娠時」は 408 例で、母子感染が 8

例みられ、母子感染率は 3.3%であった。予定

帝切分娩が 224 例（54.9%）、人工妊娠中絶が

82 例（20.1%）、緊急帝切分娩 37 例（9.1％）、

経腟分娩 9 例（2.2％）であった。母子感染率

は、予定帝切分娩は 1.4％で「妊娠前」の 0.4％

と比較し高率となったが、経腟分娩 9 例では

16.7％に低下した。「不明（妊娠中管理あり）」

は 29 例で母子感染の報告はなく、妊娠転帰は

予定帝切分娩が 21 例（72.4%）であった。「分

娩直前」は 19 例で、母子感染が 1 例で母子感

染率は 5.9%であった。経腟分娩が 9 例（47.4%）

と最も多く、次いで予定帝切分娩 7 例（36.8%）、

緊急帝切分娩 3 例（15.8%）であった。「分娩直

後」は 12 例で母子感染が 6 例あり、母子感染

率は 66.7%と高率であった。経腟分娩が 11 例

（91.7%）と 9 割を占めた。「児から判明」20

例は当然ながら母子感染率は 100％であり、経

腟分娩が 15 例（75.0%）と多かったが、予定帝

切分娩も 1 例（5.0%）、緊急帝切分娩も 4 例

（20.0%）みられた。「分娩後その他機会」は

26 例で、母子感染は 16 例で母子感染率は

66.7%であった、経腟分娩が 18 例（69.2%）を

占めた。「不明」は 76 例で、母子感染は 5 例で

母子感染率は 16.1%であった。予定帝切分娩が

24 例（31.6%）で経腟分娩が 8 例（10.5%）で

あった。 

 

分娩様式と抗ウイルス薬の投与状況を表 13 に

示した。予定帝切分娩、緊急帝切分娩、経腟分

娩を行った 728 例中 550 例（75.5%）に抗ウイ

ルス薬が投与されていた。分娩様式別では予定

帝切分娩が 545 例中 462 例（84.8%）、緊急帝

切分娩は 100 例中 82 例（82.0%）で抗ウイル

ス薬が投与されていたにもかかわらず、経腟分

娩では 83 例中 6 例（7.2%）のみであった。抗

ウイルス薬が投与されていたにもかかわらず

母子感染したのは 4 例のみで、そのうち 1 例は

妊娠 30 週より AZT の投与が開始され、妊娠 35

週に緊急帝王切開分娩が施行されたが母子感

染が生じ、もう 1 例が妊娠 34 週より cART を

開始していたが母子感染が生じ、1 例は緊急帝

切直前に感染が判明し AZT を投与されたが、

母子感染が生じた。これら 3 例は治療開始時期

が遅れたことが、母子感染の原因と推測された。

また他の残りの 1 例は、ウイルス量等が測定さ

れておらず詳細は不明であるが、外国籍妊婦で

あったことから内服治療のコンプライアンス

が低かった可能性があり、これが母子感染の原

因と推測された。①投与なしで予定帝切分娩、

②投与なしで経腟分娩の群にわけ母子感染率

を示すと、それぞれ 6.8%、54.4%となった。抗

ウイルス薬の主流が cART へ移行する 2000 年

以降を表 14に示す。全 555例中 489例（88.0%）

に抗ウイルス薬が投与されていた。分娩様式別

では、予定帝切分娩が 443例中 407例（91.9%）、

緊急帝切分娩は 84 例中 78 例（92.9%）と高率

で、経腟分娩では 28 例中 4 例（14.3%）東京

のみであった。各郡別の母子感染率は①3.4%、

②47.6%であった。 

HIV 感染判明時期が「分娩直後」「分娩後その

他機会」「児から判明」および「不明」の群を

除いた 643 例で母子感染率を再度検討した。分

娩様式と抗ウイルス薬の投与状況を表 15 に示

す。全 643 例中 550 例（85.5%）に抗ウイルス

薬が投与されており、分娩様式別では予定帝切

分娩が 519 例中 462 例（89.0%）、緊急帝切分

娩は 93 例中 82 例（88.2%）、経腟分娩では 31

例中 6 例（19.4%）であった。 
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表 14 同様に、2000 年以降を表 16 に示した。

全 524 例中 489 例（93.3%）に抗ウイルス薬が

投与されていた。分娩様式別では予定帝切分娩

が 431 例中 407 例（94.4%）、緊急帝切分娩は

81 例中 78 例（96.3%）と高率で、経腟分娩で

は 12 例中 4 例（33.3%）のみであった。各群

別の母子感染率は①5.0%、②0.0%あった。2000

年以降に感染予防対策を施行した症例の母子

感染率を表 17 に示す。感染予防策として「初

期 HIV スクリーニング検査」「予定帝切」「抗

ウイルス薬 3 剤以上」「児の投薬あり」「断乳」

全てを施行した 259例での母子感染例は 1例も

なかった。 

 

7）HIV 感染判明時期について 

近年 HIV 感染が分からずに分娩に至る例や妊

娠を契機に初めて HIV 感染が判明する例は減

少している（図 10）が、感染判明後初めての妊

娠例には初産婦も多数含まれる（図 11）。感染

判明契機を見ると、妊娠以外の機会での感染判

明例が増加傾向にあり（図 12）、このような例

では感染が判明していない状況で妊娠した例

と比較し HIV ウイルス量コントロールが良好

である症例が多く、近年さらにコントロールは

良好になりつつある（図 13）。これらの妊娠以

外の機会で HIV 感染が判明した上で妊娠した

群には、ウイルス量的・産科的に経腟分娩が許

容可能な例が含まれている可能性がある。 

 

8）妊娠中・分娩後に母体の HIV 感染が初めて

判明した例について 

2000 年～2018 年に、妊娠中・分娩後に初めて

HIV 感染が判明した例（初回判明群）は 282

例であった。近年 HIV 感染判明後妊娠が増加

している。初回判明群において、妊娠初期に

HIV 感染が判明している例は半数に過ぎず、感

染判明時期が遅れるにつれ血中 HIV ウイルス

量のコントロールは不良になっている。実際に

2000 年以降に生じた HIV 母子感染 17 例は全

て初回判明群から生じており、さらに全て妊娠

後期や分娩後に初めて HIV 感染が判明した例

から生じている。特に分娩後に母体の感染が初

めて判明し、母子感染が生じた 15 例のうち 6

例では、妊娠時の HIV 初期スクリーニング検

査は陰性であった（図 14、15）。 

 

9）HIV 感染判明後の再妊娠について 

HIV 感染が判明した後に妊娠（感染判明後妊

娠）した妊婦の妊娠回数を表 18 に示した。妊

娠回数 1 回は 199 人、2 回は 76 人、3 回は 27

人、4 回は 10 人、6 回が 1 人であった。当研究

班で把握しているHIV感染妊婦数は 765人で、

313 人が HIV 感染を認識した上で妊娠し、114

人が 2 回以上複数回妊娠していることになる。 

2009 年～2018 年の 10 年間での HIV 感染判明

時期別の平均年齢を図 16 に示す。感染判明後

妊娠は感染判明前妊娠と比較し、平均年齢は大

きな差を認めていない。10 年間での感染判明後

妊娠は 273 例あり、2009年から 2018 年の HIV

感染判明の有無と妊娠時期の年次別推移を図

17 に、妊娠時期の変動を図 18 に示す。感染判

明後妊娠は 2009 年～2013 年は 70.1％、2014

年～2018 年は 72.5％で、2018 年は 81.8％であ

った。また感染判明後初めて妊娠した 152 例の

うち、前回妊娠時に判明したものは 53 例

（34.9%）であった。2009 年以降感染判明後妊

娠の妊婦国籍、パートナー国籍を図 19、図 20

に示す。それぞれ日本国籍が 54.9%、60.1％と

過半数を占めた。感染判明後妊娠の加入保険内

容を図 21 に示す。社保が 24.9％、国保が 28.2％、

生保が 5.9％と妊娠後感染判明妊娠と比較し社

保・国保の占める割合が高い。感染判明後妊娠

の転帰年別分娩転帰を図 22 に示す。感染判明

後妊娠においても一定の割合で人工妊娠中絶

が含まれ、分娩様式は 90％以上が帝王切開であ

った。感染判明後妊娠の予定内・予定外妊娠の

割合を図 23 に示す。53.4%が予定内妊娠と考え

られた。感染判明後妊娠の妊娠中投薬の有無を

図 24 に示す。感染判明後妊娠においても 3.3

～29.2%と投薬なし・不明例が存在した。感染



59 

 

判明後妊娠の血中ウイルス量最高値を図 25 に

示す。感染判明後妊娠においても、ウイルス量

1,000 コピー/ml 以上の症例は 14.9%存在する。

感染判明後妊娠の分娩転帰場所を図26に示す。

感染判明後妊娠の 7.0％は拠点病院以外が最終

転帰場所となっていた。 

 

10）HIV 感染妊娠の転帰場所 

HIV 感染妊娠の転帰場所を図 27 に示した。全

1,070 例中、妊娠転帰不明 85 例と妊娠中 3 例を

除いた 982 例について解析した。拠点病院が

813 例（82.8%）と約 8 割を占めた。拠点以外

の病院 67 例（6.8%）、診療所 16 例（1.6%）、

助産院 2 例（0.2%）自宅 6 例（0.6%）、外国 33

例（3.4%）、不明 45 例（4.6%）であった。 

最近 5 年間（2014 年～2018 年）の HIV 感染

妊娠 189 例の転帰場所を図 28 に示した。拠点

病院が 180 例（95.7%）と図 27 よりも占める

割合が高くなり、拠点以外の病院は 3 例（1.6%）

のみになっている。 

転帰場所別分娩様式を表 19 に示した。予定帝

切分娩が拠点病院では 498 例（61.3%）に施行

されているのに対し、拠点病院以外の病院では

28 例（41.8%）のみであった。一方、経腟分娩

は拠点病院では 25 例（3.1%）のみであったが、

拠点以外の病院では 15 例（22.4%）、診療所・

助産院では 13 例（72.2%）もみられた。 

転帰場所別抗ウイルス薬投与状況を表 20 に示

した。拠点病院では 589 例（72.4%）に抗ウイ

ルス薬が投与されていたが、拠点病院以外では

24 例（35.8%）で、診療所・助産院では 1 例

（5.6%）のみであった。 

日本で経腟分娩した 69例の詳細を表 21に示し

た。妊娠中に抗ウイルス薬が投与されていた症

例が 8 例あり、飛び込み分娩が 18 例を占めて

いた。 

都道府県別エイズ拠点病院の分娩取扱状況と

HIV 感染妊娠最終転帰施設数を表 22 に示す。

全国にはエイズ拠点病院が 394 施設存在し、そ

のうち産科標榜施設は 304 施設（77.2%）であ

った。HIV 感染妊娠の最終転帰場所となった施

設数は全国で 136 施設（44.7%）であった。茨

城、栃木、千葉、長野の各県では産科を標榜す

る拠点病院の 7 割以上が実際に HIV 感染妊娠

の最終転帰病院となっていたが、他の都道府県

では、拠点病院の数に比べて実際に最終転帰病

院となっている病院は少なかった。20 例以上の

都府県でみても、茨城、栃木、千葉、長野以外

では最終転帰病院となっていない拠点病院が

多数存在していた。 

都道府県別・最終転帰場所別の HIV 感染妊娠

数を表 23 に示す。症例数が 20 例以上の都府県

でみると、拠点病院での最終転帰例の割合は茨

城 100%、栃木 100%、静岡 100%、東京 97.5％、

神奈川 95.7％、長野 94.6%、愛知 93.3%、大阪

89.3%とほとんどで 90%以上であった。しかし

埼玉では 17例(36.2%)が拠点病院以外で最終転

帰となっていた。 

 

11）HIV 感染妊婦の社会的背景 

パートナーとの婚姻関係の有無について回答

のあった 579 例で婚姻関係別の妊娠転帰を図

29 に示した。婚姻あり（429 例）では予定帝切

分娩が 253 例（59.0%）、緊急帝切分娩が 60 例

（14.0%）、経腟分娩が 13 例（3.0%）であった

のに対し、婚姻なしや不明（150 例）ではそれ

ぞれ 47 例（31.3%）、17 例（11.3%）、24 例

（16.0%）となり経腟分娩の割合が増加した。

同様に医療保険加入状況について回答のあっ

た565例で医療保険加入状況別の妊娠転帰を図

30 に示した。国保、社保、いずれかの医療保険

加入あり（441 例）ではそれぞれ分娩転帰は 252

例（57.1%）、59 例（13.4%）、13 例（2.9%）

であったのに対し、医療保険なしや不明（124

例）ではそれぞれ 39例（31.5%）、16例（12.9%）、

24 例（19.4%）となり、やはり経腟分娩の割合

が増加した。 

 

12）母子感染 59 例についての解析 

母子感染 59 例の転帰年と分娩様式を図 31 に、
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それらの臨床情報を表 24 に示した。1984 年に

分娩様式不明の外国での分娩例で初めての母

子感染が報告されている。1987 年は外国で経

腟分娩となった症例で、国内での分娩の母子感

染例は 1991 年の 2 例が初めてである。その後

cART が治療の主流になる 2000 年まで毎年継

続して報告された。それらの大部分の分娩様式

は経腟分娩であった。その後は 2002 年に転帰

場所は不明で経腟分娩した 1 例、2005 年に外

国で予定帝切分娩した 1 例、2006 年に国内で

経腟分娩した 1 例が報告された。さらに 2008

年に経腟分娩で、2009 年に緊急帝切分娩 1 例

と分娩様式不明 1 例、2010 年には予定帝切分

娩 1 例、分娩様式不明 1 例と経腟分娩で 2 例、

2012 年、2013 年、2015 年は経腟分娩でそれぞ

れ 1 例、2017 年は緊急帝切分娩で 1 例の母子

感染例が報告された。2002 年、2006 年、2008

年、2010 年、2012 年および 2013 年の経腟分

娩例は分娩後に母親の HIV 感染が判明してお

り、7 例とも抗ウイルス薬は投与されていなか

った。特に近年の母子感染例は、妊娠時の HIV

初期スクリーニング検査が陰性であったため、

母子感染予防対策が全く施行されていなかっ

た例がほとんどを占める（図 15）。こういった

例では妊娠・出産に関する情報を収集すること

が非常に困難であり、今後の母子感染予防対策

を検討する上で非常に困難な問題となってい

る。 

母子感染 59例の転帰都道府県を表 25に示した。

外国が 18 例（30.5%）と最も多く、次いで千葉

が 8 例（13.6%）、東京が 6 例（10.2%）と続く。 

妊婦国籍を表 26 に示した。タイが 17 例

（28.8%）と最も多く、次いで日本16例（27.1%）、

ケニア 8 例（13.6%）であった。日本転帰の 38

例（表 27）ではタイが 15 例(39.5%)と最も多く、

ついで日本 14 例(36.8%)であった。 

パートナーの国籍を表 29 に示した。日本人が

37 例（62.7%）と大半を占め、その他は 3 例以

下であった。日本転帰の 38 例（表 30）でも同

様に日本人が 26 例(68.4%)で最多であった。パ

ートナーとの国籍の組み合わせを図 34 に示し

た。「妊婦－パートナー」は「外国－日本」が

24 例（40.7%）と最も多く、「外国－外国」が

14 例（23.7%）、「日本－日本」が 13 例（22.0%）

で、「日本－外国」は 3 例（5.1%）のみであっ

た。日本転帰の 38 例（図 35）では、「外国－

日本」が 14 例(36.8%)と最多であった。 

分娩様式を図 37 に示した。経腟分娩が 37 例

（62.7%）と 6 割以上を占め、ついで緊急帝切

分娩 8例（13.6%）、予定帝切分娩 7例（11.9%）、

分娩様式不明 7 例（11.9%）であった。日本転

帰の 38 例（図 38）でも経腟分娩が 25 例(65.8%)

と最多であった。 

転帰場所を図 40 に示した。外国が 18 例

（30.5%）と最も多く、拠点病院が13例（22.0%）、

拠点以外の病院が 9 例（15.3%）、診療所 9 例

（15.3%）、自宅 1 例（1.7%）、不明 9 例（15.3%）

であった。 

妊婦の HIV 感染診断時期を図 41 に示した。妊

娠前に判明した症例が 3 例（5.1%）で、今回妊

娠時が 8例（13.6%） 、分娩直前が 1例（1.7%）、

分娩直後が 6 例（10.2%）、児から判明が 20 例

（33.9%）、分娩後その他の機会が16例（27.1%）

であった。また日本転帰の 38 例（図 42）では

妊娠前に判明した症例が 1 例（2.6%）で、今回

妊娠時が 6例（15.8%）、分娩直前が 1例（2.6%）、

分娩直後が 6 例（15.8%）、児から判明が 15 例

（39.5%）、分娩後その他機会が 8 例（21.1%）、

不明が 1 例(2.6%)であった。近年妊娠中に当研

究班が推奨する母子感染予防対策を全て施行

し得た例からの母子感染は発生しておらず、母

子感染例のほとんどは分娩後に感染判明して

きている。こういった例の多くは HIV 妊娠初

期スクリーニング検査が陰性であり、今後ハイ

リスク症例の抽出など何らかの対策を早期に

構築する必要がある。 

 

13）分娩様式に関する検討 

2000 年以降の分娩に至った 538 例を対象とす

ると、初産婦が 242 例(45.0%)を占め、既往帝
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王切開症例ではなく、母体血中ウイルス量が検

出限界未満であることを経腟分娩が許容され

得る条件とすると、初産婦のうち140例(26.0%)

で母体血中ウイルス量が検出限界未満であっ

た。これより年間 30 例の HIV 感染妊娠が発生

すると仮定すると、年間約 7～8 例の経腟分娩

許容例が存在する可能性がある。 

 

2．HIV 感染妊婦の診療経験のある産婦人科病

院に対する二次調査 

産婦人科病院二次調査は、令和元年 10 月 9 日

に初回発送した。一次調査で追加報告される度

に二次調査用紙を随時発送した。その結果、令

和 2 年 2 月 14 日現在、二次調査対象の 35 施設

中 29 施設（82.9%）から回答を得た。表 32 に

示したが、複数施設からの同じ症例に対する重

複回答を除くと現在の報告症例は 43 例で、そ

のうち 2019 年以前の妊娠転帰症例で当班へ未

報告の症例が 5 例、2019 年妊娠転帰症例が 26

例、妊娠中の症例が 4 例、当班に既に報告され

ている症例が 8 例であった。 

 

1）2019 年妊娠転帰症例の解析 

HIV 感染妊娠報告数は 26 例であった。報告都

道府県を表 33 に示した。東京都が 10 例

（38.5%）と最も多く、茨城県、千葉県、神奈

川県、愛知県、大阪府、福岡県が 2 例（7.7%）

であった。関東甲信越ブロックの 16例（61.5％）

と北陸・東海ブロック、近畿ブロックの 3 例

（11.5％）で 8 割以上を占めた。 

妊婦国籍を表 34 に示した。日本は 15 例

（57.7%）で、次いでインドネシアが 2例（7.7%）

であった。パートナーの国籍を表 35に示した。

日本が 12（46.2%）であった。妊婦とパートナ

ーの組み合わせを表 36 に示した。日本人同士

のカップルが最も多く 10 例（38.5%）であった。 

HIV 感染妊娠における分娩様式と母子感染の

有無を表 37 に示した。予定帝王切開分娩が 16

例（61.5%）を占め、緊急帝王切開分娩が 4 例

（15.4%）、経腟分娩が 1 例（3.8%）、自然流産

1 例（3.8%）、人工妊娠中絶 4 例（15.4%）であ

った。緊急帝王切開症例における HIV 感染判

明時期と緊急帝王切開理由を表 38 に示した。

全例が分娩前に HIV 感染が判明しており、予

定帝王切開予定であったが切迫早産や児の異

常等の産科的理由で緊急帝王切開が施行され

ていた。在胎週数と出生児体重の平均を表 39

に示した。平均在胎週数と平均出生児体重は、

予定帝王切開分娩では 37 週 2 日、2,816g、緊

急帝王切開分娩ではが 35 週 5 日、2,530g であ

った。 

妊娠転帰場所を表 40 に示した。24 例すべてが

エイズ拠点病院で分娩、中絶等を施行されてい

た。 

抗ウイルス薬のレジメンを表 41 に示した。24

例中 18 例で妊娠前や妊娠早期から投与されて

おり、レジメンは多岐にわたっていた。開始時

期不明が 2 例あり、投与なし・不明が 4 例あっ

た。 

医療保険の加入状況を表 42 に示した。医療保

険に加入している症例が 22 例（84.6%）で、不

明が 4 例（15.4%）あった。パートナーとの婚

姻関係を表43に示した。婚姻ありが19（73.1%）、

婚姻なしが 7 例（26.9%）であった。 

HIV 感染妊婦の感染判明時期を表 44 に示した。

感染分からずに妊娠が 4 例（15.4%）、感染判明

後初めての妊娠が 9 例（34.6%）、感染判明後 2

回以上妊娠が 13 例（50.0%）で、8 割は感染が

分かった上での妊娠であり、近年の傾向と同様

であった。HIV 感染判明後に妊娠した 22 例に

ついて、妊娠回数を表 45 に示した。1 回目 9

例（40.9%）、2 回目以降が 13 例（59.1%）で

あった。HIV 感染判明時期と妊娠転帰を表 46

に示した。人工妊娠中絶例は、感染判明後初め

ての妊娠で 1 例(3.8%)、感染判明後 2 回目妊娠

で 3 例（11.5%）であった。 

HIV 感染妊娠の妊娠方法と不妊治療の有無を

表 47 に示した。不妊治療ありは 3 例（11.5%）

であった。不妊治療なしは 23 例で、そのうち

予定内妊娠が 12（52.2％）、予定外妊娠が 10
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例（43.5％）、不明が 1 例（4.3%）であった。 

分娩までの受診歴を表 48 に示した。分娩に至

った 21 例中定期受診が 19 例（90.5%）、3 回以

下が 1 例（4.8%）、全く受診していないが 1 例

（4.8%）であったが、3 例以下は 29 週まで未

受診でその後 HIV 判明の症例、全く受診して

いない症例は未受診妊婦であった。 

 

D.考察 

HIV 感染妊娠の報告数は近年 40 例前後で推移

していたが、2017 年は 37 例、2018 年は 33 例

とやや減少傾向にある。今後の推移を予測する

ことは困難であるが、近年の傾向から徐々に

HIV 感染妊娠は減少していく可能性はある。し

かし新規 HIV 感染者が減少傾向にある訳では

なく、今後より詳細な解析を加え、症例数の推

移を予測することが必要と考える。 

大都市圏に多いことや日本人の占める割合が

増加していることには変わりはない。同様に

HIV 感染妊婦とパートナーの国籍の組み合わ

せは「日本―日本」が増加しており、これは感

染判明後の再妊娠の占める割合が増加してい

る影響と思われる。 

分娩様式は、経腟分娩例は飛び込み分娩等を除

くとほぼゼロとなっており、これは本研究班が

推奨してきた母子感染予防対策としての帝王

切開分娩が浸透している結果であると思われ

る。今後諸外国と同様に、血中 HIV ウイルス

量のコントロールが良好な例に関しては本邦

でも経腟分娩が許容され得る可能性があり、現

在検討を重ねている。近年 cART の普及により

ウイルス量コントロールは良好になってきて

おり、本邦でもウイルス量的に経腟分娩が許容

され得ると考えられる検出限界未満を基準と

すると、年間７～8 例程度の経腟分娩可能症例

が存在すると考えられる。他方、感染判明後の

複数回妊娠が増加していることから既往帝王

切開分娩例が増加しており、今後既往帝王切開

分娩による合併症も考慮する必要がある。 

平均在胎週数は予定帝切分娩においても 37 週

未満であり、これは休日・夜間帯といったマン

パワーが低下している時間帯での緊急手術を

避けるために、医師・スタッフが対応しやすい

時間帯で予定帝王切開術を施行していること

が要因のひとつと思われる。このような状況下

で 24 時間対応が必要となる経腟分娩が可能な

施設がどの程度存在するか、当研究班で検討を

進めている。 

近年 HIV 感染が判明している妊娠例に対して

はほぼ全例 cART が施行されており、平成 12

年以降感染予防策として「初期 HIV スクリー

ニング検査」「予定帝王切開」「抗ウイルス薬 3

剤以上」「児の投薬あり」「断乳」の全てを施行

した例での母子感染症例はなかった。しかし、

近年新規母子感染例は報告され続けている。特

徴として、妊娠感染判明時期が妊娠後期もしく

は分娩後に判明した例から全例母子感染は生

じている。特に妊娠初期 HIV スクリーニング

検査では陰性であったが、次子妊娠時に HIV

スクリーニング検査が陽性となったため前出

生児の HIV 感染の有無を調べたところ、母子

感染が判明する例や、児の何らかの HIV 関連

症状を発症することを契機として児の HIV 感

染が判明し、その上で母体の HIV 感染が初め

て判明する例がほとんどを占めている。感染経

路の特定は不可能であり、近年の傾向を見ると

今後も同様の経過で母子感染が生じる可能性

が高い。このような例では妊娠・分娩中のウイ

ルス量や妊娠背景などの詳細なデータ収集は

不可能であり、予防対策を構築することは困難

を極める。今後の母子感染予防対策として、ま

ず一つは妊婦健診を妊娠判明後早期に受診し、

妊娠初期・中期で HIV 感染を判明させること

と思われる。また妊娠初期スクリーニング検査

陰性例に対する予防対策は、常に HIV 感染は

生じ得るため、妊娠中に複数のパートナーと性

交渉をもった例や他の性感染症を合併してい

る例など妊娠中に HIV 感染リスクが生じたと

考えられる場合には躊躇せず、妊娠後期や授乳

期でも HIV スクリーニング検査を再度施行す
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ることを推奨していく必要がある。 

HIV 感染妊娠例のうち約 70％を感染判明後妊

娠が占める傾向が続いている。しかしその内訳

を見ると、妊娠以外の機会で HIV 感染が判明

した上で初めて妊娠・出産する例が増加傾向に

ある。こういった例では妊娠前から cART が施

行されていることが多く、ウイルス量コントロ

ールは良好な初産婦という症例が含まれる。こ

の中に経腟分娩が許容され得る例は多数含ま

れると思われ、今後実際に経腟分娩を試行して

いく上でこのような症例を対象として、妊婦の

意識調査や医療体制の整備を検討していく必

要があると思われる。 

また母子感染予防対策が確立しつつある現状

から今後も感染判明後の妊娠が多数を占めた

状態で推移する可能性が高いと思われるため、

感染判明後のフォローが非常に重要となる。

HIV 感染妊娠の転帰場所においてエイズ拠点

病院が占める割合は増加傾向にあり、約 95％は

最終転帰場所がエイズ拠点病院となっている。

今後経腟分娩が許容された場合もエイズ拠点

病院での対応が必須となることからも、好まし

い傾向であると思われる。この中で、実際に経

腟分娩が可能な施設を選定することが必要と

なってくる。 

 

E.結論 

HIV 感染妊娠は一定数存在し、2000 年以前と

比較し母子感染例は減少傾向にあり、母子感染

予防対策は確立されたと思われたが、近年母子

感染例が報告され続けている。特に、妊娠初期

HIV スクリーニング検査陰性例といった母子

感染予防対策が非常に困難な例での母子感染

例が多数を占めてきている。反対に妊娠初期・

中期までに HIV 感染が判明している例からの

母子感染例はなく、現在われわれが推奨してい

る母子感染予防対策を全て施行すれば、母子感

染は予防可能であることが証明されてきてい

る。今後母子感染ゼロを目指すために妊娠初

期・中期でのスクリーニング検査を 100％施行

することを徹底し、また妊娠・授乳中に HIV

感染の可能性がゼロではないと考えられる例

に対しては、積極的に複数回の HIV スクリー

ニング検査を施行すべきである。また分娩様式

は経腟分娩を許容していく可能性がある。HIV

感染妊娠や経腟分娩の安全性・現実的な対応方

法などを社会的に啓蒙した上で、受け入れ施設

の選定や経腟分娩時における予防策の確立な

ど、全国的に医療体制の整備を進めていく必要

がある。 
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図 1 令和元年度産婦人科小児科統合データベース構築 

 

 

図 2 HIV 感染妊娠の報告数 
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図 3 HIV 感染妊娠の報告都道府県別分布 
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図 4 HIV 感染妊婦国籍の変動 
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表 3 パートナーの国籍別症例数および HIV 感染割合 
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図 5 パートナーの感染有無 

 

 

図 6 HIV 感染妊婦とパートナーの国籍組み合わせ別変動 

 

 

図 7 HIV 感染妊娠の妊娠転帰別・年次別変動 
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図 8 分娩様式別変動 

 

表 4 緊急帝切症例における HIV 感染判明時期と緊急帝切理由 

 

 

表 5 2014～2018 年の緊急帝切症例における HIV 感染判明時期と緊急帝切理由 

 

 

表 6 在胎週数と出生児体重の平均 
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表 7 分娩様式・妊娠転帰別の母子感染 

 

 

表 8 年次別妊娠転帰と母子感染 

 

 

表 9 HIV 感染妊婦の血中ウイルス量最高値 
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図 9 抗ウイルス薬投与例の薬剤数別年次推移 

表 10 抗ウイルス薬投与による血中ウイルス量の変化 

 

 

表 11 分娩様式別母子感染率（産婦人科データベース） 
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表 12 HIV 感染判明時期・妊娠転帰別母子感染率（令和元年度統合データベース） 
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表 13 分娩様式と抗ウイルス薬の投与状況  

 
 

表 14 2000 年以降の分娩様式と抗ウイルス薬の投与状況  

 
 

表 15 分娩様式と抗ウイルス薬の投与状況 

 

 

表 16 2000 年以降の分娩様式と抗ウイルス薬投与状況 
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表 17 感染予防対策を施行した症例の分娩様式別母子感染率（2000 年以降） 

 
 

 

図 10 感染判明時期の推移 
 

 

図 11 分娩歴 
 

 

図 12 感染判明時期の推移 
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図 13 分娩前ウイルス量の推移 

 

 

図 14 妊娠中・分娩後に HIV 感染が初めて判明した症例の母子感染例 

 

 

図 15 母子感染例における妊娠初期スクリーニング検査陰性例 

 

表 18 HIV 感染判明以降の妊娠回数 
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図 16 HIV 感染判明時期別平均年齢（2009～2018 年） 

 

 

図 17 HIV 感染判明の有無と妊娠時期の年次推移別推移（2009～2018 年） 

 

 

図 18 HIV 感染判明の有無と妊娠時期の変動（2009～2018 年） 
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図 19 感染判明後妊娠の妊婦国籍       図 20 感染判明後妊娠のパートナー国籍 

    (2009～2018 年)               （2009～2018 年） 

 

 

図 21 感染判明後妊娠の加入保険内容（2009～2018 年） 

 

 

図 22 感染判明後妊娠の転帰年別分娩様式（2009～2018 年） 
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図 23 感染判明後妊娠の予定内・予定外妊娠（2009～2018 年） 

 

 

図 24 感染判明後妊娠の妊娠中投薬の有無（2009～2018 年） 

 

 

図 25 感染判明後妊娠の血中ウイルス量最高値（2009～2018 年） 



88 

 

 

図 26 感染判明後妊娠の転帰場所（2009～2018 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 27 HIV 感染妊娠の転帰場所          図 28 HIV 感染妊娠転帰場所 

（妊娠転帰不明例、妊娠中例を除く）           （2014～2018 年） 

 

表 19 転帰場所別分娩様式 

 

 

表 20 転帰場所別抗ウイルス薬投与状況 
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表 21 日本で経腟分娩した 69 例 

 



90 

 

表 22 都道府県別エイズ拠点病院の分娩取扱  表 23 都道府県別・最終転帰場所の HIV 感染妊娠数 

   状況と HIV 感染妊婦最終転帰施設数 

 



91 

 

 

図 29 婚姻関係別の妊婦転帰 

 

 

図 30 医療保険加入状況別の妊娠転帰 
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表 24 母子感染の 59 例 
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図 31 母子 59 例の転帰年と分娩様式 

 

 

図 32 母子感染、日本転帰 38 例の転帰年と分娩様式 

 

 

図 33 母子感染、外国転帰 18 例の転帰年と分娩様式 
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表 25 母子感染 59 例の転帰都道府県 

 

 

表 26 母子感染 59 例の妊婦国籍 

 

 

表 27 母子感染、日本転帰 38 例の妊婦国籍    表 28 母子感染、外国転帰 18 例の妊婦国籍 
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表 29 母子感染 59 例のパートナーの国籍 

 

表 30 母子感染、日本転帰 38 例のパートナー    表 31 母子感染、外国転帰 18 例のパートナー 

   の国籍                      の国籍 

 

 

図 34 母子感染 59 例のパートナーと国籍組み合わせ 

 

図 35 母子感染、日本転帰 38 例のパートナー    図 36 母子感染、外国転帰 18 例のパートナー 

   と国籍組み合わせ                 と国籍組み合わせ 
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図 37 母子感染 59 例の分娩様式 

 

 

図 38 母子感染、日本転帰 38 例の分娩様式    図 39 母子感染、外国転帰 18 例の分娩様式 

 

 

図 40 母子感染 59 例の転帰場所 
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図 41 母子感染 59 例の HIV 感染診断時期 

 

 

図 42 母子感染、日本転帰 38 例の感染診断時期  図 43 母子感染、外国転帰 18 例の感染診断時期 

 

 

図 44 妊娠歴（2000 年以降） 

 

 

図 45 初産婦の分娩前ウイルス量（2000 年以降） 
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表 32 2019 年全国二次調査報告症例数（重複回答を除く） 

 

 

表 33 2019 年妊娠転帰症例の報告都道府県 

 

 

表 34 2019 年妊娠転帰症例の妊婦国籍 

 

 

表 35 2019 年妊娠転帰症例のパートナー国籍 

 

 

表 36 2019 年妊娠転帰症例の妊婦とパートナーの国籍組み合わせ 
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表 37 2019 年妊娠転帰症例の HIV 感染妊娠の分娩様式と母子感染 

 

 

表 38 2019 年妊娠転帰症例の緊急帝切症例における HIV 感染判明時期と緊急帝切理由 

 

 

表 39 2019 年妊娠転帰症例の在胎週数と出生時体重の平均 

 

 

表 40 2019 年妊娠転帰症例の妊娠転帰場所 

 

 

表 41 2019 年妊娠転帰症例の抗ウイルス薬レジメン 

 

 

表 42 2019 年妊娠転帰症例の保険加入状況 
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表 43 2019 年妊娠転帰症例のパートナーとの婚姻関係 

 

 

表 44 2019 年妊娠転帰症例の HIV 感染判明時期 

 

 

表 45 2019 年妊娠転帰症例の HIV 感染判明後の妊娠回数 

 

 

表 46 2019 年妊娠転帰症例の HIV 感染判明時期と妊娠転帰 

 

 

表 47 2019 年妊娠転帰症例の妊娠方法 

 

表 48 2019 年妊娠転帰症例の分娩までの受診歴 
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令和元年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名： HIV感染女性と出生児の臨床情報の集積と解析およびウェブ登録によるコホート

システムの全国展開 

 

研究分担者：田中瑞恵  国立国際医療研究センター 小児科 医師 

研究協力者：外川正生  大阪市立総合医療センター小児医療センター 

小児総合診療科・小児救急科部長 

      兼重昌夫  国立国際医療研究センター 小児科 医師 

細川真一  愛育病院 新生児科 医師 

前田尚子  独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター 小児科 医長 

      寺田志津子 国立病院機構 大阪医療センター 小児科 科長 

 

要旨： 

全国病院小児科に対して通算 21 年目となる HIV 感染妊婦から出生した児（子ども）の診療実態

を調査した。1 次調査による 2018 年 9 月 1 日から 2019 年 8 月 31 日までの子ども症例数は、全国

でのべ 26 例、2018 年 9 月以前の調査に未報告であった子どもはのべ 8 例であったが、その後 2018

年以前に生まれた 8 例のうち 3 例が既報、1 例が誤報と判明したため計 30 例（19 施設）に対して

2 次調査を行った。子どもを診療した 19 施設に対して 2 次調査を行い、94.7％の施設から 27 例の

回答を得た。2 次調査の結果、1 例が既報例であった為、新規症例 26 例となり（うち平成 28 年 9

月以前の症例 1 例：以下同）これら 26 例について検討した。感染例は 1 例だった。地域別出生数

は関東甲信越が最多で、北海道からの報告はなかった。母親の国籍は日本 17 例であった。妊婦へ

の ART はなし 2 例であり、1 例は感染例で初期スクリーニング陰性だった。他 1 例は妊娠後期に

判明した例だった。分娩前のウイルス量（コピー/ml）は 1.0×104以上が 2 例あり、いずれも出産

までに HIV は判明していたが ART が施行されていない例だった。このハイリスク例のうち 1 例で

は経腟分娩が行われていた。ハイリスク例はいずれも非感染であった。感染児以外では、貧血が高

頻度で認められたが、ほとんど経過観察のみで軽快している。感染児は、児の AIDS 発症から感染

が判明した例であった、初期スクリーニングは陰性で、母乳感染が疑われている。今回の調査結果、

累計報告数は 606 例であった。感染／非感染／未確定の内訳は感染 55 例、非感染 393 例（本年度

調査追加 12 例、昨年未確定から本年度追跡で非感染確定例 7 例）、未確定 157 例（本年度調査追

加 12 例、昨年度未確定から非感染確定になり 7 例減）となった。   

フォローアップシステムの構築では、NCGM でのパイロット調査の継続および、全国展開に向け、

研究計画書を立案した。パイロット調査では、NCGM の倫理委員会で平成 29 年 8 月 2 日付で承認

を得た(研究名：ヒト免疫不全ウイルス陽性女性と出生した児の長期予後に関するコホート研究 The 

Japan Woman and Child HIV Cohort Study(JWCICS)、承認番号：NCGM-G-002104-01)。倫理

委員会の承認後、平成 29 年 8 月 23 日から症例の登録を開始し、2020 年 2 月 23 日現在、計 28 例

が登録された(本年度は 1 例)。今年度は、研究計画の立案を行い、本年度中に承認の予定である。 
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A.研究目的 

１）小児科二次調査 

①可能な限り、子どもの数、子どもの家族情報、

周産期情報、薬剤情報、罹病と生育の正確な状

況を把握し、母子感染率を検討する。 

②本邦の国情に合った子どもの健康管理およ

び発達支援に必要なデータベースを構築・更新

する。 

２）コホートシステムの開発 

①従来の小児科二次調査では、長期予後につい

ての調査は困難であり、コホートシステムの開

発により、HIV 陽性女性から出生した児の長期

予後を調査することを目的とする。この 3 年間

で、現在単施設である研究施設を、4 施設程度

に拡大することを目的とする。  

②症例の集積を図り、妊娠した女性および出生

児の長期予後についてデータを集積する。  

③また、システムを通じた患者支援ツールにつ

いて検討する。 

 

B.研究方法 

１）小児科二次調査 

全国の小児科を標榜する病院にアンケート調

査（吉野班による小児科一次調査）を行い、子

どもの診療経験について匿名連結不能型で発

生動向を把握した。全国の小児科を標榜する病

院 2,395施設に対し一次調査用紙を送付し、返

信はがきにより回答を得た。質問は以下に該当

する症例数を問うものであった。 

 質問１．2018年 9月 1日～2019年 8月 31日

までに出生した症例（新規症例） 

 質問２．2018 年 8 月 31 日以前に出生した症

例で、過去の調査に報告していない症例（未報

告症例） 

 上記質問に対しての有効回答の解析を行っ

た。 

 この一次調査で把握された症例について、将

来の追跡調査を目的とした匿名連結不可能型

の詳細な二次調査を行った。 

尚、一部症例登録用紙の改訂を行った。それに

伴い、国立国際医療研究センター倫理委員会で

審査し、平成 28年 8月 8日付で承認された。(研

究名：HIV感染妊婦から出生した児の実態調査、

承認番号：NCGM-G-001874-01) 

 

２）コホートシステムの開発 

 H27～29年に開始した、NCGMでのパイロット研

究を踏まえ、HIV 陽性女性および出生児のコホー

ト調査を全国展開する。研究は、web登録で行い、

医師(医療者)および、対象に対して健康調査を行

う。 

 わが国における、HIV 陽性女性から出生児の長

期予後、罹病、成長・発達についてコホート研究

を行うための、システム立案を行う。前年度まで

施行していた、小児長期予後についての研究結果

や、各国のコホートシステムを参考に、わが国で

実行可能なシステムを検討する。登録症例につい

て、半年（もしくは 1 年）に一度、現況、罹病、

成長・発達（児のみ）について、対象による現況

入力および、主治医による web登録し、データセ

ンターでデータ管理する。女性のフォロー中に、

妊娠があれば、その時点で、妊娠・出産の状況も

登録し、児も登録する。集計されたデータをもと

に、1年に一度解析を行い、報告する。 

 全国展開に向けては、昨年度パイロット調査を

継続する中で明らかとなった問題点、患者の移動

(転院)についても配慮されたシステムの在り方

について検討し、その内容を反映した研究計画を

立案する。 

（倫理面への配慮） 

本調査は「人を対象とする医学系研究に関す

る倫理指針」及びヘルシンキ宣言を遵守して実

施する。当調査の扱う課題は HIV 感染を中心

に、その周産期・小児医療、社会医学との関わ

りであり、基本的に「倫理面への配慮」は欠く

べからざるものであり、細心の注意をもって対

処する。 

 

C.研究結果 

１）令和元年（2019）年度小児科二次調査結果 

 診療経験あり 19 施設に対して当分担研究班

が詳細な二次調査を行った。その結果、2020
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年 1 月 20 日現在、回答無しは 1 施設（一次調

査回答は計 3 例）だった。以上から二次調査に

対する施設回答率は、18/19 施設(94.7%)だった。

この 18 施設から 28 例の報告を得た。うち 2 症

例は既報例だった。よって、新規報告は 26 例

だった。また、既報例のうち 1 症例は 2018 年

度の感染例の続報であり、感染児の検討では合

わせて考察することとする。診療経験あり施設

ごとの症例数は 1〜4 例であった。最終的に新

規症例として 17施設から 26例の報告について

詳細に検討した。26 例のうち、2018 年 8 月 31

日以前に出生したのは 1例で感染例のみだった。

25 例の内訳は非感染 12 例、未確定 13 例であ

り、感染例は 1 例であった。 

 この 26 例について以下の解析を行った。 

①年次別出生数と感染状況 

 今年度 25 例の他に昨年度までに出生した 1

例が含まれ、感染例だった。 

②地域別出生数 

 関東甲信越 15 例と最多であり、北海道から

の報告はなかったが、ほぼ全国からの報告があ

った。その他、東北 2 例、中部 2 例、近畿 2 例、

中国・四国 3 例、九州・沖縄 2 例 

③母親の国籍 

 母親の国籍は日本 17例、外国 9例であった。 

④父親の国籍と父親の感染状況 

 日本 16 例、外国 5 例、不明 5 例でうち 1 例

は精子提供による妊娠だった。 

 父親の感染状況は、陰性 9 例、陽性 1 例、不

明 16 例で不明のうち 1 例は精子提供だった。 

⑤同胞について 

 15 例において同胞が 1〜2 人あり、3 症例で

同胞の感染例があったが、この内の 2 症例は双

児の症例の為、同胞は同一児であり、計 2 人の

感染例同胞の報告があった。 

⑥妊婦の感染判明時期と抗ウイルス薬投与状

況 

 妊婦の感染判明時期は妊娠中が 3 例で 13週 

1例、31週 1例、出産直前 1例だった。 

 妊婦への ART 開始時期は、妊娠前から服用

が 20 例、妊娠中開始が 3 例、分娩時 1 例、な

し 2 例であった。妊婦への投与なし 2 例のうち

1 例は感染例だった。他方は妊娠後期に感染は

判明していたが分娩時の AZT のみ投与してい

た。 

 薬剤投与なしの 2 例と、分娩時から薬剤投与

した 1 例を除く 23 例についてキードラッグの

詳細は RAL：14 例（内 1 例は DRV+TVD と併

用）、DTG：2 例、ATV+RTV：1 例、DRV+RTV：

3 例、PCX：1 例、GEN：1 例（妊娠 12 週か

ら RAL+TVD に変更）であり、RAL が 14 例と

最も多かった。バックボーンでは、DVY：8 例、

EZC：7 例、TVD：6 例であったが、DVY 使用

の 4 例は 5~12 週で TVD に変更しており、逆

に TVD 使用の 1 例は 9 週で DVY に変更にな

っている。以上より経過中に最も多く使用され

ていたのは TVD だった。 

⑦分娩前妊婦の免疫学的・ウイルス学的指標 

 妊婦のウイルス量（コピー/ml）は 1.0×106

以上は 0 例、1.0×104台 1 例、1.0×103台が 1

例、200 コピー未満 23 例でうち 14 例は測定感

度以下であった。 

⑨新生児への対応 

 感染例を除く 25 例全例で母乳は禁止されて

いた。 

 新生児への抗ウイルス薬は、感染例 1 例を除

く 25 例で投与ありだった。投与のあった 25 例

で 23 例が AZT 単剤であった。2 例は母子感染

リスクが高いため、1 例 NVP3 日間投与、1 例

は NVP28 日間、3TC28 日間を併用していた。 

AZT の投与回数は、近年出生例ではほぼ 2 回

/日であったが、今年度の調査では全例で 2 回/

日であった。 

投与期間は 1 例を除く 24 例で回答があり、2

週間未満（13 日）が 1 例、2 週間 2 例、4 週～

6 週間が 7 例、6 週間以上が 14 例（うち 10 例

は 6 週間）だった。2 週間投与 2 例は双胎で、

経過良好のため、主治医の判断で 2 週間で終了

している（最新の英国のガイドラインに従っ

た？）。 
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⑩新生児における問題 

 出生した児の性別は、男：15 例（1 例）、女：

11 例、在胎週数は、37 週以上 16 例だった。早

産は 10 例(34 週～36 週)だった。経腟分娩での

出生例が 2 例（1 例）あり、うち 1 例は妊娠初

期スクリーニングでは陰性であり、母乳感染が

疑われる感染例だった。その他 1 例は分娩直前

に母体感染が判明したが、母が帝王切開拒否し

たために経腟分娩で出生した。 

 新生児期合併症は新生児一過性多呼吸が 7例

だった。奇形は認めなかった。 

 貧血は 21 例において指摘された。20 例で

AZT単剤、1例で多剤の予防内服がされていた。

最低 Hb 値は、9g/dL 未満は 7 例だった。 

⑫感染例について 

 今年度の調査で新たに感染 1例が報告された。

また、さらに 1例で既報例の続報が報告された。

続報例は、感染は家族の AIDS 発症から家族内

スクリーニング施行し判明したが、児も診断前

から血小板減少症があり、慢性 ITP として治療、

経過みられていた例だった。妊娠初期スクリー

ニングは陰性で、母乳投与も明らかでなかった

ことから、妊娠後期での感染を疑われている。

診断後、転院しており、今回の報告では、児に

対しても ART が開始されており、現在は症状

なし、ウイルス量の感度以下でコントロール良

好である。 

 新規の報告例は、妊娠中のスクリーニングは

陰性、経腟分娩で出生、母乳の投与があった。

児の AIDS 発症から、母体の感染も判明してい

る。経過から、母乳感染が疑われている。発症

時、精神運動発達遅滞、HIV 脳症、脳動脈壁不

整（VZV 血管炎の疑い）、播種性 MAC、CMV

感染などがあり重篤な状況であった。報告現在、

ART が開始されているが、依然として状態は安

定していないとの報告だった。 

2）小児科二次調査・追跡調査 

 昨年度調査時に 1 歳半に達しておらず HIV

感染の有無が「未確定」だった 7 例（4 施設）

について追跡調査を行った。返送率は 100％で

あった。うち、全ての症例において非感染が確

定していた。また、非感染が確定した後に診察

を自己中断した例と転院した例がそれぞれ 1例

ずつあった。また、追跡調査を行った 7 例全て

において、その後の発達障害や成長障害等は見

られなかった。 

3）小児科二次調査 19 年間のまとめ（表 1） 

 今回の調査結果、累計報告数は 607 例であっ

た。感染／非感染／未確定の内訳は感染 55例、

非感染 394 例（本年度調査追加 12 例、昨年「未

確定」から本年度追跡で「非感染」確定例 7例）、

未確定 157 例（本年度調査追加 12 例、昨年度

「未確定」から「非感染」確定になった為 7 例

減）となった。また、「非感染」には、過去に

報告を受けたが詳細な情報が得られなかった 1

例も含まれている。 

4)フォローアップシステムの構築 

 今年度は、NCGM のパイロット調査の継続

と、全国展開に向け研究計画を立案した。 

①パイロット調査の現況 

 2017 年 8 月 23 日より、症例登録を開始した。

2020 年 2 月 14 日現在、28 例の登録を得た。

本年度の登録は 1 例だった。 

a.同意取得状況（図 1） 

 同意については以下の 4項目について取得し

た。 

ⅰ.医療者が、あなたの過去の診療状況および現

在の状態の調査に回答すること 

ⅱ.医療者が、あなたのお子さんの過去の診療 

 状況および現在の状態の調査に回答するこ 

 と 

ⅲ.あなたが、あなたの現在の状態の調査に回答 

すること 

ⅳ.あなたが、あなたのお子さんの状態の調査に 

回答すること 

それぞれ 1～4 の同意取得数（％）は、28  

（100%）、26 (92.9%)、25(89.3 %)、19(85.7％)

だった。 

b.妊娠転帰(図 2) 

 2020 年 2 月 14 日までに妊娠転帰が明らかと
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なったのは、のべ 44 例だった。転帰の内訳は、

選択的帝王切開 21 例、緊急帝王切開 5 例、経

腟分娩 5 例、自然流産 2 例、人工中絶 11 例だ

った。転帰年毎にみると、2007 年以降に選択

帝王切開の例が全例含まれていた。また、感染

判明後に経腟分娩した例はなかった。 

Ⅴ.女性の現況(図 3) 

 登録例は、全例生存中であった。2019 年 4

月 1 日現在の年齢分布(カッコ内は出産歴あり)

は、26～30 歳が 3 例（2 例）、31 歳～35 歳が 4

例(2 例)、36～40 歳が 12 例(10 例)、41～45 歳

が 4 例 （3 例）、46~50 歳が 4 例（3 例）、50

歳以上が 1 例（1 例）だった。出生児の数は一

女性あたり、1～3 例だった。 

Ⅵ.出生児の現況(図 4) 

 登録例は、24 例で全例生存中であった。感染

児は 1 例、非感染児は 21 例、データなしが 2

例だった。出生児の年齢分（2019 年 4 月 1 日

現在）は、0 歳が 4 例、1～3 歳未満が 6 例、3

～6 歳未満が 7 例、6 歳以上が 7 例だった。 

②システム開発 

 JCRAC データセンターと協働してシステム

開発を行った。データベースツールとして、

REDCap (Research Electronic Data Capture)

を採用した。REDCap は米国 Vanderbilt 大学

が開発したデータ集積管理システム（EDC）で

ある。アカデミック医学研究では世界標準にな

り つ つ あ る 支 援 ツ ー ル で 、 REDCap 

Consortium Partner に な れ ば 、 米 国

Vanderbilt 大学から無償でライセンスを受け

られる。（アカデミアの場合）また、特徴とし

て、収集データに対し、自身でサーベイやデー

タベースが自由にカスタマイズ可能、モバイル

App や活動量計などの連携が可能などである。

今回、EDC として REDCap を採用した理由と

して、１．データマネージメント業務を標準化、

２．EDC 構築・運用コストの抑制、３．研究

者主導臨床研究では、プロトコル、CRF の変更

が多いので迅速に eCRFの変更を行えるという

点である。その中で、アカデミアで利用実績が

あり、導入・運用コストの低い EDC として

REDCap 導入した。日本でも多くのアカデミア

で導入が進んでおり、平成 26 年 2 月に Japan 

REDCap Consortiumが大阪大学に設立されて

いる。REDCap の作動環境は、１．アプリ  

REDCap ver6.10.32．OS CentOS 7、３．

Web  Apache 2.2.15、４．DB MariaDB 

ver5.5、５．言語 PHP ver5.3.3、６．メール  

SMTP Email 2.6.6 である。JCRAC データセン

ターでは、サーバは JCRAC データセンター内

に設置し、運用管理を実施している。 

③多施設でのコホート研究（JWCICSⅡ）の立

案 

現在、倫理審査委員会に申請中であり、本年度

内の承認を予定している。 

本研究では、以下のことについて配慮し研究計

画を立案した。 

a．新たな女性のリクルートは分娩歴のある女

性のみとする。 パイロット調査の対象女性は

再同意が得られれば、規定の期間までは継続と

する。施設は 4 施設限定で開始する。 

施設は、 

国立国際医療研究センター 

大阪市立総合医療センター小児医療センター 

国立病院機構名古屋医療センター  

大阪医療センター  

から開始し、徐々に拡大する。 

b．対象女性から出生した児のうち感染児は別

個にコホートし、非感染児と観察項目を分け、

データ入力をしやすくする。 

c.感染児については、二次調査から症例のリク

ルートを行い、施設を限定せず全国から症例を

リクルートする。 

d．二次調査とコホートで得たデータを統合し

て利用できるように配慮する。 

e.女性のデータは、パイロット調査からの移行

対象以外は、内科医師からのデータは取得せず、

対象本人から情報を取得する。妊娠データにつ

いては引き続き、イベント発生毎に取得する。 

f.CRF は出来るだけ、個別にメールで URL 連
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携にし、入力時期を逸脱しないように配慮する。 

g.二次調査と重複登録はしない。 

これらに伴い、パイロット調査で使用している

RedCap は引き続き EDC として使用するが、

仕様は変更する方針であり、現在調整中である。 

④産科・小児科二次調査との連携 

 コホート研究と、二次調査のデータを重複な

く統合して使用するため、二次調査も RedCap

を使用する方向で、検討している。いままで個

別に作成していた観察項目についても、文言の

統一を図り、コホート調査と産科・小児科二次

調査が連携をとれるように調整を図った。さら

に、産科、小児科二次調査で調査期間が異なっ

ていたこと、転帰を配慮できない状況での調査

が含まれていたことから、転帰があった症例の

みを集積するなどの調査手法についても統一

を図った。 

 

D.考察 

１)小児科二次調査 

本年度は、施設回答率は 94.7%と高水準であ

った。今年度の報告は昨年度と報告数は横ばい

であった。今年度は過去に報告のなかった 1 施

設から新たに報告を受けた。徐々に、診療施設

の増加を認める。本年度は既報例が感染児以外

なく、前年までの報告で HIV 感染予防策を施

行され出生した未報告例の拾い上げがなされ

たと考える。継続的に全国に調査していること

で調査自体が全国に認知されている可能性が

あり、今までと同様な網羅的な調査が全数把握

には有効であると考える。また、感染児が新た

に 1 例報告され、近年は毎年報告されている状

況である。今年報告例は、児の発症から判明し

ており、児は AIDS を発症しており、経過から

は精神発達遅滞など治療後も後遺症として残

る可能性がある。しかし、初期スクリーニング

は陰性で、母乳感染が疑われていることから、

やはり母子感染予防策では予防できない例で

あった。小児 HIV 感染症は希少疾患であるた

め、日常診療で遭遇することは稀である。その

ため疾患名は知っていても鑑別診断に挙げづ

らい状況にある。希少ではあるものの、例年報

告例があること、そのほぼ全例で妊娠初期スク

リーニングは陰性で様々な状況で診断されて

いることなどをより広く社会に情報拡散する

ことで、日常診療での HIV 感染症の鑑別が迅

速に行われるようになる可能性がある。一方非

感染例のほとんどは母体ウイルスコントロー

ル良好例であり、母体コントロールが良好で、

予防法が確実に行われれば、感染予防は可能で

ある。その一方でハイリスク症例の報告も 2 例

ありそれらに対する対応は一定でなく、現場で

の混乱、難しさが伺えた。 

児の AZT の副作用として貧血は報告例では

高頻度（84%）であり、今後も注意が必要であ

るが輸血などの対処がされる例はなくほぼ経

過観察で軽快している。児における AZT 投与

方法はここ数年で改定されており、本年度の調

査では全例で 2 回/日の AZT 投与がなされてい

た。AZT の投与期間はまだ一定ではないが、母

体のウイルスコントロールが良好である場合

は、昨年は 4 週間に短縮される例が増加してき

ており、2 週間に短縮する例も認めた。妊婦の

分娩時のウイルス量検出感度未満、検出感度以

上 200 コピー未満（図 5）で児に対する AZT

投与期間について我が国のガイドライン刊行

前（2016 年 8 月～2018 年 3 月）と刊行後（2018

年 4 月～2019 年 8 月）で比較してみたところ、

ウイルス量検出感度未満で、28 日以下の投与が

前 23.8％、後 31.3％、ウイルス量検出感度以上

200 コピー未満で前 11.8％、後 27.3％だった。

いずれでもガイドライン刊行後に AZT の短縮

（4 週間）が多い結果であり、その傾向は分娩

時のウイルス量検出感度以上200コピー未満に

おいてより顕著だった。以上から、我が班で刊

行したガイドラインが適切な AZT 投与に寄与

している可能性がある。また、最新の英国のガ

イドラインでは母体のリスク分類を細分化し、

場合によっては児に対する AZT 投与は 2 週間

に短縮することを推奨している。本年度の報告
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でも 2 例、2 週間投与を採用している例があり、

今後我が国のガイドラインをどのように改定

していくか検討すべきである。 

今年度は新規 1 例の感染例が報告されたが、

母子感染予防策が遂行されていない症例であ

り、完全に遂行された例では、感染例はないこ

とから現行の予防策は有効であり、如何に早期

に母体の HIV 感染症を把握するかが重要であ

る。先に述べたように、如何に母体の HIV 感

染を早期に把握するかが重要であり、HIV 感染

のみならず他の母子感染症の予防のために、妊

婦検診の重要性と、検診を補助する仕組みづく

りが重要である。吉野班の報告より、全国の妊

娠初期 HIV スクリーニングの施行率はほぼ

100％に近くを維持しているにも関わらず感染

児の報告が増加していること、近年の小児 HIV

感染例の報告の多くが、出生後数年たってから

感染が明らかとなった例で、現在の母子感染予

防策は妊娠初期の HIV スクリーニングを起点

とした予防策であることから、現行の母子感染

予防策の限界が明らかで、こういった例につい

てどのような対策が有効か引き続き検討が必

要である。また、小児 HIV 感染症の症例は稀

であるが、2015 年以降ほぼ毎年報告を認める

ようになり、増加傾向にある。今後の発生動向

に注意が必要な状況である。さらに、多くの小

児科医は診療の経験がなく、経験を積むことも

我が国の現状では困難な状況にあり、診療体制

が整っていない。一度感染すると長期の通院が

必要であることから、病院の集約には限界があ

り、相談システムを確立することで、スムーズ

な診療が行えるようにすることも今後の課題

である。 

２）フォローアップシステム構築 

①パイロットコホート調査 

 今年度は、より確実なリクルートや煩雑さを

解消する目的で、出産予定のある女性を中心に

リクルートを行ったことから、1 例と少数の新

規登録に留まった。来年度は、既に出産は終わ

っているが、児を持つ女性もより多くリクルー

トする方針とする予定である。現在、少数では

あるが蓄積された症例は全例で生存が確認さ

れており、数年の経過では予後良好だった。ま

た、メールの回答率は 75％程度あることがわか

っており、医療者からの情報収集よりも対象者

からの情報収集の方が効率的であった。このこ

とより、多施設コホートでは、対象者への質問

項目を困難でない範囲で増やすことでより質

の高い調査が可能になると考えられた。 

②多施設コホートの展開 

 コホート研究を昨年度から開始したが、開始

後も検討すべき点が多々あり、今後の多施設展

開を見据え修正点を検討した。 

 パイロット調査で最も問題であった情報入

力の促進と、複数部署の連携については、多施

設研究では医療者からの内科情報の取得を取

りやめ、関連部署をスマートにする。また、各

CRF を個別のメールで関連付け、入力依頼、催

促を行うことで、入力者の混乱を軽減する。

NCGM ではカルテと連動し、自動で情報が収

集できるなどのシステムが有効な可能性があ

り、試行する。情報管理については、対象者の

メールアドレスを対象者の目前で入力、確認、

対象者に登録確認メールが到着することまで

を確認することで、安全に管理されている。医

療者から収集する情報についても、アカウント

登録した者のみの限定となっており、パスワー

ド複数回間違いによるロックなど行われてお

り、安全に設定されている。多施設に広がるこ

とから、情報の安全面についてはより一層強化

する予定である。 

③産科・小児科二次調査との連携 

 産科・小児科二次調査およびコホート調査の

データを全体として、データベース化すること、

質の高いデータの蓄積を行うため、コホート調

査の研究計画から端を発し研究班の横断的研

究も見直しを図る機会となった。我が国の HIV

陽性女性および出生児に関するデータは本調

査が唯一であり、貴重であることから、今後も

丁寧なデータの蓄積とデータ管理が必要とさ
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れ、コホートの開始や二次調査の見直しは有用

であると考える。 

 

E.結論 

 いずれの研究についても概ね良好に遂行で

きたが、コホート調査については遂行をより促

進する必要がある。 

 

G.業績 

原著論文による発表 

１）田中瑞恵，後天性免疫不全症.小児科診療ガイ

ドライン第 4 版（五十嵐隆編）.580-589,総合医学

社,2019 

2）田中瑞恵，小児の HIV 感染症.今日の小児治療

指針第 17 版（水口雅編），医学書院, 2019 

3）田中瑞恵（2019 年）HIV 母体児への対応とフ

ォローアップ.小児内科,52巻1号,101-104,東京医

学社,2020 

4）外川正生, 小児、青少年期における抗 HIV療

法．（鯉渕智彦、白阪琢磨編）抗 HIV治療ガイド

ライン（2019年 3月発行 7月 27日改訂），H30

年度厚生労働行政推進調査事業費補助金エイズ

対策政策研究事業 抗 HIV治療ガイドライン HIV

感染症及びその合併症の課題を克服する研究班，

128-141,2019 

学会発表・講演・教育 

国内 

１）田中瑞恵．HIV 母子感染の現状と今後の課題.

国際母子カンファレンス,2019,東京 

2）兼重昌夫．HIV 感染妊婦から出生した児の管

理,ACC 研修 周産期・小児医療コース， 2019,

東京 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 
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年 出生数 感染 非感染 未確定・不明 

1984 1 1 0 0 

1987 3 1 2 0 

1988 1 0 1 0 

1989 4 0 3 1 

1990 1 0 1 0 

1991 5 4 0 1 

1992 6 3 2 1 

1993 13 6 6 1 

1994 13 3 10 0 

1995 20 8 11 1 

1996 15 3 11 1 

1997 19 5 13 1 

1998 24 3 17 4 

1999 23 1 21 1 

2000 24 4 15 5 

2001 26 0 25 1 

2002 28 1 20 7 

2003 20 0 15 5 

2004 22 0 13 9 

2005 20 1 14 5 

2006 25 1 18 6 

2007 18 0 12 6 

2008 20 0 9 11 

2009 12 1 4 7 

2010 17 2 14 1 

2011 19 0 12 7 

2012 22 0 18 4 

2013 21 0 11 10 

2014 11 0 6 5 

2015 39 2 21 16 

2016 26 0 9 16 

2017 37 3 23 11 

2018 25 1 17 7 

2019 26 1 12 13 

2019追跡   7 -7 

不明 1 0 1 0 

 607 55 394 157 

表１：年次別出生数と児の感染状況 
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図 1：同意取得状況 

 

図 2：妊娠転帰 

 

人 

年 
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図 3：女性の年齢分布 

 

図 4：出生児の年齢分布 
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図 5：AZT 投与期間の比較（ガイドライン刊行前後） 
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令和元年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV感染妊娠に関する診療ガイドラインと HIV母子感染予防対策マニュアル 

の改訂 

 

研究分担者：山田里佳  JA愛知厚生連 海南病院 産婦人科 外来部長 

研究協力者：谷口晴記  地方独立行政法人 三重県立総合医療センター産婦人科 

      塚原優己  国立研究開発法人国立成育医療研究センター周産期・母性診療センター

産科 医長 

      井上孝実  医療法人 葵鐘会（きしょうかい）ローズベルクリニック 副理事 

      出口雅士  神戸大学大学院医学研究科外科系講座 産婦人科学分野 特任教授 

      中西豊   独立行政法人 国立病院機構 名古屋医療センター産婦人科 医長 

      定月みゆき 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター産婦人科 病棟医長 

      大里和広  市立四日市病院産婦人科 周産期母子医療センター長 

      白野倫徳  地方独立行政法人大阪市民病院機構大阪市立総合医療センター 

 感染症内科 医長 

      田中瑞恵  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 小児科 医師 

      鳥谷部邦明 三重大学医学部 産婦人科学教室助教 

      千田時弘  桑名医療センター 産婦人科 医師 

      杉野祐子  国立国際医療研究センター エイズ治療研究開発センター 看護師 

      渡邉英恵   独立行政法人 豊橋医療センター 産婦人科 看護部 

            羽柴知恵子 独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター外来 副看護師長 

 

研究要旨： 

2018年3月に発刊された「HIV感染妊娠に関する診療ガイドライン」初版の検証と改訂を行った。

このガイドラインは、わが国の医療経済事情や医療機関の対応能力を考慮した、欧米とは異なる日

本独自のガイドラインである。今後も世界での HIV診療の進歩に対応すべく、各国のガイドライン

や文献を参照しながら、日本における医療体制や産科診療体制の変化に対応して、令和 2年度内に

改訂第 2版の発刊目指す。 

2014 年 3月既刊の「HIV母子感染予防対策マニュアル」第 7版の改訂を行い、第 8版として 2019

年（平成 31年）3 月に発刊した。HIV診療の実際は、産科や内科の医師だけではなく、助産師、看

護師、薬剤師、コメディカルがチームで対応する必要がある。したがって、マニュアル改定では項

目の順序をガイドラインに合わせ、各項目がすぐに対照できるように配慮した。また新規抗 HIV薬

の開発をはじめとする抗 HIV療法の発展には目まぐるしいものがあり、インターネットでの情報取

得が容易になっていることから薬剤の添付資料などの掲載は割愛し、マニュアルの大幅なスリム化

を図った。このマニュアルを全国のエイズ治療拠点病院、周産期母子医療センター、保健所や自治

体に郵送し、さらに日本産科婦人科学会や日本周産期・新生児医学会の学術集会などで配布するこ
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とにより、マニュアル改定第 8版の周知拡散を図った。 

 

A.研究目的 

日本における HIV 感染妊娠は、近年 40 例前

後で推移しており、減少傾向にはないと思われ

る。本研究分担班は、2018 年 3月に「HIV感染

妊娠に関する診療ガイドライン」初版を発刊し、

2019年 3月には「HIV母子感染予防対策マニュ

アル」第 8 版を改訂発刊している。今後、HIV

診療の進歩や日本における医療体制や産科診

療体制の変化に対応すべく、マニュアルおよび

ガイドラインは継続して改訂していくことが

重要である。本年はガイドライン改訂版の令和

2 年度中の発刊に向け、改訂準備を推進した。 

 

B.研究方法 

2019年 3月発刊の「HIV母子感染予防対策マ

ニュアル」第 8版を全国のエイズ治療拠点病院、

周産期母子医療センター、保健所や自治体に郵

送し、さらに日本産科婦人科学会や日本周産

期・新生児医学会の学術集会などで配布した。

さらに、研究班のホームページにも掲載するこ

とにより、マニュアル改定第 8版の周知拡散を

図った。 

ガイドラインの改訂においては、資料を集め、

要約の改訂と推奨度の決定、および解説の修正

と文献の最新化を行った。初版には記載されて

いない各項目の推奨度は、先進各国の HIV母子

感染予防対策ガイドラインを参照した上で、日

本の診療体制の現状を鑑みて決定した。 

（倫理面への配慮） 

ヘルシンキ宣言に基づいた倫理原則を順守す

る。この分担班では個人情報を扱わないが研究

班全体の一環として研究班代表者の施設での

倫理委員会での承認を得た。 

 

C.研究結果 

マニュアル第 8版の関連施設への郵送や学術

集会での配布および PDF 版のホームページへ

の掲載による拡散は順調である。 

令和元年度は、6月および 11月に分担班会議

を開催し、ガイドライン改訂について推奨度の

検討および要約の改訂を行った（資料）。 

マニュアル改訂第 8 版の改定内容について、

日本産科婦人科学会学術集会にて発表した。 

 

D.考察 

マニュアル改訂に関して、学会発表等で意見

をいただいた。主な意見はガイドラインとマニ

ュアルの違いや、マニュアルの今後の必要性に

ついてであった。ガイドラインは HIV感染妊娠

の診療においてより良い方法を選択するため

の一つの基準を示し、その根拠となるこれまで

のエビデンスを示しているものである。一方マ

ニュアルは、HIV感染妊娠の診療現場における

実際の基本的手法を詳しく述べたものであり、

各施設の都合で部分的に修飾することも可能

である。したがってガイドラインやマニュアル

はともに、エビデンスや医療体制の変化に合わ

せて改訂されるべきものである。ただ経済的理

由や携行閲覧の利便性から、今後は製本発刊せ

ず、ホームページ等のインターネット上での掲

載に留めることも検討する価値がある。経腟分

娩を可能とする分娩様式の推奨の変更に関し

ては議論を要するところである。一定の選択基

準をクリアした症例の母子感染率に分娩様式

での差はないものの、分娩施設基準や施設の診

療体制の差と母子感染率については参考とな

る報告がない。HIV感染妊娠の発生数が欧米諸

国と比較し少なく、周産期医療体制の整備が不

十分な反面、医療保険制度が充実しているわが

国において、HIV 感染妊娠の経腟分娩に 24 時

間対応できる分娩施設は非常に少ない現状が、

定月班の調査結果から明確になっている。ガイ

ドラインの改訂においては、さらなる資料収集

と要約の検討が必要である。 

 

E.結論 
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平成 30 年度は、「HIV母子感染予防対策マニュ

アル」の改訂し第 8版を発刊し、PDF版を当班

のホームページに掲載した。令和元年度は、

「HIV感染妊娠に関する診療ガイドライン」初

版の改訂に向けて資料収集と要約や推奨度の

検討を行った。 

 

G.研究業績 

1.論文 

１）山田里佳、谷口晴記、杉野祐子他．HIV母

子感染予防対策マニュアル 第 8 版（平成 30

年度厚生労働科学研究費補助金エイズ対策政

策研究事業「HIV感染者の妊娠、出産、予後に

関する疫学的、コホート的調査研究と情報の普

及啓発法の開発ならびに診療体制の整備と均

てん化に関する研」班 分担研究「HIV感染妊

娠に関する診療ガイドラインの改訂と HIV 母

子感染予防対策マニュアルの補填」班）、2019

年 3 月 25日発刊 

 

２）山田里佳、白野倫徳、谷口晴記、喜多恒和．

特集母子感染症の必修知識―エキスパートに

学び予防につなげる HIV 母体管理―分娩管

理を含めて.小児内科、2020；52：96-100 

 

２．発表 

１）山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝美、

千田時弘、大里和広、定月みゆき、中西 豊、

出口雅士、鳥谷部邦明、杉浦 敦、桃原祥人、

喜多恒和：日本における HIV感染妊娠に関する

診療ガイドライン初版と HIV 母子感染予防対

策マニュアル第 7 版の改訂について．第 71 回

日本産科婦人科学会学術総会．名古屋、2019.4 

 

２）山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

白野倫徳、出口雅士、中西 豊、鳥谷部邦明、

大里和広、千田時弘、杉野祐子、羽柴知恵子、

渡邉英恵、杉浦 敦、吉野直人、定月みゆき、

田中瑞恵、桃原祥人、喜多恒和：「HIV 母子感

染マニュアル第 8版」改訂内容について．第 36

回婦人科感染症学会．宮崎、2019.5 

 

３）鳥谷部邦明、山田里佳、谷口晴記、塚原優

己、井上孝実、白野倫徳、出口雅士、中西 豊、

大里和広、千田時弘、杉野祐子、羽柴知恵子、

渡邉英恵、杉浦 敦、吉野直人、定月みゆき、

田中瑞恵、桃原祥人、喜多恒和：日本における

HIV感染妊娠に関する診療ガイドライン初版と

HIV母子感染予防対策マニュアル第 7版の改訂

について．第 55回周産期・新生児学会．松本、

2019.7 

 

４）白野倫徳、山田里佳、谷口晴記、塚原優己、

井上孝実、出口雅士、中西 豊、鳥谷部邦明、

大里和広、千田時弘、杉野祐子、羽柴知恵子、

渡邉英恵、杉浦 敦、吉野直人、定月みゆき：

HIV母子感染予防のｃART「HIV 母子感染予防

対策マニュアル（第8 版）」および「HIV 感染

妊娠に関する診療ガイドライン（初版）より．

第33回日本エイズ学会学術集会総会．熊本、

2019.11 

 

５）山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

白野倫徳、出口雅士、中西 豊、鳥谷部邦明、

大里和広、千田時弘、杉野祐子、羽柴知恵子、

渡邉英恵、杉浦 敦、吉野直人、定月みゆき、

田中瑞恵、桃原祥人、喜多恒和：「HIV 母子感

染予防マニュアルについて-挙児希望 HIV 感染

者の感染予防の紹介-」．第 32 回日本性感染症学

会学術大会．京都、2019.12 

 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得：無 

2.実用新案登録：無 

3.その他：無 
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資料

HIV感染妊娠に関する診療ガイドライン（改訂版） 目次 

 

第1章 HIV感染妊娠の現状 

第1項 世界の現状と HIV母子感染の感染経路   （初版 1.2.4項） 

第2項 日本の現状               （初版 3.5項） 

第3項 日本における HIV母子感染予防対策の歴史 （初版 6項） 

第2章 妊娠検査スクリーニング 

第1項 HIVスクリーニング検査と感染症スクリーニング検査 

第2項 妊娠中の検査とモニタリング 

第3章 妊娠中の抗 HIV療法 

第1項 抗 HIV薬の選択   (初版第 1項は第 2章 2項に入れ込む) 

第2項 開始時期 

第3項 ｃART 中の妊娠 

第4項 妊娠後期に HIV感染が判明した場合のｃART 

第4章 特殊な状況 

第1項 B型肝炎ウイルス（HBV）感染合併 

第2項 C型感染ウイルス（HCV）感染合併 

第3項 結核および日和見感染合併 

第5章 周産期管理 

第1項 分娩方法（分娩様式・時期）   (初版第 1項は第 2章 2 項に入れ込

む) 

第2項 切迫早産、早産、前期破水の対応 

第3項 分娩中の AZT投与 

第6章 児への対応 

第1項 新生児の管理・検査 

第2項 抗 HIV薬予防投与 

第7章 未受診妊婦への対応 

第8章 産褥の対応 

第1項 母乳 

第2項 産後のｃART 

第3項 産後管理 

第9章 HIV感染女性の妊娠について 
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令和元年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV感染妊婦の分娩様式を中心とした診療体制の整備と均てん化 

 

研究分担者：定月みゆき 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 産科医長 

研究協力者：蓮尾泰之  独立行政法人 国立病院機構 九州医療センター 産婦人科部長 

      林 公一  独立行政法人 国立病院機構 関門医療センター 産婦人科部長 

      中西 豊  独立行政法人 国立病院機構 名古屋医療センター産婦人科部長 

      五味淵秀人 吉田産婦人科小児科医院 副院長 

      中西美紗緒 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 産婦人科医師 

      杉野祐子  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター ACC看護師 

      中野真希  横浜市立市民病院 産婦人科 病棟師長（助産師） 

 

研究要旨： 

2018年 3 月に発刊された HIV感染妊娠に関するわが国独自の診療ガイドラインならびに 2019 年

3 月に改訂発刊された HIV 母子感染予防対策マニュアル第８版により、日本全国において HIV 感染

妊婦診療の均てん化が期待されるが、現場では HIV感染妊婦の受入がスムースに行われていない現

状を目の当たりにする。一方で海外ではウィルスコントロールが良好な症例に対しては経腟分娩が

行われるようになり、日本でも患者が経腟分娩を希望する可能性が考えられる。HIV 感染妊婦の受

入そのものが困難であるエイズ診療拠点病院や周産期センターにおける問題点を調査・解析するこ

とにより、今後 HIV感染妊婦の受入先を増やし妊婦の生活圏での出産を可能にすることを目的とす

る。一方で HIV感染妊婦が安全に経腟分娩できる診療施設基準を明確にし、わが国での HIV感染妊

婦の経腟分娩導入に向けて診療体制を整えることを課題としている。 

 

A.研究目的 

平成 30 年度に行った HIV 感染妊婦に対す

る診療体制の現状調査から、エイズ拠点病院

かつ総合または地域周産期母子医療センタ

ーの約 7 割（113 施設）で HIV 感染妊婦の分

娩が受け入れ可能であった。受け入れ不可施

設の理由は、近隣に受け入れ可能な病院があ

ることや HIVに対する知識・経験不足であっ

た。受け入れ可能な 113施設のうち、経腟分

娩が可能と考えている施設は 33施設(29.2%)

であったが、経腟分娩を積極的に考えている

のは 7 施設のみで、HIV 感染妊婦の分娩経験

数も 5 例以下がほとんどであった。一方 HIV

感染妊婦の分娩経験数が多い施設ほど経腟

分娩に消極的であった。今年度は前回の調査

で HIV感染妊婦の分娩を受け入れると回答し

た施設に対し二次アンケート調査を行い、経

腟分娩の可否ならびに経腟分娩を可能とす

る基準を明確にし、適切で実行可能な診療体

制の提案を行うことを目的とする。 

 

B.研究方法 

平成 30 年度の一次アンケート調査におい

て HIV感染妊婦の分娩を受け入れ可能と回答

した 113 施設のうち施設名を特定できた 109

施設に対して、医師または看護職にそれぞれ
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経腟分娩の受け入れの可否ならびに自施設

の受け入れ状況を研究班のホームページへ

公開することの可否についてアンケート調

査を行い、集計・解析した。 

（倫理面への配慮） 

 本研究は「人を対象とする医学系研究に

関する倫理指針」及びヘルシンキ宣言を遵守

して実施する。本研究は個人を対象とする調

査ではなく、医療機関に対するアンケート調

査で収集されたデータを扱うが、データは研

究を担当するスタッフのみがアクセス可能

とし、内容が第三者の目に触れないように、

また、データが漏洩しないように、作業方法、

作業場所、データ保管方法等を厳重に管理し

ている。研究成果の公表に際しては、調査対

象となる医療機関のプライバシーについて

は十分に配慮する。 

本研究は国立研究開発法人国立国際医療

研究センター倫理委員会で審査され、令和 1

年 11 月 8 日付けで承認されている（研究課

題名：HIV 感染妊婦の分娩様式を中心とした

診療体制の整備と均てん化、承認番号：NCGM-

G-003093-01）。 

 

C.研究結果 

平成 30 年度の一次アンケート調査におい

て HIV感染妊婦の分娩を受け入れ可能と回答

した 113 施設のうち施設名を特定できた 109

施設に対して、医師または看護職にそれぞれ

二次アンケート（別紙１）を送付し、医師 79

施設(72.5%)、看護職 38施設(34.9%)から回答

を得た。医師と看護職双方から返信があった

のは 27施設であった。看護職からの返信で 1

施設は分娩を休止していた。 

 

１）HIV感染妊婦の経腟分娩に関して 

①HIV 感染妊婦の経腟分娩を行う場合はど

のような条件で受け入れ可能かという問い

に対する回答を図１に示す。産科適応に従っ

た自然経腟分娩を行うと答えた施設は、医師

6 施設、看護職 3 施設、計画分娩での経腟を

行うと答えた施設は医師 11施設、看護職 2施

設であった。これに対し、陣痛発来や破水等

のやむを得ない場合での受け入れと回答し

た施設は医師 10 施設、看護職 4 施設であっ

た。医師 48施設、看護職 25施設は経腟分娩

は受け入れないと回答した。 

医師、看護職の双方から回答が得られた 27

施設のうち、医師、看護職ともに自然または

計画分娩での経腟分娩可能と回答した施設

は 1施設のみであった。医師だけが経腟可と

回答した施設は 3施設、看護職のみが経腟可

とした施設が 1施設、看護職が経腟可として

いるが医師が検討中と答えた施設が 1施設で

あった。 

②医師の回答から、2015 年 1 月から 2019

年 12 月の 4 年間に HIV 感染妊婦の分娩取り

扱い経験のある 20施設と経験のない 57施設

において、経腟分娩の受け入れに対する回答

を分類した。分娩経験のある施設において、

経腟分娩可とした施設は 6施設（30%）である

一方、分娩経験のない施設では 11施設（19.3%）

であった。 

③計画分娩での経腟分娩を行うと答えた

施設に、どのような基準で行うかという問い

対する回答（複数回答可）を図２に示す。個

室の分娩室が確保されている、平日・日勤帯

で分娩が完遂する計画分娩をあげた施設が

医師、看護職ともに大勢を占めた。一方で非

HIV 感染者と同じ条件とすると回答した医師

も４施設みられた。 

④計画分娩での経腟分娩を行うと回答し

た施設に、自然経腟分娩での対応が難しい理

由を問い合わせた結果を図３に示す。夜間休

日のマンパワー不足をあげる施設が 11 施設

中 8施設にみられる他、夜間休日の緊急帝王

切開対応が困難と回答した施設が 3施設みら

れた。 

⑤経腟分娩は受け入れない、または陣痛発

来などのやむを得ない場合のみ経腟分娩を
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受け入れると回答した施設（医師 58施設、看

護職 29施設）に対して、経腟分娩を受け入れ

ない理由（複数回答可）について問い合わせ

た結果を図４に示す。帝王切開の方が母子感

染のリスクが低いと考えているとの回答が

医師 32施設、看護職 20施設と多数を占めた。

経腟分娩は予定が立たないため各科との連

携が難しいと回答した施設も医師 30 施設、

看護職 20施設と多数みられた。また、産科医

のマンパワー不足を理由とする施設が医師

25施設、看護職９施設と約半数をしめ、産科

医師不足が経腟分娩導入を難しくしている

一つの要因であることが推測される。   

医療スタッフの HIV出産管理への対応が周知

されていないことを理由とした施設が医師

19 施設、看護職 8 施設と 3 割程度みられた。 

⑥経腟分娩は受け入れない、または陣痛発

来などのやむを得ない場合のみ経腟分娩を

受け入れると回答した施設（医師 58施設、看

護職 29施設）に対して、今後受け入れ体制を

整備する計画があるかという問いに対する

回答を表２に示した。今後受け入れる方向で

考えている施設は医師 58 施設中 4 施設、看

護職 30施設中 0施設であった。 

 

２）HIV感染妊婦の診療体制 HPに関して 

 回答が得られた医師医師 79 施設、看護職

38施設のうち、どちらか一方でもホームペー

ジへの掲載を許可すると答えた施設は 90 施

設みられた。掲載を希望する内容は、HIV 感

染妊婦の受け入れの可否のみならず、受け入

れ条件など多岐にわたっている。 

 

D.考察 

今回のアンケート調査において、医師側の

回答率は 72.5%であったが、看護職側の回答

率が 34.9%と低かった。医師側、看護職側の

双方から回答が得られた施設は 27 施設しか

なかったため、今回の目的の一つであった医

師と看護職との経腟分娩に対する受容の差

については、検討が難しい状況である。今回

看護職への送付は看護部長と産科師長との

連名で送付したため回収率が低いことも考

えられるので、未回答の施設には同じアンケ

ート用紙を産科師長当てに直接再送付して

回答率を上げることを計画している。また、

分娩様式の決定は医師が行うため、看護職に

は答えにくいアンケート内容であったこと

も考えられる。今後は経腟分娩を行う場合の

看護職の分娩立ち会いにおける問題点を新

たに調査する必要があると考えられる。 

今回の調査において、医師・看護職ともに

自然経腟分娩を受け入れると回答した施設

は１施設に過ぎなかった。医師側のみ受け入

れる施設が 3施設、看護職側のみ受け入れる

と回答した施設が 2施設であり、今後実際の

受け入れに向けて職種間の調整が必要と考

えられた。 

計画分娩での経腟分娩受け入れ可能な施

設は医師、看護職併せて 13施設あるが、自然

経腟分娩での対応が難しい理由として夜間

休日のマンパワー不足や緊急帝王切開への

対応が困難と回答した施設が多く、いずれも

夜勤帯の手薄な状態での分娩を避けたいと

いう状況が伺えた。また、針刺し事故対応困

難を理由にあげる施設もみられるため、未だ

針刺し事故等に対する感染対策が周知され

ていない可能性がある。 

経腟分娩は受け入れない、または陣痛発来

などのやむを得ない場合のみ経腟分娩を受

け入れると回答した施設は医師、看護職併せ

て 87 施設みられ、その中で今後経腟分娩受

け入れ体制を整備する予定と答えたのは医

師のみで 4施設であった。一方で今後も経腟

分娩不可と回答した施設は医師、看護職併せ

て 42 施設みられ、経腟分娩の導入は困難で

あることが窺われた。 

経腟分娩不可能と回答した施設において、

その理由としては帝王切開の方が母子感染

リスクが低下するという回答が最も多かっ
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た。近年の報告では血中 HIVウィルス量が感

度以下にコントロールされている症例では

帝王切開群と経腟分娩群との間で母子感染

率に有意差はないが、日本産科婦人科学会の

産婦人科診療ガイドライン産科編 2017 の

CQ610において、「選択的帝王切開術により母

子感染が減少するので、現時点では選択的帝

王切開術が勧められる」と記載されているた

め、経腟分娩導入は考慮しないという記載も

みられた。今後は日本産婦人科学会の診療ガ

イドラインにも働きかける必要がある。次に

他科との連携が困難であると言う理由を挙

げた施設が医師、助産師ともに多く、小児科

ならびに感染症科との連携強化が求められ

る。医師側では産科医のマンパワー不足をあ

げる施設が 25 施設あり、我が国における産

科医不足が経腟分娩の導入にも影響してい

ることが窺われた。また、医療スタッフの HIV

出産管理への対応が周知されていないこと

を理由とした施設も 3割程度みられ、今後は

これらの施設を対象にした研修等を行うこ

とにより知識の向上が望まれる。 

 

E.結論 

今回の調査からは、医師または看護職のい

ずれかが HIV感染妊婦の自然または計画経腟

分娩に対応可能な施設が 21 施設あることが

わかった。そのうち過去 4年間に HIV感染妊

婦の分娩実績がある施設は 7施設似すぎない。

今後、安全に HIV感染妊婦の経腟分娩を導入

するためには、ガイドラインやマニュアルに

よる管理体制の周知が重要と考える。 

 

G.研究業績 

学会発表 

1. 定月みゆき、中西美紗緒、蓮尾康之、林 公

一、喜多恒和：HIV感染妊娠の経腟分娩導入

に関してわが国が抱える診療体制の課題．

第 55 回日本周産期・新生児医学会学術集会．

長野、2019.7. 

２．杉野祐子、定月みゆき、谷口 紅、鈴木ひ

とみ、池田和子、大金美和、中西美紗緒、菊

池 嘉、岡 慎一：国立国際医療研究センタ

ー(NCGM)における HIV 感染妊婦の妊娠方法

に関する検討．日本性感染症学会第 32回学

術大会．京都、2019.11 

３．杉野祐子、中西美紗緒：エイズ治療・研究

センター研修（ACC 研修）周産期・小児医

療コース．国立国際医療研究センター、東

京、2019.11 

論文 なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 なし 

2.実用新案登録 なし 

3.その他 なし 
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表２ 経腟分娩受け入れ体制整備予定 

 医師 

（n=58） 

看護職 

（n=30） 

経腟分娩可能 4 0 

経腟分娩不可 31 15 

わからない 17 14 

未記入 6 1 
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令和元年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV をはじめとする性感染症と妊娠に関する情報の普及啓発法の開発 

 

研究分担者：桃原 祥人   東京都立大塚病院産婦人科部長 

研究協力者：塚原 優己  国立研究開発法人国立成育医療研究センター周産期・母性診療センター 

    産科・診療部長 

渡邉 英恵   独立行政法人国立病院機構豊橋医療センター看護部・看護師長 

羽柴 知恵子  独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター外来・副看護師長 

廣瀬 紀子  地方独立行政法人山梨県立北病院医療安全管理室・看護師 

津國 瑞紀  独立行政法人国立病院機構仙台医療センター母子医療センター・助産師 

佐野 貴子  神奈川県衛生研究所 微生物部・主任研究員 

鈴木 ひとみ 国立研究開発法人国立国際医療研究センターエイズ治療・研究開発セン 

   ター・コーディネーターナース 

長與 由紀子 独立行政法人国立病院機構九州医療センターAIDS/HIV 総合治療セン 

   ター・HIV 専任看護師 

谷村 憲司  神戸大学医学部附属病院総合周産期母子医療センター・准教授 

森實 真由美 神戸大学医学部附属病院総合周産期母子医療センター・講師 

木内 英   東京医科大学臨床検査医学分野・主任教授 

浅野 真    東京都立大塚病院産婦人科医員 

 

研究要旨： 

一般市民向けの講習会、SNS を用いて性感染症に関する情報を発信すること、さらに日本産婦人

科感染症学会や日本性感染症学会の監修を受けて、性感染症に関する小冊子を作成することなどに

より、一般市民の HIV/AIDS への偏見を解消し、各種性感染症に関する情報の普及啓発に寄与する

ことが目的である。令和元年度はエイズ文化フォーラム 2 か所、大学祭 2 か所、市民公開講座 1 か

所で講演会等を行った。Twitter アカウントは定期的に更新され、HIV に関する新情報を発信して

いる。さらに A3 折込型リーフレット「クイズでわかる性と感染症の新ジョーシキ―あなたはどこ

まで理解しているか！？」を令和元年度に発刊した。今後このリーフレットを喜多分担班による妊

婦アンケート調査の定点施設等で配布し、妊婦の教育啓発効果を検証し、知識レベルの向上を目指

す。さらに「HIV や梅毒をはじめとする性感染症に関する小冊子」を令和 2 年度中に発刊し、リー

フレットと共に若者への教育啓発資料とする。 

 

A.研究目的 

HIV 等の性感染症と妊娠に関する若者の知識

レベルは低く、学校教育以外の方法でもこれを

向上させる必要がある。HIV をはじめとする性

感染症と妊娠に関する情報の普及啓発法の開

発により国民に根強く残る HIV/AIDS への偏

見を解消し、HIV 母子感染のみならず、性感染

症全般とその妊娠への影響に対する国民の理
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解向上および予防啓発に寄与する。 

 

B.研究方法 

1．全国各地で開催されているエイズ文化フォ

ーラムや学園祭への参加、あるいは市民公開講

座等を企画して、HIV 感染に関する情報と研究

成果を周知することにより、国民の HIV 感染

妊娠に関する認識と知識の向上を図る。 

2．妊婦の HIV スクリーニング検査や妊婦健診

の重要性および各種性感染症に関する情報の

普及啓発を目的に、A3 折込型リーフレット「ク

イズでわかる性と感染症の新ジョーシキ―あ

なたはどこまで理解しているか！？」を発行し、

妊婦や若者に配布し知識の向上を図る。さらに

小冊子「HIV や梅毒をはじめとする性感染症に

関する小冊子（仮題）」を日本産婦人科感染症

学会や日本性感染症学会の監修を得て作成し、

印刷物・ホームページ・SNS・マスコミなどを

媒体として広く国民に周知する。学会関連の有

識者、市民団体、行政などの関連機関と連携し

ながら、令和 2 年度の刊行と拡散を目指す。 

3．Twitter アカウント

（https://twitter.com/HIVboshi）を平成 30 年

7 月に取得した。適時コンテンツを増加し、HIV

をはじめとする性感染症を中心に情報提供を

行う。 

 

（倫理面への配慮） 

調査研究においては、平成 29 年 2 月改正告示

の文部科学省・厚生労働省「人を対象とする医

学系研究に関する倫理指針」を遵守しプライバ

シーの保護に努めた。 

 

C.研究結果 

1．令和元年度は、エイズ文化フォーラムは 2

か所に参加・出展した。8 月 4 日は横浜で開催

され、当講演会への参加者は 30 名であった。

地域住民、学校保健や医療の関係者、学生など

で、他県からの参加者も多数あった。HIV/AIDS

と現在感染者が急増している梅毒について、病

気の基礎知識と妊娠・出産への影響について説

明した。HIV 感染告知を受けた女性の反応やサ

ポートについて、また妊娠・出産など女性特有

のライフスタイルへの影響についての質問が

多かった。9 月 30 日は京都で開催され、当出展

への訪問者は 5 名のみであった。大学祭は 2 か

所に参加した。11 月 3 日は日本大学医学部・看

護専門学校共催で、板橋保健所と共同で啓発カ

ードを 100 枚配布した。11 月 24 日は東京理科

大学葛飾キャンパスで、葛飾区保健所と共同で

ミニ講演会を開催したが参加者は 5名にとどま

った。市民公開講座は「感染症から母子を守る

ために～HIV をはじめとする性感染症を中心

に～」と題して、那覇市 IT 創造館で 2020 年 2

月 8 日に開催した。那覇市内と近隣の高校・大

学・産婦人科医療施設および報道各社に参加案

内状とポスター（資料 1）を郵送した。時期的

に新型コロナウイルス感染拡大の懸念から、参

加者は医療関係・教育関係の 18 名にとどまっ

た。 

2．さらに A3 折込型リーフレット「クイズでわ

かる性と感染症の新ジョーシキ―君はどこま

で理解しているか！？」（資料 2）を令和 2 年 3

月に刊行した。これを令和 2 年度に喜多分担班

による妊婦アンケート調査の定点施設および

奈良県総合医療センター近隣の奈良市内分娩

取扱施設で配布し、妊婦の教育啓発を図ること

で知識レベルの向上を目指す。「HIV や梅毒を

はじめとする性感染症に関する小冊子」は令和

2 年度の発刊を目指して準備中である。 

3．Twitter アカウントは定期的に更新され、

HIVに関する新情報を発信している（資料 3）。

令和 2年 3月現在、投稿コンテンツは 34件で、

フォロワー数も順調に増加し、2020 年 3 月現

在 246 名である。 

 

D.考察 

エイズ文化フォーラムや学園祭などの既存の

機会を利用した教育啓発活動では、事前広報活

動の不足などのため集客数の確保に課題が残

https://twitter.com/HIVboshi）を平成30年8
https://twitter.com/HIVboshi）を平成30年8
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った。また特定された参加者である可能性があ

り、一般国民の知識レベルの向上に寄与できて

いるとは言い難い。このような観点から、市民

公開講座の開催やリーフレット・小冊子の作成

と配布による教育啓発法は新しいアプローチ

であると考える。そして HIV や梅毒をはじめ

とする性感染症に関して、高校生や大学生を対

象とした公開講座やリーフレット・小冊子によ

る地域的・定点的介入が発端となり、国民全体

の知識レベルの向上につながることを検証し

ていくことも重要である。妊婦健診時における

アンケート調査は知識レベルの向上を検証で

きる手法である。この検証結果を公表すること

により全国の自治体やマスコミのさらなる協

力が得られ、広域的な介入成果が得られるもの

と期待する。 

 

E.結論 

HIV や梅毒をはじめとする性感染症に関する

正確な情報を公開講座、リーフレットや小冊子、

ガイドラインやマニュアル、マスコミなどを媒

体として医療従事者及び一般国民に提供し、教

育啓発を行うことにより、今後われわれが提案

していく HIV 感染妊娠に対するわが国の診療

体制を国際的標準モデルの一つとして推奨で

きるものにすることができる。 
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マイクロバイオームと流早産との関連． 第

55 回日本周産期・新生児医学会学術集会．

松本．2019.07 

 

19. 白川 得朗、森實 真由美、谷村 憲司、出口 

雅士、蝦名 康彦、山田 秀人： 母体 PVB19

感染の妊娠管理と予防． 第 55 回日本周産

期・新生児医学会学術集会．松本．2019.07 

 

20. 桃原祥人、吉野直人、伊藤由子、大里和広、

小山理恵、高橋尚子、塚原優己、渡邉英恵、

羽柴知恵子、廣瀬紀子、佐野貴子、鈴木ひ

とみ、長與由紀子、津國瑞紀、浅野 真、

谷村憲司、森實真由美、木内 英、喜多恒

和：HIV 母子感染予防啓発に関する全国自

治体アンケート調査と今後の啓発活動の考

察．第 33 回日本エイズ学会学術集会．熊本．

2019.11 

 

21. 杉浦 敦、山中彰一郎、竹田善紀、市田宏

司、中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高

野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、藤田 綾、高橋尚子、大津 洋、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞
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恵、外川正生、喜多恒和：本邦における HIV

感染妊娠の将来予測．第 33 回日本エイズ学

会学術集会．熊本．2019.11 

 

22. 竹田善紀、杉浦 敦、山中彰一郎、市田宏

司、中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高

野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、石橋理子、藤田 綾、高橋尚子、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、外川正生、喜多恒和：HIV 感染の判明

時期が妊娠後期・分娩後であった症例に関

する検討．第 33 回日本エイズ学会学術集会．

熊本．2019.11 

 

 

23. 白野倫徳、山田里佳、谷口晴記、塚原優己、

井上孝実、出口雅士、中西 豊、鳥谷部邦

明、大里和広、千田時弘、杉野祐子、羽柴

知恵子、渡邉英恵、杉浦 敦、吉野直人、

定月みゆき、田中瑞恵、桃原祥人、喜多恒

和：HIV 母子感染予防のｃART 

～「HIV 母子感染予防対策マニュアル（第

8 版）」および「HIV 感染妊娠に関する診

療ガイドライン（初版）」より～．第 34

回日本エイズ学会学術集会．熊本．2019.11 

 

24. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、小山理恵、

高橋尚子、杉浦 敦、田中瑞恵、山田里佳、

谷口晴記、桃原祥人、定月みゆき、塚原優

己、喜多恒和：未受信妊婦の HIV スクリー

ニングの現状--妊婦 HIV スクリーニング検

査率に関する全国調査より．第 33 回日本エ

イズ学会学術集会．熊本．2019.11 

 

25. 吉野直人、伊藤由子、大里和広、小山理恵、

高橋尚子、杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、

山田里佳、桃原祥人、定月みゆき、外川正

生、喜多恒和：妊婦 HIV スクリーニング検

査陽性症例の診療対応 ―産婦人科全国調

査―．第 33 回日本エイズ学会学術集会．熊

本．2019.11 

 

 

26. 吉野直人、田中瑞恵、伊藤由子、大里和広、

小山理恵、高橋尚子、杉浦 敦、谷口晴記、

山田里佳、桃原祥人、定月みゆき、外川正

生、喜多恒和：HIV 感染児の診療対応―小

児科全国調査―．第 33 回日本エイズ学会学

術集会．熊本．2019.11 

 

27. 伊藤由子、吉野直人、杉浦 敦、大里和広、

小山理恵、高橋尚子、田中瑞恵、谷口晴記、

山田里佳、桃原祥人、定月みゆき、喜多恒

和：HIV および梅毒感染妊婦に関する全国

調査．第 33 回日本エイズ学会学術集会．熊

本．2019.11 

 

28. 杉浦 敦、市田 宏司、山中 彰一郎、竹田 善

紀、中西 美紗緒、箕浦 茂樹、松田 秀雄、

高野 政志、桃原 祥人、小林 裕幸、佐久本 

薫、太田 寛、石橋 理子、藤田 綾、高橋 尚

子、吉野 直人、山田 里佳、定月 みゆき、

田中 瑞恵、大津 洋、外川 正生、喜多 恒

和：ジョイントシンポジウム「HIV 感染予

防の最近の話題-PrEP、U=U などの話題と

ともに-」 最近の HIV 母子感染の動向．日

本性感染症学会第 32 回学術集会．京都．

2019.12 

 

29. 山田 里佳、谷口 晴記、塚原 優己、井上 孝

実、白野 倫徳、出口 雅士、中西 豊、鳥谷

部 邦明、大里 和広、千田 時弘、杉野 祐

子、羽柴 知恵子、渡邉 英恵、定月 みゆき、

田中 瑞恵、喜多 恒和： ジョイントシンポ

ジウム「HIV 感染予防の最近の話題-PrEP、

U=U などの話題とともに-」 HIV 母子感

染予防マニュアルについて 挙児希望 HIV

感染者の感染予防の紹介．日本性感染症学

会第 32 回学術集会．京都．2019.12 
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30. 杉野 祐子、定月 みゆき、谷口 紅、鈴木 ひ

とみ、池田 和子、大金 美和、中西 美紗緒、

菊池 嘉、岡 慎一： 国立国際医療研究セン

ター(NCGM)におけるHIV感染妊婦の妊娠

方法に関する検討．日本性感染症学会第 32

回学術集会．京都．2019.12 

 

31. 森實真由美：（市民公開講座）感染症から

母子を守るために~HIV をはじめとする性

感染症を中心に~．梅毒・風疹の母子感染に

ついて．沖縄．2020.2 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得    なし 

2.実用新案登録  なし 

3.その他     なし 
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資料 1 
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資料 2 
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資料 3 
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令和元年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV 感染妊娠に関する全国調査とデータベース管理の IT 化とコホートシステム 

 の支援 

 

研究分担者：大津 洋  国立国際医療研究センター 臨床疫学研究室長 

研究協力者：喜多恒和  奈良県総合医療センター 周産期母子医療センター/産婦人科 

      吉野直人  岩手医科大学 微生物学講座 感染症学・免疫学分野 

      杉浦 敦  奈良県総合医療センター 産婦人科 

      田中瑞恵  国立国際医療研究センター 小児科 

      北島浩二  国立国際医療研究センター 臨床研究センター 

      佐々木泰治 国立国際医療研究センター 臨床研究センター 

 

研究要旨： 

本研究期間において、従来行われていた一次調査およびその情報を用いた二次調査と複数回の調査

が行われる。しかし、その情報を統合した調査を行う場合、担当する診療科が異なるため十分に過

去の情報を活用した分析ができていない。一方で、はじめから複数の診療科から情報を入力するシ

ステムを構築した研究が実施されている。この２つの状況を比較した上で、リアルワールドデータ

として複数の情報源からの被験者情報を統合する仕組みを検討し、その実装へと昇華していく。 

 

 

A.研究目的  

従来の研究では、個人情報保護のために別々に

集めてきた研究形態では、情報を重複して取得

してしまい、医療従事者および患者に対して負

荷をかけ、複数のデータベースの情報の祖語を

解決することにかなりの労力をかけてきた。 

近年、パーソナルヘルスレコードの活用に向け

て議論が活発化しており、個人の同意を得て取

得されるレジストリを元にして、情報の適切な

管理を元にした臨床研究のスムースな実施が

可能になれば、精度の高い情報をもとにしたエ

ビデンスの創出に寄与できると考えられる。 

本研究では、研究班での効率的な情報収集と可

能とする情報基盤の創出を目的とする。 

 

B.研究方法 

１）現状の調査および重複がどの程度なのかを

ヒアリングを元として検討する。 

２）同時期に検討されている他施設コホート研

究のシステム化について、現状の単施設で実施

されている（田中班）の支援と同時に多施設版

の実装を行うことで、連携可能性を検討する。 

（倫理面への配慮） 

特になし 

 

C.研究結果 

１）二次調査で同様の質問内容と考えられる項

目については、別紙のようにまとめられた。 

また、（コロナ対策で Web Meeting での画面共

有で例示された）二つのデータ統合を確認した。

二つのデータには、かなり経験のある担当者が

一例ずつ情報の統合を目視で実施しており、下
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流でのデータ統合の経験の蓄積は非常に大き

いものであることが確認された。同時に、より

上流（データの発生源）で産婦人科から小児科

への情報が統合されていれば、より簡便に妊娠

期からその小児の情報の統合の持続可能性が

高まることが示唆された。 

一次調査まで範囲を広げることは、情報をより

広範囲に集めるということ、および、悉皆性が

高い情報源であることから、一気に情報を統合

することが必ずしも好ましいとは断定できな

かった。今後の検討課題とすることとして、二

つの二次調査に対して、産婦人科から小児科へ

の情報の精度を高めることが現実的な対応策

である。 

 

２） 

・患者からの ePRO(Survey)の回答について 

 

 

 

過去 4 回の調査実施において、回答割合は減少

傾向にはあるが送付した 21 名においては 7 割

以上の返答があり、継続的に回答いただいてい

るから、情報の精度は向上しつつあることが推

察された。ただし、疾患の特性上、言語の問題

があり、登録した方が理解できるような工夫

（言語、表現）が必要である。 

 

・複数の診療科からのデータ収集について 

 

 

REDCap を用いて、複数の診療科から感染母子

の情報を取得するフローをモデル化し、システ

ム化を実施したが、診療科によってデータの入

力に濃淡がでてきており、コーディネート業務

がかなり煩雑になるケースがあり、カルテから

の情報収集が必要になるケースが見られた。 

 

D.考察 

単施設の場合でも、診療科ごとに取得できる情

報の精度があり、また同時に情報を使う側にお

いても粒度が異なることが、コホート研究およ

び各 2次調査を比較しリアリングを行うことで

判明した。 

多忙な業務の中で、後付けの情報提供となると、

様々なバイアスが混入し、データの不備やカル

テを閲覧しなければ他科受診結果まで追跡で

きないケースが見られた。 

 

E.結論 

複数の施設・診療科が関連する研究・コホート

を成功させるは、情報の粒度・精度を、後々追

跡可能である状態まで情報の精度・粒度をそろ

えておくことが、統合解析を行う際には留意す

べき点であると考える。将来、電子カルテのテ

ンプレート等を作成して、統一的に情報収取す

る際に十分役に立てると考える。次年度には、

これらの成果をもとに、小児科・産婦人科 2 次

調査および多施設コホート研究に共通の粒度

での調査フォームを作成し、情報の統合可能性

を探っていきたい。 
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また、患者本人に情報を収集することに対して

は、現状で 7 割以上の収集ができておりスター

トとしては十分なデータ量が得られていると

考える。継続的に情報収集するだけでなく、定

期的に情報発信をするなどの工夫も今後必要

になると考える。引き続き、調査を実施しなが

ら、患者本人からの回答の推移について見守っ

ていきたい。 

 

G.研究業績 

・大津洋 ほか、本邦の HIV 感染妊娠の母子

調査に関する患者報告データを併用したリア

ルワールド収集に向けた取り組み、第 33 回日

本エイズ学会学術集会 2019,熊本（ポスター） 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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（別紙）二次調査類似項目と対応策  
 

小児科二次調査 質

問

番

号 

産婦人科二次調査 質

問

番

号 

対応 

母親（本

人）情報 

「生年月」 11 「妊婦生年月」 3 文言は統一する 

 

「国籍」→(日本・外国【国

名】・不明) 

12 「国籍(出生国)」→ (日本・外国・

不明) 

6-1 文言は統一する 

 

「HIV 感染の診断時期」→ 

妊娠前・妊娠中（ ）週・出

産後（  ）・児の感染判明

後・不明 

13 「感染判明時期」→今回妊娠時・前

回妊娠時・その他の機会(  )・不明 

4-4 文言は統一する 

      

実 父 ( パ

ー ト ナ

ー)情報 

「実父の国籍」→日本・外国

【国名】・不明 

14 「パートナーの国籍」→日本・外国

【国名】・不明 

7-1 両科とも血縁上の父親の

こと。文言をどうするか

は考える 
 

「実父の HIV 感染」→陽性・

陰性・不明 

15 「パートナーの HIV 感染について」

→ 陽 性 ・ 陰 性 ・ 不 明                           

エイズ関連症状：あり・なし・不明 

7-2 産科の パートナーのエ

イズ関連症状：あり・な

し・不明 は不要  

妊娠につ

いて 

「(児の)生年月」 6 「分娩日(転帰日）」 13 

 

 

「(児の)出生医療機関名」→

報告医療機関・それ以外 

8 「分娩場所」→貴施設・他施設・不

明 

15 産科の文言に統一 

 

「妊娠母体への抗ＨＩＶ薬

の投与」→なし・妊娠前から

服用・妊娠中開始（〇週から）               

「抗ＨＩＶ薬剤名」 

19

～

23 

「妊娠中の投薬について」→投薬あ

り ・ 投 薬 な し ・ 不 明                             

「投薬ありの場合は期間：薬剤レジ

メン：副作用の有無の記入 

26 "最終的な項目・選択肢不

明 薬剤はプルダウン形

式 毎年 8 月にプルダウ

ン中の選択肢を更新する

（新しい薬剤を追加す

る）" 
 

「分娩間近母体の CD4 数」

→〇/㎕（〇%） 

24 「妊婦ラボデータ」→妊娠ｒ直前（週

数・採血年月日・血算・リンパ球分

画・ウイルス量） 

30 "血小板は不要 Hb は追

加  分娩直前の定義は 

分娩前 1 ヵ月～分娩日 

までの期間" 
 

「分娩間近母体の HIV ウイ

ルス量（コピー数）」→〇コ

ピー/ml 

25 同上 30 
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「分娩方法」→経腟分娩・予

定(選択的）帝王切開・緊急

帝王切開・不明 

27 「分娩様式」→経腟・緊急帝切・選

択的帝切(上記の分娩様式を選択し

た理由） 

16 "予定と緊急の区別した

い " 

 

「在胎週数」→〇週〇日・不

明 

28 「分娩日」(妊娠週数〇週〇日) 13 

 

 

「母体陣痛の有無」→有・

無・不明 

32 「陣痛について」→自然陣痛・誘発

陣痛・陣痛なし・不明 

17 分娩様式で経腟に限り

陣痛項目を表示させた

い 
 

「破水後時間」→有(破水後

〇時間で出生）・破水無・不

明 

33 「破水について」→陣痛開始前に自

然破水・陣痛開始後に自然破水・人

工 破 膜 ・ 不 明                          

「破水から分娩までの時間」→〇時

間〇分 

18～

19 

分娩様式で経腟に限り

破水関連項目を表示さ

せたい 

 

「羊水混濁の有無」→あり・

なし・不明 

34 「羊水混濁」→あり・なし・不明 22 

 

児につい

て 

「性別」→男児・女児・不明 7 「性別」→男児・女児・不明 25-2 

 

 

「出生時体重」(妊娠～周産

期について)→〇ｇ・不明 

29 「出生時体重」→〇ｇ 25-3 

 

 

「母乳の投与の有無および

投与期間」→投与せず・投与

した（期間生後〇日から〇日

まで）・不明 

40 「母乳」→投与あり（期間〇ヶ月）・

投与なし・不明 

25-4 小児科で決めて良い 

 

「アプガースコア（1 分）（5

分）」→〇点・不明 

30

～

31 

「アプガースコア」→1 分〇点/5 分

〇点 

21 

 

 

「新生児期における抗 HIV

薬の投与」→あり・なし・不

明                                

「薬剤、投与量と期間」               

35

～

40 

「ＡＺＴシロップの投与」→投与あ

り・なし・その他の投薬（   ）                      

「投薬あり」の場合は期間：副作用：

投薬中止の有無とその理由も記入 

25-5 小児科で決めて良い 

 

「感染/非感染の診断結果」→

感染・非感染・未確定 

41 「HIV 感染」→感染・非感染・判定

中・不明 

25-1 最終的な項目・選択肢不

明 

その他 「母親の現在の症状」→無症

状・ARS・AIDS・死亡・不

明・帰国 

85 「予後」→変化なし・病状進行・死

亡・追跡不能・貴施設を受診中・他

施設へ紹介 

32 母親のエイズ関連疾患

の記載に関しては参加

で対応できない可能性

が高いので項目を要検

討 
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